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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次

国際財務報告基準

移行日 第７期 第８期 第９期

決算年月 2021年４月１日 2022年３月 2023年３月 2024年３月

売上収益 (百万円) － 2,769,127 4,737,870 3,710,727

税引前利益 (百万円) － 38,612 102,264 577,450

親会社の所有者に帰属
する当期利益

(百万円) － 5,676 17,847 399,628

親会社の所有者に帰属
する当期包括利益

(百万円) － 173,863 243,155 690,695

親会社の所有者に帰属
する持分

(百万円) 1,687,874 1,724,859 2,022,874 2,632,639

総資産額 (百万円) 4,472,615 8,495,106 9,172,358 8,508,134

１株当たり親会社
所有者帰属持分

(円) 84,393.72 86,242.98 101,143.71 131,631.99

基本的１株当たり
当期利益

(円) － 283.84 892.40 19,981.41

希薄化後１株当たり
当期利益

(円) － － － －

親会社所有者帰属持分
比率

(％) 37.7 20.3 22.1 30.9

親会社所有者帰属持分
利益率

(％) － 0.3 1.0 17.2

株価収益率 (倍) － － － －

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) － △318,202 450,710 1,324,889

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) － △649,330 △369,452 △528,473

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) － 798,713 796,236 △873,260

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 601,047 456,430 1,360,906 1,405,387

従業員数 (人) 4,904 5,059 5,295 5,838

(注) １．第８期より国際財務報告基準(以下「IFRS」という。)に基づいて連結財務諸表を作成している。

２．希薄化後１株当たり当期利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

３．株価収益率については、当社株式は非上場であるため記載していない。



― 3 ―

回次

日本基準

第５期 第６期 第７期 第８期

決算年月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月

売上高 (百万円) 3,280,002 2,730,146 4,435,275 7,945,497

経常利益 (百万円) 174,429 244,194 95,370 153,318

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 168,543 157,852 24,625 92,557

包括利益 (百万円) 142,248 189,918 255,985 269,275

純資産額 (百万円) 1,601,267 1,762,120 1,974,370 2,116,198

総資産額 (百万円) 4,035,324 4,090,880 8,722,197 9,125,947

１株当たり純資産 (円) 77,026.08 84,309.71 90,484.59 96,552.99

１株当たり当期純利益 (円) 8,427.15 7,892.64 1,231.30 4,627.89

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) － － － －

自己資本比率 (％) 38.2 41.2 20.7 21.2

自己資本利益率 (％) 16.0 9.8 1.4 4.9

株価収益率 (倍) － － － －

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 551,670 340,825 △340,433 416,092

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △310,863 △272,092 △661,033 △385,263

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △452,054 89,542 871,775 829,241

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 402,431 561,685 461,456 1,352,456

従業員数 (人) 4,797 4,907 5,062 5,298

(注) １．第８期の諸数値については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査を受けていない。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

３．株価収益率については、当社株式は非上場であるため記載していない。

４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第７期の期首から適用してお

り、第７期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっている。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

決算年月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月

売上高（営業収益） (百万円) 2,914,385 2,392,794 3,110,297 6,170,959 4,432,634

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 123,878 189,252 △193,647 △24,941 185,464

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) 113,472 131,104 △162,070 965 125,354

資本金 (百万円) 5,000 5,000 5,000 100,000 100,000

発行済株式総数 (株) 20,000,000 20,000,000 20,000,000 20,000,000 20,000,000

純資産額 (百万円) 1,313,638 1,461,717 1,332,656 1,079,453 1,281,766

総資産額 (百万円) 3,173,970 3,129,757 3,694,168 4,387,396 4,166,397

１株当たり純資産 (円) 65,681.91 73,085.86 66,632.84 53,972.69 64,088.34

１株当たり配当額
(円)

1,350.00 1,670.00 4,155.00 － －
(１株当たり中間配当額) (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

(円) 5,673.63 6,555.23 △8,103.50 48.28 6,267.70

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 41.4 46.7 36.1 24.6 30.8

自己資本利益率 (％) 13.2 9.4 △11.6 0.1 10.6

株価収益率 (倍) － － － － －

配当性向 (％) 23.8 25.5 － － －

従業員数 (人) 3,721 3,847 3,910 4,008 4,167

株主総利回り (％) － － － － －

最高株価 (円) － － － － －

最低株価 (円) － － － － －

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

２．株価収益率、株主総利回り、最高株価及び最低株価については、当社株式は非上場であるため記載していな

い。

３．第８期及び第９期の１株当たり配当額及び配当性向については、配当を実施していないため記載していな

い。

４．第７期の配当性向については、当期純損失のため記載していない。

５．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第７期の期首から適用してお

り、第７期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっている。
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２ 【沿革】

2015年４月 東京電力株式会社（現東京電力ホールディングス株式会社）及び中部電力株式会社が、両社の燃

料調達や上流・輸送・トレーディング等の燃料関連事業並びに国内外の発電所に関する新規開

発・リプレース事業を統合実施する合弁会社として当社設立

（東京電力株式会社の100％子会社である東京電力燃料・火力発電事業分割準備株式会社（現東

京電力フュエル＆パワー株式会社）が、2015年６月に東京電力株式会社の燃料輸送事業及び燃料

トレーディング事業を、また、2016年４月に東京電力ホールディングス株式会社の燃料・火力発

電事業（燃料輸送事業及び燃料トレーディング事業を除く）を、吸収分割によりそれぞれ承継）

2015年10月 当社が、東京電力燃料・火力発電事業分割準備株式会社及び中部電力株式会社の燃料輸送事業及

び燃料トレーディング事業を吸収分割により承継

2016年７月 当社が、東京電力フュエル＆パワー株式会社及び中部電力株式会社の既存燃料事業（上流・調

達）、既存海外発電・エネルギーインフラ事業を吸収分割により承継

2019年４月 当社が、東京電力フュエル＆パワー株式会社及び中部電力株式会社の燃料受入・貯蔵・送ガス事

業及び既存火力発電事業等を吸収分割により承継



― 6 ―

３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、連結子会社等が106社、持分法適用関連会社等が49社（2024年３月31日現在）で構成されて

いる。これまでの３回にわたる段階的な事業統合（①2015年10月：燃料輸送事業及び燃料トレーディング事業、②

2016年７月：既存燃料事業（上流・調達）及び既存海外発電・エネルギーインフラ事業、③2019年４月：燃料受入・

貯蔵・送ガス事業及び既存火力発電事業等）により、燃料上流・調達・輸送から発電、電力・ガスの卸販売に至る一

連のバリューチェーンが当社に一元化されている。

当社グループは、国内外において、発電資産、LNG受入基地を開発・保有する世界最大級の発電事業会社であると同

時に、海外からのLNG調達、LNG船の保有、LNG生産プロジェクトに関与する燃料事業会社である。これらの大規模事業

から得た多様な開発能力を更に進化させ、燃料調達から発電までの一体型プロジェクト（Gas to Power）や大規模再

生可能エネルギー事業の開発も積極的に進めている。

また、当社グループは、世界最大級のLNG取扱規模と長期間にわたる燃料トレーディングの経験を有しており、この

巨大なエネルギーの流れである「燃料調達→輸送→受入→発電→販売」をトレーディングも活用しながら一体的に最

適化することで、最も経済的かつ弾力的な運用を実現する。国内における電力・ガスの販売は、長期相対取引に加え

て短期相対取引や市場取引を活用し、お客さまのニーズに応じたエネルギーソリューションを提供している。

更には、当社グループは、関東及び中部地方で約70年にわたり安定して電気をお届けし続けた実績と現在も国内外

の火力発電所を保有・操業する中で得たOperation & Maintenance（運転・保守、以下「O&M」という。）及びエンジ

ニアリング（開発・建設）のノウハウを有しており、発電所の建設から保守・運営を行っている。これまでに培った

知見と世界の先鋭技術を組み合わせることで、世界トップクラスのO&M・エンジニアリングサービスを提供し、安全で

競争力があり機動的な発電所・受入基地の運営を国内外のお客さまにお届けしている。
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報告セグメントは「燃料事業」、「海外・再エネ発電事業」、「国内火力・ガス事業」の３つとしている。各報告

セグメントの主な事業内容は、以下のとおりである。

「燃料事業」…燃料上流事業等への投資、燃料輸送・燃料トレーディング事業

「海外・再エネ発電事業」…海外の発電事業や国内外の再生可能エネルギー発電事業等への投資

「国内火力・ガス事業」…国内における電力・ガスの販売等

当社及び関係会社の事業を「事業系統図」として示すと以下のとおりである。

［事業系統図］
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４ 【関係会社の状況】

(1) 連結子会社等

2024年３月31日現在

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の

所有割合
関係内容

JERA Power

International B.V. ※

オランダ

アムステ

ルダム

2,620

百万米ドル

海外発電事業等への出

資・融資及び保証等
100.0％ －

JERA Asia Pte. Ltd.※
シンガポ

ール

1,716

百万米ドル

アジアにおけるエネル

ギー関連プロジェクト

全般の案件開発・投資

100.0％ －

JERA Australia Pty

Ltd ※

オースト

ラリア

パース

946

百万米ドル

豪州における燃料事業

の統括
100.0％ －

JERA Global Markets

Pte. Ltd. ※

シンガポ

ール

581

百万米ドル

燃料トレーディング事

業及びこれに付帯する

事業

66.7％

(66.7％)
燃料の購入・販売

Parkwind NV ※
ベルギー
ルーベン

223

百万EUR
洋上風力発電事業 100.0％ －

株式会社常陸那珂ジェネ

レーション

茨城県那

珂郡東海

村

6,000
火力発電所の発電及び

これに付帯する事業

100.0％

(100.0％)

役員の兼任等、資金の貸

付、土地の貸付、発電電力

の購入

株式会社JERAパワートレ

ーディング

東京都

中央区
5,000

電力トレーディング事

業及びこれに付帯する

事業

100.0％ 電力の購入・販売

エルエヌジー・マリン・

トランスポート株式会社

東京都

千代田区
460

液化天然ガスの海上運

送事業及びその代理業
70.0％

当社が購入する液化天然ガ

スの輸送

JERA Global Insurance

Inc.

アメリカ

ハワイ
450 保険事業 100.0％ 再保険の引受

JERAパワー横須賀合同会

社

神奈川県

横須賀市
100

火力発電所の発電及び

これに付帯する事業

100.0％

(100.0％)

資金の貸付、土地の貸付、

発電電力の購入

JERAパワー姉崎合同会社
千葉県

市原市
100

火力発電所の発電及び

これに付帯する事業

100.0％

(100.0％)

資金の貸付、土地の貸付、

発電電力の購入

知多エル・エヌ・ジー株

式会社

愛知県

知多市
100

液化天然ガスの受入・

貯蔵・気化及び送り出

しに関する業務

95.0％
役員の兼任等、液化天然ガ

スの受入等業務

JERA Power

(Thailand)Co., Ltd.

タイ

バンコク

20

百万タイバー

ツ

タイにおける発電所の

運転保守及びエンジニ

アリングサービス（上

記事業への出資）

100.0％

(100.0％)
－

五井ユナイテッドジェネ

レーション合同会社

千葉県

市原市
60

火力発電所の発電及び

これに付帯する事業

60.0％

(60.0％)
資金の貸付、土地の貸付
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名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の

所有割合
関係内容

株式会社ネクセライズ
東京都

港区
40

石油製品の販売、火力

発電用燃料設備の運転

管理、発電所の防災業

務、警備業務等

100.0％

石油製品の購入、火力発電

用燃料設備の運転管理、発

電所の防災・警備業務

JERAパワー武豊合同会社

愛知県知

多郡武豊

町

30
火力発電所の発電及び

これに付帯する事業

100.0％

(100.0％)

土地の貸付、発電電力の購

入

JERA Americas Inc.※

アメリカ

デラウェ

ア

0

百万米ドル

米州における発電事

業・燃料事業の統括

（米国発電事業等への

出資・融資及び保証

等）

100.0％

(100.0％)
－

JERA Americas Holdings

Inc.

アメリカ

デラウェ

ア

0

百万米ドル

米州における発電事

業・燃料事業の統括
100.0％ －

その他88社

(注) １．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数である。

２．※の６社は特定子会社に該当する。なお、その他88社のうち、特定子会社に該当する会社は、JERA Nex

Limited、JERA Ichthys Pty Ltd、JERA Trading International Pte. Ltd.、Reliance Bangladesh LNG &

Power Ltd.、Tokyo Electric Power Company International B.V.、JERA Gorgon Pty Ltd、JERA Power

Management Asia B.V.、Chubu Electric Power Integra Pty Ltd、JERA Barossa Pty Ltd、JERA Asia

Vietnam Holdings Pte. Ltd.である。

３．連結子会社等には、ジョイント・オペレーション（共同支配事業）を含めている。

(2) 持分法適用関連会社等

2024年３月31日現在

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
割合

関係内容

相馬共同火力発電株式
会社

福島県
相馬市

112,800
火力発電所の運転・保
守及び電力の販売

50.0％ 役員の兼任等

常磐共同火力株式会社
東京都
千代田区

56,000
火力発電所の運転・保
守及び電力の販売

49.1％ －

Aboitiz Power
Corporation

フィリピン
マニラ

19,947
百万比ペソ

フィリピンでの発電・
配電及び電力の小売

27.6％ －

鹿島共同火力株式会社
茨城県
鹿嶋市

22,000
火力発電所の運転・保
守及び電力の販売

50.0％ 役員の兼任等

Tokyo Timor Sea
Resources Inc.

ア メ リ カ
デラウェア

27
百万米ドル

豪州・東チモール共同
石油開発海域内におけ
るガス田開発事業への
投資

66.7％
(66.7％)

－

君津共同火力株式会社
千葉県
君津市

8,500
火力発電所の運転・保
守及び電力の販売

50.0％ 役員の兼任等

TeaM
Energy Corporation

フィリピン
マニラ

10
百万米ドル

フィリピンでの発電事
業

50.0％
(50.0％)

－

Freeport LNG
Development, L.P.

ア メ リ カ
ヒュースト
ン

－
米州におけるLNG設備
の運転保守及び開発

25.7％ －

その他41社

(注) １．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数である。

２．持分法適用関連会社等には、ジョイント・ベンチャー（共同支配企業）を含めている。
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(3) その他の関係会社

2024年３月31日現在

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の被所
有割合

関係内容

東京電力フュエル＆パ
ワー株式会社

東京都
千代田区

30,000
燃料・火力発電事業を
営む関連会社の事業活
動管理

50.0％ 役員の兼任等

中部電力株式会社＊
愛知県
名古屋市
東区

430,777 電気事業 50.0％
保証債務
役員の兼任等

東京電力ホールディン
グス株式会社＊

東京都
千代田区

1,400,975 電気事業
50.0％
(50.0％)

役員の兼任等

(注) １．議決権の被所有割合の（ ）内は、間接被所有割合で内数である。

２．＊：有価証券報告書を提出している。

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

2024年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(人)

燃料事業 494

海外・再エネ発電事業 700

国内火力・ガス事業 3,605

その他 1,039

合計 5,838

(注) １．従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員数である。

２．臨時従業員の総数は、従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略している。

(2) 提出会社の状況

2024年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

4,167 44.4 19.1 8,782

セグメントの名称 従業員数(人)

燃料事業 49

海外・再エネ発電事業 100

国内火力・ガス事業 2,979

その他 1,039

合計 4,167

(注) １．従業員数は、当社から当社外への出向者を除き、当社外から当社への出向者を含む就業人員数である。

２．臨時従業員の総数は、従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略している。

３．平均勤続年数の算定に当たり、東京電力ホールディングス株式会社及び各基幹事業会社並びに中部電力株式

会社からの転籍者及び出向者の勤続年数は、出向元の勤続年数を通算している。

４．平均年間給与には、賞与及び基準外賃金を含めている。
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(3) 労働組合の状況

当社に「JERA労働組合」（組合員数3,311名）が組織されている。

なお、労使関係について特に記載すべき事項はない。

(4) 管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

①提出会社

当事業年度

補足説明
管理職に
占める

女性労働者
の割合（％）
（注１）

男性労働者の
育児休業

取得率（％）
（注２）

労働者の男女の賃金の差異（％）
（注１、３、４）

全労働者
正規雇用
労働者

パート・
有期労働者

5.5 62.1 71.2 69.9 91.0 －

(注) １．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（2015年法律第64号）の規定に基づき算出したもので

ある。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（1991年法律第76号）の規定

に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」(1991年

労働省令第25号）第71条の４第１号における育児休業等の取得割合を算出したものである。

３．労働者の属性（年齢、役職、評定等）を同じくする者の間において男女間の賃金差はなし。

４．2022年より開始した新卒採用において、女性活躍推進の観点から女性採用を強化しており、相対的に賃金水

準の低い女性労働者が増加傾向にあることから、引き続き同水準の賃金格差が継続する見込みである。

②連結子会社

当事業年度

補足説明
名称

管理職に
占める

女性労働者
の割合（％）
（注１）

男性労働者の
育児休業

取得率（％）
（注２）

労働者の男女の賃金の差異（％）
（注１、３）

全労働者
正規雇用
労働者

パート・
有期労働者

株式会社
ネクセライズ

2.2 16.7 87.0 82.5 68.3 －

(注) １．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（2015年法律第64号）の規定に基づき算出したもので

ある。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（1991年法律第76号）の規定

に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」(1991年

労働省令第25号）第71条の４第１号における育児休業等の取得割合を算出したものである。

３．労働者の属性（年齢、役職、評定等）を同じくする者の間において男女間の賃金差はなし。
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第２ 【事業の状況】

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであり、その達成を保証するもの

ではない。

(1) 会社経営の基本方針［会社のミッション］

2019年４月の既存火力発電事業の統合により、燃料上流・調達・輸送から発電、電力・ガスの卸販売に至る一連

のバリューチェーンが当社に一元化され、それに伴い当社は以下のミッション及びビジョンを掲げた。

※2019年４月２日 当社プレス資料「既存火力発電事業等の統合を反映した事業計画等について」より抜粋

当社は、「世界のエネルギー問題に最先端のソリューションを提供する」というミッション（果たすべき使命）

と「クリーン・エネルギー経済へと導くLNGと再生可能エネルギーにおけるグローバルリーダー」という2025年に向

けたビジョン（将来の在りたい姿）の下で、国内外のエネルギーに関係する諸問題の解決に積極的に取り組むこと

で、企業価値を持続的に高めてきた。

上記ビジョンの下での事業の着実な進捗及び事業環境の変化を踏まえ、ミッション実現に向けたより長期的な目

指す姿を明確にすることを目的に新たなビジョンを策定し、2022年５月12日に「2035年に向けた新たなビジョン」

を公表した。

※2022年５月12日 当社プレス資料「2035年に向けた新たなビジョンと環境目標の策定について」より抜粋

当社は「安定供給の維持(stability)、手ごろな価格での提供(Affordability)、脱炭素社会への移行

(Sustainability)」の同時達成をゴールと定め、その実現のために、LNG,再生可能エネルギー、水素アンモニアの

３つの事業を組み合わせて、各国や地域の個性に合わせた最適なソリューションを提供していく。
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(2) 経営目標と財務指標

上記ミッション・ビジョンの達成に向けて、2022年５月12日に公表した「2025年度に向けた財務戦略と新たな経

営目標の策定について」では、企業価値の最大化を目的に、2025年度に向けた収益性、資本効率性、成長性及び財

務健全性に関する経営目標を策定している※。また、2024年５月16日に公表した「2035年ビジョン実現に向けたJERA

成長戦略、2035年までに目指す収支水準・財務戦略」では、同様の項目について2035年度までに目指す水準を新た

に公表している。

※「期ずれ」による影響額を除いた数値にて評価を実施。「期ずれ」とは、燃料価格の変動が販売価格に反映さ

れるまでの差分である。

＜経営目標＞

※2024年５月16日 当社プレス資料「2035年ビジョン実現に向けたJERA成長戦略、2035年までに目指す収支水

準・財務戦略」より抜粋

また、中長期的な財務健全性を維持しながら成長投資を推進するために財務戦略も策定している。信用格付Ａ格

を維持するためのバランスシートマネジメントを実施するとともに、事業から得られる資金を成長のための投資に

積極的に配分するキャピタル・アロケーションを定めている。2022年度～2025年度までには、合計１兆4,000億円程

度の投資を予定しており、成長分野には１兆2,000億円、このうち6,500億円程度を脱炭素関連事業へ配分予定であ

る。また安定供給関連についても6,000億円程度を配分予定である。

＜キャピタル・アロケーション及びキャピタル・インベストメント＞

※2022年５月12日 当社プレス資料「2025年度に向けた財務戦略と新たな経営目標の策定について」より抜粋
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※2024年５月16日 当社プレス資料「2035年ビジョン実現に向けたJERA成長戦略、2035年までに目指す収支水

準・財務戦略」より抜粋

(3) 経営環境及び優先的に対処すべき課題等

当社を取り巻く環境を踏まえた当面の主要課題として、エネルギーセキュリティの確保と、脱炭素をめぐる世界

的な動きの加速化が挙げられる。

エネルギーセキュリティについては、地政学リスクの顕在化や、LNGの生産不調等による調達環境の激変等により

状況が一変する可能性をはらみ、予断を許さない状況にあると認識している。また、世界的に保護主義的な政権・

政策が増加や、日本におけるよりDX/GXによる国内電力需要の増加予測の発表等を受け、競争力ある燃料の安定的な

確保と電力の安定供給の重要性が増している。

脱炭素については、エネルギーセキュリティの観点からの再生可能エネルギー導入拡大と気候変動対応の両面か

ら世界規模で脱炭素社会の実現に向けた動きが加速する一方で、行き過ぎた脱炭素路線を見直し、各国・地域に固

有の事情を踏まえた現実的な移行（トランジション）の必要性が指摘される等、より複雑さを増している。

これらの課題に対して、当社は、「安定供給の維持（Stability）、手ごろな価格での供給（Affordability）、

脱炭素社会への移行（Sustainability）」の同時達成をゴールと定め、その実現のために、LNG、再生可能エネルギ

ー、水素・アンモニアの３つの事業を組み合わせて、各地域・国に適合した最適なソリューションを提供してい

く。

エネルギーセキュリティの確保に対しては、世界最大級の取扱量を誇る燃料調達力と、国内火力発電の半分を占

める発電能力を活用し、調達と供給の両面から寄与していく。調達の面では、JERA Global Markets Pte. Ltd.が持

つ高い燃料調達能力を活用した機動的かつ安定的な燃料確保、地政学リスク、数量・価格変動リスクへの対応力に

優れた燃料ポートフォリオの構築等に引き続き取り組んでいく。また、供給の面では、国内での電力の安定供給を

確保するため、稼働中の発電所の安定運転に加えて、自然災害の発生による予期せぬ電源脱落等の需給変動が発生

した場合においても、発電所の増出力運転や補修時期の調整、休止火力の再稼働による供給力確保の検討等、あら

ゆる対応を実施していく。なお、2024年１月31日に武豊火力発電所において発生した火災については、「武豊火力

発電所の火災事故に関する事故調査委員会」を設置し、客観的・専門的な知見を活用するため社外専門家にも参画

いただいた上で、徹底的な調査・分析を実施した。これにより判明した事故原因を踏まえ、再発防止策を検討して

いく。

脱炭素の加速化に対しては、「JERAゼロエミッション2050」に基づき、2050年時点で当社事業から排出されるCO2

の実質ゼロに向けた挑戦を、３つのアプローチを通じて進めていく。

・再生可能エネルギーとゼロエミッション火力の相互補完

・国・地域に最適なロードマップの策定
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・スマート・トランジションの採用

具体的には、当社がこれまでに参画してきた燃料上流から発電に至るバリューチェーンの強みを活かし、自ら主

体的に脱炭素技術の開発に取組むとともに、再生可能エネルギー事業を一層加速するために、案件開発・建設・運

転の人財とノウハウを、グローバル再生可能エネルギー市場の中心である欧州に設置したJERA Nex Limited に集約

し、ローカルの事業開発で活用する「グローカル」体制を構築し、技術・事業の間でのシナジーを活用していく。

加えて、これらの取組みを強力に推進していくためには、戦略を支える強固な基盤の確立が必要であり、人財の

マネジメント・育成、企業カルチャーづくり、人権、地域社会との共生、安全、ステークホルダーエンゲージメン

ト、コーポレート・ガバナンス、リスクマネジメント、情報セキュリティ、コンプライアンス等に注力するととも

に、事業開発・最適化・O＆Mエンジニアリングの３つのプロ集団から成る事業基盤に「デジタル化」を加えて、さ

らなる強化を図っていく。

当社は、これらの取組みを通じて企業価値をより一層高め、株主をはじめとするステークホルダーのみなさまの

期待に応えていく。

＜JERAゼロエミッション2050 日本版ロードマップ＞

※2022年５月12日 当社プレス資料「2035年に向けた新たなビジョンと環境目標の策定について」より抜粋
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２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであり、その達成を保証するもの

ではない。

(1) サステナビリティ課題に対するガバナンス

当社のESG・サステナビリティ推進体制は、取締役会の監督の下、経営執行会議と社長CEO兼COOが議長を務める

「サステナビリティ推進会議」が一体となって、ESG・サステナビリティやSDGsに関わる社内外の課題につき検討

を行う体制に改編した。これにより、経営判断の迅速性や実効性を高めていく。

また、サステナビリティ推進会議の下で、領域別に活動してきた４部会（環境部会、社会・人権部会、ガバナ

ンス部会、広報・IR部会）を「実務者会議」として再編しました。新設されたESG・サステナビリティ専任部署が

「実務者会議」の中心となり、より全社的・部門横断的な視点でESG・サステナビリティの推進に取り組んでい

る。

(2) リスク管理

①基本的な考え方と課題認識

当社は企業活動に伴うリスクを適確に把握し、発生時の損失の最小化に努めることが、企業価値向上とステー

クホルダーに対する社会的責任を果たすことと考え、実効性の高いリスクマネジメントに取り組んでいる。

当社の企業活動に重大な影響を及ぼす可能性のあるリスクとしては、操業事故や自然災害による当社設備の損

傷、操業停止や工事の遅延、サイバーテロやウイルス感染等による発電所制御システム等への影響等がある。

また、世界経済の発展やボーダレス化の進展等を受け、格差・貧困、政情不安等のグローバルリスクをはじめ

とする、昨今の多様化・複雑化するリスクに対しても、適切に対処することが求められている。

当社グループは、社会基盤を支えるエネルギー事業者としての社会的責任を全うするため、リスク管理の高度

化に継続的に取り組んでいく。

②リスクマネジメント体制

当社は、エネルギーの安定供給をはじめとした重要な社会的責任を果たすために、社長CEO兼COOを統括責任者

とする実効性の高いリスクマネジメント体制を構築している。

事業活動に伴うリスクについては、平常時は、業務所管箇所が職務執行の中で管理することを基本とし、複数

の所管に関わる場合は、組織横断的に対応の上、適切に管理している。これに対し、危機発生時においては、経

営に及ぼす影響を最小限に抑制すべく、社長CEO兼COOを本部長とする緊急対策本部を設置し、迅速かつ的確に対

応している。
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統括責任者である社長CEO兼COOを委員長とする、リスク管理委員会を四半期ごとに開催し、各部門のCXO、監査

役、内部監査部をはじめとするメンバーが参加することで、適切なリスクのモニタリングに努めている（下図リ

スクマネジメント体制図参照）。特に、経営に重大な影響を及ぼす可能性のあるリスクに対する対応方針、具体

的な施策について報告することで、リスクの顕在化の予防に努めている。また、万一リスクが顕在化した場合は、

緊急対策本部の対応実績について四半期ごとに必要な報告を実施している。

リスク管理委員会で議論された内容は、都度、取締役会等に報告しており、社外取締役等の意見も反映してい

る。

また、新任の社外取締役に対しては当社のリスク管理体制及びリスク管理手法について説明するとともに、意

見交換等を通して、社外取締役の意見も取り入れている。

リスクマネジメント体制リスクマネジメント体制リスクマネジメント体制リスクマネジメント体制リスクマネジメント体制図図図図図

③統合リスク管理

統合リスク管理については、当社が保有するリスクを「オペレーショナルリスク」「市場リスク」「信用リス

ク」の３つに定義・分類し、「市場リスク」「信用リスク」から「統合リスク量」の定量化を実施している。ま

た、統合リスク量とリスクキャピタルとの差分を「リスクバッファー」として算出している。

統合リスク管理統合リスク管理統合リスク管理統合リスク管理統合リスク管理
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リスクバッファーは、発生確率が計算できない不確実性としての「オペレーショナルリスク」を考慮し、一定

の水準を維持することとしている。

「オペレーショナルリスク」は、「経営活動への影響度」を縦軸、「リスク発生頻度」を横軸とした「リスク

マップ」で管理している。管理しているリスクに対しては、各々のリスクの種類や特性に応じて、当該リスクへ

の「保有」「軽減」並びに「移転」等の対策を講じている。

「オペレーショナルリスク」のうち、「経営活動への影響度」と「リスク発生頻度」がともに高いリスクにつ

いては、「経営で管理する重要なリスク」として特定している。

四半期ごとに開催するリスク管理委員会並びに取締役会等では、統合リスク量とともに、特にこの「経営で管

理する重要なリスク」への対応方針や具体的な施策を中心に議論している。

リスクマップイメージリスクマップイメージリスクマップイメージリスクマップイメージリスクマップイメージ

(3) 重要な戦略並びに指標及び目標

当社グループでは、気候変動への対応を重要課題と捉え、TCFDの枠組みに基づき、気候変動問題に係るリスク・

機会の分析や情報開示を行っている。気候変動問題に係る検討や情報開示の充実化を図ることで、ステークホルダ

ーの皆さまとの対話を推進し、企業価値の向上を図るとともに、持続的な社会の発展に貢献していく。

※気候変動関連の情報開示（TCFD提言等への対応）の詳細は「JERAグループ統合報告書2023」（リンク：

https://www.jera.co.jp/sustainability/ccb2023）p.44-48を参照。
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①戦略

TCFD提言に沿ったシナリオ分析の結果を踏まえ、気候変動関連の当社事業のリスクや機会を下表のとおり整理

している。

カテゴリ
想定される

事業環境の変化
当社への影響 対象事業

財務影響の感度※

当社の対策
-2025年 -2030年 -2050年

1.5

℃

シ

ナ

リ

オ

政策・

規制

化石燃料の使用

に対する規制の

強化

[リスク]

カーボンプライシング

による発電事業の炭素

コスト増

発電

非常

に低

い

高い

非常

に高

い

〇JERAゼロエミ

ッション2050

の推進による

排出量削減

〇エネルギー・

温暖化政策へ

の提言・関与

[リスク]

カーボンプライシング

による燃料上流事業の

炭素コスト増

燃料上流

非常

に低

い

非常

に低

い

非常

に低

い

[機会]

省エネ規制の強化を受

けた、エネルギー消費

効率の向上による操業

コスト減

発電

非常

に低

い

非常

に低

い

非常

に低

い

〇電源の新陳代

謝によるエネ

ルギー消費効

率の向上

〇発電所の運用

コスト低減に

よる電源の価

格競争力強化

技術

非化石エネルギ

ーの技術開発・

導入によるエネ

ルギー供給構造

の変化

[リスク]

低炭素エネルギーの増

加やグリット分散化に

よる従来型火力電源の

稼働率低下による売上

減

発電

非常

に高

い

非常

に高

い

非常

に高

い

[機会]

アンモニア燃料の技術

開発・技術コストの低

下を受けた石炭からア

ンモニアへの燃料転換

による操業コスト減

発電 -

非常

に低

い

非常

に高

い

〇ゼロエミッシ

ョン火力の技

術開発の促進

〇水素・アンモ

ニアサプライ

チェーンの構

築

[機会]

水素燃料の技術開発・

技術コストの低下を受

けたLNGから水素への

燃料転換による操業コ

スト減

発電 - - 低い

[機会]

洋上風力発電の建設

費・運転維持費低下に

よる操業コスト減

発電

非常

に低

い

低い

非常

に高

い

〇洋上風力を中

心とした再生

可能エネルギ

ーの開発促進

〇蓄電池による

再生可能エネ

ルギーの導入

支援

[機会]

太陽光・陸上風力発電

の建設費・運転維持費

低下による操業コスト

減

発電

非常

に低

い

低い 低い
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カテゴリ
想定される

事業環境の変化
当社への影響 対象事業

財務影響の感度※

当社の対策
-2025年 -2030年 -2050年

1.5

℃

シ

ナ

リ

オ

市場・

サービ

ス

経済成長・電化

推進による電力

需要の増加

[機会]

電力供給機会の拡大を

捉えた販売電力量の増

加による売上増

発電

非常

に高

い

非常

に高

い

非常

に高

い

〇適切な設備投

資による事業

機会の獲得

エネルギー価値

の変容

[リスク]

化石燃料の価値低下に

よる燃料販売の売上減

燃料上流

非常

に低

い

低い 低い 〇柔軟かつ競争

力のある燃料

調達・販売ポ

ートフォリオ

の維持

[リスク]

化石燃料の価値低下に

よるトレーディングの

売上減

輸送

・

トレーデ

ィング

低い 低い 高い

[機会]

グリーン電力のニー

ズ・生産拡大による炭

素コスト回避

発電

非常

に低

い

高い

非常

に高

い

〇クリーン・エ

ネルギー供給

基盤を通じた

付加価値の提

供

[機会]

グリーン燃料のニー

ズ・生産拡大による炭

素コスト回避

燃料上流

非常

に低

い

非常

に低

い

非常

に低

い

市場・

サービ

ス /

評判

気候変動に対す

る世界的な意識

の高まり

[リスク]

化石燃料事業への投資

抑制・撤退に伴う資金

制約による操業コスト

増

発電

非常

に低

い

非常

に低

い

非常

に低

い

〇ゼロエミッシ

ョンに向けた

取組み等につ

いての積極的

な情報発信

〇資金調達手段

の多様化

[機会]

クリーン・エネルギー

事業への投資機会やト

ランジション・グリー

ンファイナンスの活用

機会の拡大による操業

コスト減

発電

非常

に低

い

非常

に低

い

非常

に低

い

4℃

以

上

シ

ナ

リ

オ

急性 /

慢性

自然災害の頻発

化・激甚化 [リスク]

災害対策コスト増、渇

水等による設備の運用

制約の増加に伴う操業

コスト増

発電 低い 低い 低い

〇大規模災害発

生時の体制強

化

〇 事 業 の 多 角

化・サプライ

チェーンの分

散化

気候パターンの

慢性的な変化

※活動量当たりの財務影響の感度を評価しており、２億円/億kWh、２億円/万t-LNGまでのものを「非常に低い」、２

億円-５億円/億kWh、２億円-５億円/万t-LNGのものを「低い」、５億円-10億円/億kWh、５億円-10億円//万t-LNGの

ものを「高い」、10億円/億kWh、10億円/万t-LNG 以上のものを「非常に高い」としている。
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②指標及び目標

当社は、長期目標として「JERAゼロエミッション2050」を掲げ、これを達成するためのロードマップとともに、

2030・2035年でのCO2排出に係る中間目標を設定の上、毎年継続的に実績値を算定・評価し、進捗の管理を行って

いる。

目標（「JERAゼロエミッション2050」及びロードマップ）については、「1 経営方針、経営環境及び対処すべ

き課題等 (3) 経営環境及び優先的に対処すべき課題等」に記載している。

2022年度の当社グループの排出量に関連する実績は以下のとおりである。本データについては当社ホームペー

ジにも掲載しており、当該ホームページにて公開しているGHG排出量等の一部のデータを対象として、2021年度報

告値よりKPMGあずさサステナビリティ株式会社による第三者保証を受けている。

環境データ （リンク：https://www.jera.co.jp/sustainability/data/e）

保証報告書 （リンク：https://www.jera.co.jp/static/files/sustainability/pdf/JERA_独立した第三者保

証報告書_20230908.pdf）

項目 単位 2022年度実績

国内JERA※1

Scope１ 発電事業に伴うGHG排出量

うちCO2排出量

万t-CO2

11,869

11,855

Scope２ 購入電力の消費に伴うCO2排出量 6

Scope３ その他間接的なCO2排出量

うち燃料及びエネルギーに関連する活動

3,121

2,003

発電事業の排出原単位（Scope1） kg-CO2/kWh 0.504

国内 JERAグループ※2

Scope１ 発電事業に伴うGHG排出量

うちCO2排出量 万t-CO2

12,855

12,839

Scope２ 購入電力の消費に伴うCO2排出量 6

発電事業の排出原単位（Scope1） kg-CO2/kWh 0.519

国内外 JERAグループ※3

Scope１ 発電事業に伴うCO2排出量

燃料上流事業に伴うCO2排出量

燃料輸送事業に伴うCO2排出量

万t-CO2

15,318

20

26

発電事業の排出原単位（Scope１） kg-CO2/kWh 0.514

※１ 算定範囲：国内JERA単体、株式会社常陸那珂ジェネレーション、JERAパワー武豊合同会社、JERAパワー横須賀合

同会社、及びJERAパワー姉崎合同会社

※２ 算定範囲：※１の算定範囲に共同火力を含めた範囲。共同火力については出資比率ベースで当社持ち分を算出

※３ 算定範囲：※２の算定範囲に海外事業を含めた範囲。海外事業は原則として現地会計年度・現地の報告基準で集

計
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(4) 人的資本に関する取組み

事業を取り巻く環境が著しく変化し続ける中、ミッション実現には、成長の源泉である人財の活躍と成長が不

可欠と考え、HRポリシー「社員と家族を幸せにする世界トップクラスの会社」及び人財戦略「人財領域の“攻

め”と“守り”で企業価値向上を牽引」を掲げている。“攻め”とは経営層・事業部門のビジネスパートナーと

して事業戦略達成確度を人的資源の側面から高めること、“守り”とは多様な人財が安心して働くことができる

基盤整備を指す。

本ポリシーと戦略のもと、主に下表の取組みを進めてきた。

項目 実績

① 魅力ある処遇基盤の
構築

・市場連動報酬を採用したJob型人事制度の導入（2024.4導入）

・日系上位水準となる退職給付制度及びシニア再雇用制度の導入（ＰＭＩ）

・採用競争力向上のため、若手社員を中心とした賃上げ（2024年春闘）

② 必要なcapabilityを
備える人財の育成

・選択型研修やグローバル人財育成施策の充実（自立的キャリア開発サポート）

・経営人財の計画的な育成

③
健康経営の推進

・業務スクラップ等による労働時間の適正化

・ウェアラブル端末配布等による健康習慣の定着

①魅力ある処遇基盤の構築

イ.戦略

事業のグローバル化やソリューション高度化に対応するためには、優秀な人財が必要不可欠である。少子高

齢化等の日本の労働市場を踏まえると、人財獲得競争は激化することが想定される。人財が不足する分野にお

ける外部からの人財獲得及び社内の人財リテンションのために、Jobをベースとした採用・配置・評価・報酬の

仕組みが必要となる（Job型人財マネジメント）。

また、これまで当社の退職給付金制度・シニア再雇用制度は両株主会社をベースとしたものであり、同じ会

社で働いているにも関わらず出身会社により適用制度が違うことで、不公平感を生んでいた。そのため、市場

上位水準を念頭に制度統合（ＰＭＩ）し、人財リテンションに繋げる。

ロ.指標及び目標

具体的には上記考えのもと、以下を実行した。

・市場連動報酬を採用したJob型人事制度の導入（2024.４導入）

・日系上位水準となる退職給付制度及びシニア再雇用制度の導入（ＰＭＩ）

・2024年春闘実績：月例賃金4.3%以上引き上げ（社員一律）、初任給５万円引上

②人財育成

イ.戦略

2020年３月に策定した「人財育成基本方針」に基づき、社員一人ひとりを重要な財産と考え、社員自身の自

立的なキャリア開発をサポートする仕組みを導入している。これにより、各社員の自立的キャリア計画のもと、

環境変化の中で必要なcapabilityを備える人財の育成へ繋げる。



― 23 ―

ロ.指標及び目標

具体的には人財育成方針のもと、主に以下を実行した。

(a) 自立的キャリア開発の推進

キャリア目標設定→キャリア開発計画の立案→キャリア開発面談（目標と自身のGAP認識）→GAPを埋める

様々な研修・制度利用（選択型研修、自己啓発支援（75,000円相当／人）、社内公募・副業制度・社内イン

ターン等）というサイクルを回し、社員が成長できる環境を整備している。（一人当たり養成費約13万円）

(b) グローバル人財の育成

2035年のビジョン達成のためには人財のグローバル対応力向上も必須と考えており、語学学習機会の提供

や留学制度・海外拠点への短期駐在研修等を積極的に展開している。語学学習の習得機会は2022年度から提

供しており、延べ約700人が受講している。

(c) 経営人財の育成

事業環境変化の中で事業発展のためには、必要なcapabilityを備える経営人財を計画的に育成する必要が

ある。育成施策はサクセッションプラン及び、Future Talent Development System（以下、FTDS）の２階層

で構成されている。FTDSでは、キャリア早期のタフアサインと個人特性に合わせた外部研修により、成長を

促進させる。

③健康経営の推進

イ.戦略

当社は「社員の健康保持・増進の取組みが、将来的な企業価値向上に寄与する投資である」という考えのも

と、「JERAグループすべての社員が、健康で、安心して挑戦できる基盤づくり」に注力し、経営の重要課題の

一つとして健康経営を推進している。

ロ.指標及び目標

具体的には衛生活動方針・計画のもと、主に以下を実行した。

・労働時間の可視化、管理職の意識改革（マネジメント強化研修）、業務スクラップによる労働時間の適正

化。

・メンタルヘルスの未然予防、早期発見、早期復職に資する意識啓発研修の実施。

・健康習慣の定着を目的としたウェアラブル端末の配布、及び端末を活用した健康増進イベントの開催。

これらの取組みにより、「健康経営優良法人2024」の大規模法人部門に認定されている。
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(5) D&Iに関する取組み

①D&Iに関する取組みの全体像

当社のミッション達成のため、グローバリゼーションの進展及び既成概念からの脱却により、新しい価値を創

造する必要がある。大切なことは国籍、年齢、性別、性的指向・性自認、障がいの有無等に縛られず個性を最大

限発揮できる状態を実現することである。あらゆる属性の社員が公平に働ける環境の下、一人ひとりが能力を最

大限発揮し、組織への貢献と自己の成長を感じられるJERAを目指す。

②D&Iなカルチャーづくりに関する取組み

当社では、D&Iに対する社内環境を整備しており、下記の取組みを継続的に実施することにより、カルチャー浸

透を図り、これまでのD&Iの取組みを社員自ら「やってみたい！」と感じて行動する状態を目指す。

項目 概要

経営陣と社員及び、社員同士（及びその家族）のフラッ

トなコミュニケーションの活発化

・JERAグローバルでのD&Iの取組みの推進や、各拠点の相
互理解等を目的に、JERA及びJERA海外拠点によるイベン
トを開催。

・社長自ら社外の有識者を招き、講演や対談を通じて、多
様な価値観に触れることが、新たな価値創造につながる
ことを、参加社員へ発信。

・多様な参加社員同士でD&Iカルチャーについて、ワール
ドカフェ形式でディスカッションを実施。

・会社の事業理解を通して、社員本人とその家族に対する
安心感の提供とエンゲージメントの向上を目的としたフ
ァミリーイベントを開催。

社内のフラットなコミュニケーション強化（コミュニケ

ーションツールの導入）

・D&Iに関する要望・改善や自職場のD&I推進に関する取組
み等、社員の生の声を拾い上げられる仕組み（社員が前
記について、匿名／非匿名にて自由に投稿可能な仕組
み）を導入し、会社側と社員側の意思や感情を伝達しあ
う双方向コミュニケーションの活性化の推進。

③社員がイキイキと働ける環境づくりに関する取組み

当社では、社員の会社・働く環境・仕事や能力向上、D&I等に対する満足度を定量的に把握し、社員の活力向上

及びJERAの企業価値向上の一助とすることを目的に、毎年社員満足度調査を実施。
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④多様な人財が働きやすい環境づくりに関する取組み

・LGBTQ+への支援に関する取組み：

性的指向や性自認に関わらず、誰もが自分らしく働ける組織を目指し、社内セミナー開催、専用相談窓口の設

置等のLGBTQ+を支援する取組みを推進、「PRIDE指標2023※1」において、PRIDE指標ゴールドを取得。また、「D&I

AWARD 2023※2」において、最高位の「ベストワークプレイス」認定を取得。

※１ 任意団体work with Pride事務局が認定する職場におけるLGBTQ+に関する取組みの評価指標

※２ 株式会社JobRainbowが主催するD&Iに取り組む企業を評価する指標

・障がい者雇用推進に関する取組み：

障がいの有無によらず、誰もが自身の潜在能力を発揮できる社会の創造のため、JERAミライフル※3を設立。障

がいを持つスタッフ27名と健常者が互いの個性を認め合い、チーム一丸となり仕事に従事。

同社がJERAの特例子会社として企業価値向上に貢献するために、事業領域拡大により、障がい者雇用を計画的

に推進。

※３ JERA100%出資の特例子会社

・女性活躍推進に関する取組み：

当社は女性社員の更なる活躍が、企業価値向上に必須と捉えている。2021年度からスポンサーシップ制度※4を

導入し、指導的立場の女性比率向上に取り組んでいる。女性の管理職比率を2025年度では8.5%、2030年度では10%

を目指す。

なお、当連結会計年度における指導的地位に占める女性の割合は、5.5％である。

※４ 対象女性社員に対し、直属ではない上司をスポンサーとして配置し、同上司より機会付与や人脈形成支援等のキャリア開発支援

を実施し、直属の上司と連携し育成を行う女性活躍推進施策。

(6) 安全に関する取組み

当社は「安全理念」において、安全は事業の基盤であること及び燃料上流から販売までの全てのサプライチェ

ーンにおいて安全最優先することを宣言し、その実現に向けて様々な安全活動に取り組んでいる。

また、グローバルに事業を展開する中、国籍・人種・所属に関わらず、誰もが共通の言葉で当社が目指すべき

「安全」を語ることができるようにするため、「JERA安全ビジョン」を定め、社員のみならずグループ会社や協

力企業の皆さまと一体となった安全文化醸成活動を展開している。

イ.安全活動戦略

確実な安全文化醸成活動が展開できるよう、安全理念・安全ビジョンに基づく中長期活動計画として「安全

活動戦略」を策定し、リーダーシップ、組織体制、施策を軸とした安全活動を展開している。

洋上風力等の再エネ発電事業の展開、アンモニア等の新燃料の導入等、新しい事業への展開についても、事業

ごとに安全対策を確実に行い、世界最高水準の安全を確保するグローバル企業を目指していく。
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［安全ビジョン］

2023年度-2025年度 安全活動戦略 2024年度 全社安全活動計画

［リーダーシップ]
トップの継続的なリーダーシップと、一人ひ

とりの安全意識向上

・経営層の率先垂範による安全理念・安全ビジョンの浸透

・安全活動への参加機会拡大による安全意識向上

［組織体制]

安全を強力に牽引するマネジメントシステム

構築

・一体的な安全推進体制の構築

・グローバル企業に相応しい安全管理システム構築・運用

［施策]

環境の変化に対応した実効性ある安全活動

・災害ゼロの安全職場を実現するための実効性ある安全活動

・安全推進活動に対するサポート充実

ロ.安全推進体制

当社では、安全活動戦略に掲げた取組を確実に遂行するとともに、社長CEO兼COOを主査とする「安全責任者会

議」を設置し、２ヶ月に１回の頻度でJERAグループ全体の安全に関わる事項について議論を行っている。
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３ 【事業等のリスク】

当社グループの業績や財政状況等に関する変動要因のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考

えられる事項には、主に以下のようなものがある。

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において判断したものであり、今後のエネル

ギー政策や電気事業制度の見直し等の影響を受ける可能性がある。

(1) 事業統合に係るリスク

当社は、東京電力株式会社（当時）及び中部電力株式会社の燃料上流・調達から発電までのサプライチェーン全

体に係る包括的アライアンスを実施する会社として、2015年４月に設立された。その後、2015年10月には両社の燃

料輸送事業及び燃料トレーディング事業、2016年７月には両社の既存燃料事業（上流・調達）及び既存海外発電・

エネルギーインフラ事業の承継を完了し、2019年４月には燃料受入・貯蔵・送ガス事業、既存火力発電事業等の承

継を完了した。

しかしながら、統合により期待されるシナジー効果が十分に発揮されない場合には、当社グループの事業計画や

業務運営、業績、財政状態は影響を受ける可能性がある。

これに対して、当社は、これら一連のバリューチェーンにおける統合効果を活用し、国際エネルギー市場で競合

他社と互角に戦うことができるグローバルなエネルギー企業体へと成長することで、更なる企業価値の向上を目指

す。

(2) その他の関係会社との関係に係るリスク

①東京電力フュエル＆パワー株式会社及び中部電力株式会社との資本関係

東京電力フュエル＆パワー株式会社と中部電力株式会社は、有価証券報告書提出日現在において、それぞれ当

社発行済株式の50％を所有する株主であり、両株主は、2017年６月８日に締結した合弁契約書において、当社グ

ループの事業活動を制約しない措置の詳細ルールについて合意している。

しかしながら、想定外の事態が生じた際に、その対応方針を巡って両株主が合意に至らない場合には、当社グ

ループの事業計画や業務運営、業績、財政状態は影響を受ける可能性がある。

②東京電力ホールディングス株式会社、中部電力株式会社及びそのグループ会社との取引

当社グループは東京電力ホールディングス株式会社のグループ会社である東京電力エナジーパートナー株式会

社及び中部電力株式会社のグループ会社である中部電力ミライズ株式会社（2020年４月１日付で中部電力株式会

社の権利義務及び電力供給等の契約上の地位を中部電力ミライズ株式会社が承継）への電力供給等の取引を行っ

ている。取引条件については、市場実勢等を参考に、案件ごとに交渉の上で決定している。

第９期連結会計年度における当社グループと東京電力エナジーパートナー株式会社、及び中部電力ミライズ株

式会社との間の主たる取引は下表のとおりである。

第９期連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

取引先 取引内容 金額（百万円）

東京電力エナジーパートナー株式会社 電力供給等 2,481,517

中部電力ミライズ株式会社 電力供給等 1,543,731

当該各社との契約・取引内容等に変化が生じた場合には、当社グループの業績や財政状態は影響を受ける可能

性がある。
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(3) 外部環境に係るリスク

①経済状況及び天候状況

販売電力量は景気動向や気温の変動等によって増減するため、これらの状況によって当社グループの業績や財

政状態は影響を受ける可能性がある。

当連結会計年度におけるわが国の経済は、コロナ禍からの経済社会活動の正常化が進んだことで緩やかな回復

基調を取り戻し、賃上げや企業による価格転嫁の動きを受けてデフレ脱却や景気の先行きに対する期待感もみら

れた。一方で、内需の弱さから景気の持ち直しに足踏みがみられたほか、世界的な金融引き締め等に伴う海外景

気の下振れリスク、物価上昇、地政学リスク、金融資本市場の変動等による不透明感も継続している。こうした

変化がもたらすわが国の経済への影響に十分注意する必要があり、今後、これらの影響期間、影響範囲の拡大等

の状況によっては、当社グループの業績や財政状態は影響を受ける可能性がある。

②燃料価格の変動等

LNG、石炭等の燃料費は、市場価格及び為替相場の変動により影響を受ける可能性があるが、主要な販売先との

間で燃料調達に係る市況の変動を適宜反映することとしているため、当社グループの業績や財政状態への影響は

限定的である。

しかしながら、急激な市況の変動等があった場合、これに伴う燃料費の変動分を料金に反映させるまでにタイ

ムラグ（「期ずれ」）があるため、一時的に当社グループの業績や財政状態は影響を受ける可能性がある。また、

燃料の需給状況、燃料調達先の設備・操業トラブルや輸送上のトラブル、政治情勢の変動等により燃料が円滑に

調達できない場合には、燃料費の増減等により、当社グループの業績や財政状態は影響を受ける可能性がある。

③金利の変動

当社グループの有利子負債残高は、2024年３月末時点で3兆1,036億円であり、総資産の36.5％に相当する。当

社グループは今後、国内外での新たな事業への投資や既存の債務の償還等のための資金調達を必要とする見通し

であるが、金融情勢、当社の信用状態又はその他の要因のために調達金利が変動した場合、支払利息が増減する

ため、当社グループの業績や財政状態は影響を受ける可能性がある。

ただし、有利子負債残高のほとんどは社債・長期借入金で占められており、その大部分は固定金利で調達して

いるため、当社グループの業績や財政状態への影響は限定的である。

④競争環境の変化

エネルギー事業を取り巻く環境は、人口動態の変化や省エネの進展等を背景に需要が伸び悩む中、電力・ガス

の小売全面自由化に続き、2020年４月には送配電事業の法的分離が実施されたほか、更なる競争活性化等に向け

た市場・ルールが段階的に整備される等、制度面での枠組みが急激に変化しつつある。また、電力業界において

は今後、稼働停止中の原子力発電所の再稼働や、再生可能エネルギーの導入等が進展した場合やDX/GXの進展次第

では、需給構造が大きく変化する可能性がある。

当社グループは、柔軟性・経済性・安定性に優れた燃料調達を実現すること等により競争力を強化し、販売先

と適切な料金協議を行うとともに、販売先の更なる多様化にも努めていくが、競争環境の変化により発電コスト

に見合った収益を確保できない場合、当社グループの業績や財政状態は影響を受ける可能性がある。

⑤脱炭素社会への適応

当社グループは、国内火力発電業界のリーダーとしてエネルギー基本計画に代表されるエネルギー・環境政策

を尊重するとともに、再生可能エネルギーの開発も積極的に推進する等、持続可能な環境・社会・経済の実現を

目指してCO2排出量削減に向けた取組みを進めていく。

具体的には、上述の日本版ロードマップの詳細化とともに、他の国や地域に最適なロードマップを展開してい

くことで、事業機会の創出へ繋げていく。
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しかしながら、今後、地球温暖化対策に関する新たな法的規制等が導入され、事業計画や業務運営の大幅な変

更等が生じた場合には、当社グループの業績や財政状態は影響を受ける可能性がある。

将来的な事業環境の不確実性に対応するため、当社グループは、火力電源にとって事業機会が縮小されるリス

クケースも含めた将来の電力市場環境に係る複数のシナリオ設定の上、新規電源の開発及び既存電源の保有に係

る計画の策定を行っており、戦略の柔軟性とレジリエンスを確保している。将来の電力需要と電力市場における

価格競争力を踏まえつつ、経年化した既存設備と最新鋭の高効率設備への入れ替えを図りながら、採算性のない

火力電源の開発・保有（いわゆる座礁資産化）の回避とともに収益の最大化を図っていく。

⑥為替の変動

当社の海外事業への投資については、円高が進行すると在外営業活動体の換算価額を通じて自己資本が減少す

るリスクがある。今後、海外事業への投資が大きく増加していく場合、当社連結ベースの財政状態は影響を受け

る可能性がある。

(4) 事業活動に係るリスク

①発電事業

当社グループは、新たな事業領域での収益拡大・既存事業とのシナジー創出を目指して、国内外での新たな取

組みを進めている。具体的には、国内においては、既存火力発電所のリプレースを１地点において進めているほ

か、承継した既存火力発電事業でのシナジー創出を目指し、O&Mコストの削減や効率運営等に取り組んでいる。海

外においては、ＩＰＰ（独立系発電事業者）プロジェクトへの取組みを進めているが、ＩＰＰプロジェクトの大

半は安定的な収益が見込める長期電力販売契約を締結している。また、風力・太陽光等の再生可能エネルギーを

利用した発電事業を国内外において進めている。

しかしながら、これらの事業は、需要や市場環境の変化、規制の変更等の予期せぬ事態の発生により、当社グ

ループが期待したほどの収益を生まない可能性がある。また、これらの事業の中には第三者との合弁形態で運営

されているものがあり、事業環境の変化に伴う合弁形態の見直しや、当社グループが少数株主であるために重要

な経営判断に関与できない事態等が生じた場合、合弁事業の結果が、必ずしも当社グループの業績に有益な貢献

をもたらさない可能性がある。更に、事業計画の変更、事業・発電所建設の取り止め等があれば、これに伴う関

連費用の発生、追加資金拠出等が発生する可能性がある。この他、主に再生可能エネルギー事業に関係するもの

として、開発・建設段階においては、サプライチェーンの混乱により発電設備等の資材調達コストが高騰するリ

スクや計画的な調達が阻害されるリスク、また、運転開始後においては、風況悪化や日射量の低下に伴い、風

力・太陽光の発電量が想定よりも減少するリスクが挙げられる。

海外での事業については、為替リスクに加えて当該国の政情不安等によるリスク（カントリーリスク）が存在

し、これらのリスクが顕在化した場合、当社グループの業績や財政状態は影響を受ける可能性がある。

②燃料事業

当社グループは、世界最大級の燃料取扱規模を梃子に燃料調達・上流の最適ポートフォリオを形成し、事業環

境の変化に強い体制を構築するとともに、自社輸送船団や海外燃料市場を活用した燃料トレーディング事業の拡

大により最適な燃料運用を追求している。

これらの燃料バリューチェーンに係る事業は燃料消費に裏打ちされたものであり、事業上のリスクは限定的と

考えられるが、商品価格の変動リスクや、取引先の信用リスク（カウンターパーティーリスク）等が発生する場

合があり、これらのリスクが顕在化した場合、当社グループの業績や財政状態は影響を受ける可能性がある。

③自然災害や不測の事故等

自然災害、人為的なミス、テロ、又はその他の不測の事態により、当社グループの設備又はこれらの設備を運

転制御する情報システム等に重大な事故があった場合、また、戦争や暴動により燃料供給の中断があった場合、

当社グループの業務運営に支障を来たす可能性がある。

当社グループでは、良質な電気を経済的かつ安定的にお届けするために、最適な設備の形成・保全に努めると

ともに、災害に強い設備形成を実現するために、大規模地震対策等も実施している。しかしながら、事故等のた

めに当社グループの設備が操業を停止した場合には、当社グループの業績や財政状態は影響を受ける可能性があ

る。
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(5) その他のリスク

①コンプライアンス

当社グループは、企業倫理を遵守した業務運営を定着させるための取組みに努めているが、法令違反等の企業

倫理に反した行為が発生した場合、当社グループの社会的信用が低下し、業務運営や業績、財政状態は影響を受

ける可能性がある。

②情報管理

当社グループは、お客様情報をはじめ、業務上の重要な情報を保有している。社内規程の整備や、従業員教育

等を通じ情報の厳正な管理に留意しているが、これらの情報の漏えい等が発生した場合には、対応に要する直接

的な費用が発生するほか、当社グループの社会的信用が低下し、業務運営や業績、財政状態は影響を受ける可能

性がある。
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４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループ（当社、連結子会社等及び持分法適用関連会社等）の財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況の概要は以下のとおりである。

①財政状態

総資産は、前連結会計年度末に比べ6,642億円減少し8兆5,081億円となった。これは、関係会社の取得等による

有形固定資産の増加や持分法で会計処理されている投資の増加等はあったものの、燃料トレーディング事業を営

む子会社におけるデリバティブ資産の減少等によるものである。

負債は、前連結会計年度末に比べ1兆2,831億円減少し5兆8,495億円となった。これは、有利子負債の減少に加

え、燃料トレーディング事業を営む子会社におけるデリバティブ負債の減少等によるものである。

資本は、親会社の所有者に帰属する当期利益の増加や為替換算調整勘定の増加等から、前連結会計年度末に比

べ6,189億円増加し2兆6,586億円となった。

この結果、親会社所有者帰属持分比率は、30.9％となった。

②経営成績

売上収益は、販売電力量の減少等により、前連結会計年度に比べ1兆271億円減少し3兆7,107億円となった。ま

た、燃料調達価格や期首燃料在庫単価の影響、燃料事業利益減等はあったものの、期ずれ（燃料価格の変動が販

売価格に反映させるまでのタイムラグ)による差損益の改善や海外・再エネ発電事業における利益増、石炭等の契

約期末評価損益の改善等により、親会社の所有者に帰属する当期利益は前連結会計年度に比べ3,817億円増加し

3,996億円となった。

なお、期ずれについては、燃料価格の変動を販売価格に反映するまで文字とおり「タイムラグ」があるため、

期間で区切った際には収支影響が生じるが、中長期的には収支影響はニュートラルになる。この期ずれ影響を除

いた親会社の所有者に帰属する当期利益は、前連結会計年度に比べ516億円減少し1,487億円となった。

③キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における連結ベースの資金（現金及び現金同等物）は、前連結会計年度末に比べ444億円増加

し、1兆4,053億円となった。

営業活動によるキャッシュ・フローにおける資金の収入は、前連結会計年度に比べ8,741億円増加し1兆3,248億

円となった。これは、期ずれによる差損益の改善に伴う税引前当期利益の増加のほか、当社の営業債権の減少、

当社棚卸資産の減少等によるものである。

投資活動によるキャッシュ・フローにおける資金の支出は、前連結会計年度に比べ1,590億円増加し5,284億円

となった。これは、関係会社の取得による支出の増加等によるものである。

この結果、フリー・キャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ7,151億円増加し7,964億円の収入となっ

た。

財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ1兆6,694億円減少し8,732億円の支出となった。

これは、主に借入金の返済による支出の増加等によるものである。
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④生産、受注及び販売の実績

当社グループは、主に国内火力・ガス事業が、連結会社の売上収益の大半を占めているため、生産、受注及び

販売の実績については、上記国内火力・ガス事業について記載している。

国内火力・ガス事業における発電実績、販売実績並びに主要燃料の受払状況については以下のとおりである。

イ：発電実績

（国内火力・ガス事業における発電実績）

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

発電電力量（百万kWh） 235,113 230,864

ロ：販売実績

（国内火力・ガス事業における販売実績）

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

販売電力量（百万kWh） 255,064 236,239

販売額（百万円） 5,955,307 4,397,668

主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績(国内火力・ガス事業の販売額)に対する割合

相手先

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

販売額
（百万円）

割合
（％）

販売額
（百万円）

割合
（％）

東京電力エナジーパートナー株式会社 3,489,200 58.6 2,481,517 56.4

中部電力ミライズ株式会社 1,751,582 29.4 1,543,731 35.1

ハ：主要燃料の受払状況

種別 期首残高 受入量 前期比（％） 払出量 前期比（％） 期末残高

石炭（t） 1,856,746 19,937,214 90.7% 19,965,742 92.6% 1,828,218

重油（kL） 18,702 296,799 660.9% 219,364 540.6% 96,137

LNG（t） 1,551,481 26,656,634 94.1% 27,502,131 98.7% 705,985
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(2) 経営者の視点による当該経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりである。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末時点において判断したものである。

①経営成績等

当連結会計年度におけるわが国の経済は、コロナ禍からの経済社会活動の正常化が進んだことで緩やかな回復

基調を取り戻し、賃上げや企業による価格転嫁の動きを受けてデフレ脱却や景気の先行きに対する期待感もみら

れた。一方で、内需の弱さから景気の持ち直しに足踏みがみられたほか、世界的な金融引き締め等に伴う海外景

気の下振れリスク、物価上昇、地政学リスク、金融資本市場の変動等による不透明感も継続している。

エネルギー業界では、ロシアによるウクライナ侵攻の長期化に加えて、2023年10月に発生したイスラエル・パ

レスチナ武装勢力間の衝突により資源供給地域の情勢が混乱した。また、国連気候変動枠組条約第28回締約国会

議（COP28）において目標達成までの隔たりが確認され、温室効果ガスの排出削減対策の強化が呼びかけられる

等、世界的にエネルギー安全保障と脱炭素の両立の必要性が強調される年となった。日本国内でも、「GX推進

法」・「GX脱炭素電源法」が成立し、「脱炭素成長型経済構造移行推進戦略」（GX推進戦略）が策定され、脱炭

素、エネルギー安定供給、経済成長の同時実現に向けた政策の具体化が加速されている。

このような中、当社は、2023年４月に「共同CEO体制」を導入し、複雑さを増す経営課題に対して異なる強みを

持つ人財による相互補完関係をもって対処する執行体制を立ち上げ、より強力となった新たな体制の下で、グル

ープの総力を挙げてエネルギーの安定供給と脱炭素の両立に向けた取組みを進めた。

まず、安定供給については、電源確保の観点から、稼働中の発電所の安定運転に加えて、CO2排出量の少ない最

新鋭の火力発電設備へのリプレースによる電源の新陳代謝を着実に進め、姉崎新２号機、３号機、横須賀２号機

の営業運転を開始した。また、高需要期においては長期計画停止中の火力発電所の運転再開による供給力の積み

増しを行った。また、発電燃料の確保の観点からは、子会社であるJERA Global Markets Pte. Ltd.を通じて機動

的かつ安定的な燃料調達に努めた。2023年11月には経済産業省より戦略的余剰LNG（SBL）の認定供給確保事業者

に認定され、2023年12月から2024年２月にかけて月１カーゴのSBLを確保することで、日本全体のエネルギー安全

保障にも貢献した。

次に、脱炭素に向けては、2022年５月に発表した環境目標「JERA環境コミット2035」に基づき、再生可能エネ

ルギーだけでなく、火力発電のゼロエミッション化も組み合わせたクリーン・エネルギー供給基盤の構築に向け

た取組みを加速させた。

再生可能エネルギー分野においては、2023年３月に買収したParkwind NVを買収するとともに、「秋田県男鹿

市、潟上市及び秋田市沖における洋上風力発電事業」（2023年12月に洋上風力発電事業者に選定）の開発や、

「石狩湾新港洋上風力発電所」（2024年１月に商業運転を開始）の運営をはじめとするグローバルでの再生可能

エネルギー事業に同社が持つノウハウを活用するための基盤の整備を進めた。

また、火力発電のゼロエミッション化においては、石炭火力のアンモニア転換の実現に向けて、2024年４月に

碧南火力発電所４号機において世界初となる大型商用発電機でのアンモニア20％転換の実証を開始した（当初の

予定より１年前倒し）。加えて、アンモニア50％転換に向けたバーナの開発・燃焼試験、米国での水素混焼に向

けたガスタービン改造工事、グリーン水素製造、アンモニアのクラッキング・大規模分解触媒の技術開発等、最

先端のソリューションの開発・獲得に取り組んだほか、国による支援制度整備の動きにも沿う形で、水素・アン

モニア分野の上流開発・販売等のサプライチェーンの構築・拡大に向けた検討・協業等を進めた。

また、これらの取組みと並行し、再生可能エネルギー、ゼロエミッション火力と最新のデジタル技術を組み合

わせて、毎日24時間・毎週７日間（年間365日）にわたってCO2を排出しない「24/７カーボンフリー電力」を供給

することで、エネルギーの提供価値を最大化する取組みも開始した（2023年６月、東宝株式会社とCO2ゼロエミッ

ションに向けた基本契約を締結）。
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海外においては、ゼロエミッションに向けて共通の課題を有するアジアにおいて、各国の事情に即した確実な

トランジションを可能とするため、パートナー企業との共同による脱炭素ロードマップの策定、水素・アンモニ

アの活用を含めた国・地域別の特性を考慮したソリューションの検討等を実施した（インドネシアEnergy

Transition Master Planの策定支援、ベトナム電力公社脱炭素ロードマップ策定支援、等）。

当連結会計年度におけるセグメントごとの経営成績は、次のとおりである。

なお、第１四半期連結会計期間より、当社グループにおける事業管理区分の見直しに伴い、従来「海外発電事

業」としていた報告セグメントの名称を「海外・再エネ発電事業」に変更し、「調整額」に含めて記載していた

一部の連結グループ内の取引に係る調整額を「国内火力・ガス事業」に含めて記載する方法に変更している。

これに伴い、前連結会計年度の数値を、当連結会計年度のセグメント区分に基づき、組み替えた数値で比較を

行っている。

[燃料事業]

燃料上流事業等への投資、燃料輸送・燃料トレーディング事業を行っており、燃料トレーディング事業を営

む子会社利益の減少等から、親会社の所有者に帰属する当期利益は前連結会計年度に比べ686億円減少し1,326

億円となった。

[海外・再エネ発電事業]

海外の発電事業や国内外の再生可能エネルギーの発電事業等への投資を行っており、2021年度に実施した海

外発電案件減損の戻入益や海外IPP事業の増益の影響等から、親会社の所有者に帰属する当期損益は前連結会計

年度に比べ404億円改善し337億円の利益となった。

[国内火力・ガス事業]

国内における電力・ガスの販売等を行っており、燃料調達価格や期首燃料在庫単価の影響、燃料事業利益減

等はあったものの、期ずれによる差損益の改善や石炭等の契約期末評価損益の改善等により、親会社の所有者

に帰属する当期損益は前連結会計年度に比べ3,522億円改善し2,553億円の利益となった。

②キャッシュ・フローの現状の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る状況

イ．キャッシュ・フロー等

（ａ）キャッシュ・フロー

当連結会計年度のキャッシュ・フローの分析については、「（１）経営成績等の状況の概要 ③キャ

ッシュ・フローの状況」に記載のとおりである。
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（ｂ）有利子負債

当連結会計年度末での有利子負債残高は、3兆1,036億円（うち、社債5,935億円、長期借入金2兆4,586

億円、短期借入金514億円）となり、前連結会計年度より4,071億円減少した。

ロ．財務政策

当社グループの主要な資金需要は、中長期的な成長に必要な設備投資及び投融資向けの資金である。これ

らの資金需要については、営業活動によるキャッシュ・フローのほか、金融機関からの借入や社債発行によ

る資金調達等にて対応していく方針である。

また、短期運転資金は、主に短期借入金やコマーシャル・ペーパーにより対応していく方針である。

なお、資金の短期流動性を確保する目的でコミットメントライン契約を締結している。

③経営方針・経営戦略等又は経営上の目標の達成状況を判断するための客観的指標等

2025年度連結純利益額（※「期ずれ」額除き）2,000億円という目標達成に向けて、2025年度までの各年度の連

結純利益として2023年度において設定した目標額1,400億円に対し、1,487億円となり順調に推移している。

なお、2019年４月に公表した目標である「統合後５年以内に1,000億円以上／年」の統合によるシナジー効果

は、国内火力におけるコスト競争力の強化並びに新たな収益源創出により、2022年度時点で1,200億円／年程度と

なり１年前倒しで達成済である。

※「期ずれ」とは、燃料価格の変動が販売価格に反映されるまでのタイムラグである。

④重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定によ

りIFRSに準拠して作成している。この連結財務諸表作成に当たって、必要と思われる見積りは、合理的な基準に

基づいて実施している。

なお、当社グループの連結財務諸表の作成に用いた重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定は、

「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 連結財務諸表注記 ３．重要性がある会計方

針、 ４．重要な会計上の判断、見積り及び仮定 及び 14．のれん及び無形資産」に記載している。
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５ 【経営上の重要な契約等】

電力受給契約及びガス供給契約

当社は、主要な販売先である東京電力エナジーパートナー株式会社（東京電力ホールディングス株式会社の100％

子会社で、東京電力フュエル＆パワー株式会社の兄弟会社）及び中部電力ミライズ株式会社（中部電力株式会社の

100％子会社）との間で、電力受給契約・ガス供給契約を締結している。契約開始は2019年４月１日となっている。

６ 【研究開発活動】

当社グループ(当社及び連結子会社)における研究開発活動は主として当社で総合的に行っており、火力発電設備の

安定的な運転・保守に資する技術研究開発、次世代型火力発電技術に関する技術研究開発等を中心に効率的に研究を

実施している。具体例として、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の助成事業である

「カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発／アンモニア混焼火力発電技術研究開発・実証事業」に関する研

究開発を実施している。アンモニアは、火力発電の燃料として直接利用が可能であり、燃焼時にCO2を排出しない燃料

として、温室効果ガスの排出量削減に大きな利点があると期待されている。本事業は今後の環境負荷の低減に向け、

大型の商用石炭火力発電機において石炭からアンモニアへの燃料転換を行い、ボイラの収熱特性や排ガス等の環境負

荷特性を評価し、アンモニア利用技術を確立することを目的とした実証事業であり、JERAの碧南火力発電所4号機（発

電出力：100万kW）において、アンモニア20%転換を目指して設計や工事を実施している。

研究開発は上記課題に対し実施しており、研究開発費は総額で1,347百万円である。なお、セグメントごとの研究開

発費の内訳は、国内火力・ガス事業が148百万円（その他が1,198百万円）である。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループ(当社及び連結子会社)の設備投資は、主に国内火力・ガス事業において、効率化に努めつつ、電力

の長期安定供給を図ることを基本方針として取り組むこととしている。当社グループの当連結会計年度における設

備投資額は、グループ全体で409,196百万円となった。セグメント別には、燃料事業が180,409百万円、海外・再エ

ネ発電事業が45,447百万円及び、国内火力・ガス事業が175,952百万円（その他が7,386百万円）となっている。

２ 【主要な設備の状況】

提出会社及び国内子会社の主要な設備の状況については、以下のとおりである。

(1) 提出会社

2024年３月31日現在

区分
セグメントの

名称
設備概要

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)

土地 建物
機械装置
その他

計

汽力発電設備
国内火力・
ガス事業

発電所数
21カ所

最大出力合計
52,243千kW

327,690
(18,556)

57,365 827,338 1,212,393 1,875

(注) １．従業員数は就業人員数を記載している。

２．土地の( )内数字は面積(単位千㎡)を示し、借地288千㎡を除いたものである。

主要発電設備

汽力発電設備

2024年３月31日現在

発電所名 セグメントの名称 所在地 出力（千ｋW） 土地面積（千㎡）

品川 国内火力・ガス事業 東京都品川区 1,140 103

川崎 国内火力・ガス事業 神奈川県川崎市川崎区 3,420 279

横浜 国内火力・ガス事業 神奈川県横浜市鶴見区 3,016 448

南横浜 国内火力・ガス事業 神奈川県横浜市磯子区 1,150 167

東扇島 国内火力・ガス事業 神奈川県川崎市川崎区 2,000 501

千葉 国内火力・ガス事業 千葉県千葉市中央区 4,380 1,017

姉崎 国内火力・ガス事業 千葉県市原市 1,200 929

袖ヶ浦 国内火力・ガス事業 千葉県袖ヶ浦市 3,600 1,268

富津 国内火力・ガス事業 千葉県富津市 5,160 1,357

鹿島 国内火力・ガス事業 茨城県神栖市 1,260 996

常陸那珂 国内火力・ガス事業 茨城県那珂郡東海村 2,000 1,406

広野 国内火力・ガス事業 福島県双葉郡広野町 1,800 1,338

新名古屋 国内火力・ガス事業 愛知県名古屋市港区 3,058 328

四日市 国内火力・ガス事業 三重県四日市市 585 259

知多 国内火力・ガス事業 愛知県知多市 1,708 571

西名古屋 国内火力・ガス事業 愛知県海部郡飛島村 2,376 377

渥美 国内火力・ガス事業 愛知県田原市 1,400 1,079

知多第二 国内火力・ガス事業 愛知県知多市 1,708 184
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発電所名 セグメントの名称 所在地 出力（千ｋW） 土地面積（千㎡）

川越 国内火力・ガス事業 三重県三重郡川越町 4,802 1,235

碧南 国内火力・ガス事業 愛知県碧南市 4,100 1,856

上越 国内火力・ガス事業 新潟県上越市 2,380 463

(2) 国内子会社

2024年３月31日現在

会社名
セグメントの

名称
設備概要

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)

土地 建物
機械装置
その他

計

株式会社常陸
那珂ジェネレ
ーション

国内火力・
ガス事業

発電所数
1カ所

最大出力合計
650千kW

－
8,360 73,943 82,304 －

JERAパワー武
豊合同会社

国内火力・
ガス事業

発電所数
1カ所

最大出力合計
1,070千kW

－
28,381 187,229 215,611 －

JERAパワー姉
崎合同会社

国内火力・

ガス事業

発電所数
3カ所

最大出力合計
1,941千kW

－
15,026 126,162 141,189 4

JERAパワー横
須賀合同会社

国内火力・

ガス事業

発電所数
2カ所

最大出力合計
1,300千kW

－
14,671 234,278 248,950 5

主要発電設備

2024年３月31日現在

発電所名 セグメントの名称 所在地 出力（千ｋW） 土地面積（千㎡）

常陸那珂共同 国内火力・ガス事業 茨城県那珂郡東海村 650 (108)

武豊火力発電所 国内火力・ガス事業 愛知県知多郡武豊町 1,070 (640)

姉崎火力発電所 国内火力・ガス事業 千葉県市原市 1,941 (929)

横須賀火力発電所 国内火力・ガス事業 神奈川県横須賀市 1,300 (781)

(注) 土地面積の（ ）内数字は、当社構内の面積を再掲で示している。

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

連結ベースの2025年３月期の設備投資計画は、グループ全体で446,370百万円である。設備投資計画については、

電力の安定供給の確保を大前提とした上で、中長期にわたる徹底的な経営合理化の観点から設備投資額を抑制する

よう努めていく。なお、重要な設備の除却、売却等の計画はない。

主要な設備計画

2024年３月31日現在

会社名 セグメントの名称 地点名
出力

（千kW）
着工 運転開始

五井ユナイテッドジェネ

レーション合同会社
国内火力・ガス事業

五井

１・２・３号
780×3 2021年４月

2024年８月

2024年11月

2025年３月
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

Ａ種種類株式 2

Ｂ種種類株式 2

計 50,000,000

（注）当社の各種類株式の発行可能種類株式総数の合計は50,000,004株であるが、上記の「計」の欄では、当社定款

に定める発行可能株式総数50,000,000株を記載している。なお、当社が、実際に発行できる株式の総数は、発

行可能株式総数の範囲内である。また、発行可能種類株式総数の合計と発行可能株式総数の一致については、

会社法上要求されていない。

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2024年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,000,000 20,000,000 非上場 （注）１、２

計 20,000,000 20,000,000 － －

(注) １．当社の株式を譲渡により取得するには、株主総会の承認を要する旨定款に定めている。

２．当社は、単元株制度は採用していない。
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(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項なし。

② 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

③ 【その他の新株予約権等の状況】

株式会社ＪＥＲＡ第１回新株予約権（2015年９月11日臨時株主総会決議）

区分
事業年度末現在

（2024年３月31日）

新株予約権の数 ２個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類、
内容及び数

Ａ種種類株式 ２株（注）２

新株予約権の行使時の払込金額
新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使
により交付を受けることができるＡ種種類株式１株当たりの払込金額を
１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

新株予約権の行使期間 2015年10月１日から2025年９月30日まで

新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額

新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、
会社計算規則第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限
度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を乗じる場合
はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金
等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当てを受けた者（以下、「本新株予約権者」とい
う。）が、(1)権利行使時において当社の発行済普通株式（当社が保有
する自己株式を除く。）の50％に相当する株式の株主であること、及び
(2)新株予約権の割当以降に破産手続、会社更生手続等の法的な倒産手
続の開始決定を受けたことが無いものであることを要する。
②その他の条件については、当社と本新株予約権者との間で締結する新
株予約権割当契約の定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社の株主総会の承認を得な
ければならない。

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

－

(注) １．有価証券報告書提出日の属する月の前月末現在において、記載すべき内容が、当事業年度の末日における内

容から変更がないため、報告書提出日の属する月の前月末現在における記載を省略している。

２．Ａ種種類株式の内容は以下のとおり。

(1）剰余金の配当

当社は、Ａ種種類株式を有する株主（以下「Ａ種種類株主」という。）又はＡ種種類株式の登録株式質権者

（以下「Ａ種種類登録株式質権者」という。）に対しては、剰余金の配当を行わない。

(2）残余財産の分配

当社は、残余財産の分配をする時は、Ａ種種類株主又はＡ種種類登録株式質権者に対し、普通株式を有する

株主又は普通株式の登録株式質権者に先立ち、Ａ種種類株式１株につき１円を支払う。Ａ種種類株主又はＡ

種種類登録株式質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配を行わない。

(3）種類株主総会の決議事項

当社が会社法第322条第１項各号に掲げる行為をする場合においては、Ａ種種類株主を構成員とする種類株

主総会及び普通株主を構成員とする種類株主総会の決議を要しない。ただし、会社法第322条第１項第１号

に規定する定款の変更（単元株式数についてのものを除く。）を行う場合は、この限りではない。

(4）株式の併合

当社は、Ａ種種類株式について株式の分割又は併合を行わない。当社は、Ａ種種類株主には、募集株式の割

当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、また、株式無償割当て又は新株予約

権無償割当てを行わない。

(5）新株予約権を対価とする取得請求権

Ａ種種類株主は、当社に対し、いつでも、Ａ種種類株式１株当たり当社の新株予約権１個の交付と引き換え

に、Ａ種種類株式の全部又は一部を取得することを請求することができる。

(6）Ａ種種類株式の譲渡制限

Ａ種種類株式の取得に係る株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有す

る株主が出席し、出席した当該株主の議決権の３分の２以上をもって行う。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2019年４月１日
(注)１

10,000,000 20,000,000 － 5,000 － 1,250

2022年６月23日
(注)２

－ 20,000,000 95,000 100,000 23,750 25,000

(注) １．東京電力フュエル＆パワー株式会社及び中部電力株式会社との2019年４月１日付吸収分割に伴う新株発行に

よるものである。

２．2022年６月23日開催の株主総会決議により、会社法第450条第１項及び会社法第451条第１項の規定に基づ

き、 その他資本剰余金を減少させ、資本金及び資本準備金に振り替えたものである。

(5) 【所有者別状況】

2024年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数－株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

－ － － ２ － － － ２ －

所有株式数
(株)

－ － － 20,000,000 － － － 20,000,000 －

所有株式数
の割合(％)

－ － － 100.00 － － － 100.00 －

(6) 【大株主の状況】

2024年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数の
割合(％)

東京電力フュエル＆パワー株式
会社

東京都千代田区内幸町一丁目１番３号 10,000,000 50.00

中部電力株式会社 愛知県名古屋市東区東新町１番地 10,000,000 50.00

計 － 20,000,000 100.00
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2024年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他)
普通株式

20,000,000 「１(1)②発行済株式」の記載を参照
20,000,000

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 20,000,000 － －

総株主の議決権 － 20,000,000 －

② 【自己株式等】

該当事項なし。



― 43 ―

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 該当事項なし。

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項なし。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項なし。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項なし。

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項なし。

３ 【配当政策】

当社は、事業計画の実現に必要な資金、借入金の返済資金並びに不測の事態及び国内外における競争力強化・成長

に向けた投資機会に備えて事業会社として合理的に保有すべき資金を内部留保とし、原則として当該内部留保以外の

資金を株主に還元することを基本方針としている。当該剰余金の配当は期末配当を基本とし、その決定機関は株主総

会である。

当事業年度の配当については、当社の成長戦略を実行するために必要な資本政策に一定の方向性が出るまでは、配

当を一旦保留とする旨の要請を株主から受領しており、当社はこの要請に基づき、当事業年度は無配とした。今後、

株主とも協議の上対応していく。
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

当社は、国際エネルギー市場から信任される強固で健全な経営・財務体質を備え、自律的かつ独立した企業文化

と公正・迅速な意思決定が可能となる経営体制を確保することをコーポレート・ガバナンスの基本理念としてい

る。当社は、「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の定めるところによりコーポレート・ガバナンス体制を

適切に構築・実践するとともに、その充実・強化に継続的に取り組んでいる。

①会社の機関の内容

当社は、当社事業に精通した当社出身の取締役及び豊富な知識・経験を有する社外取締役から構成される取締

役会が経営の重要な意思決定及び業務執行の監督を行うとともに、独任制の機関である監査役が取締役の職務の

執行状況等の監査を実施する監査役設置会社の体制を採用している。

また、経営の意思決定及び監督と、業務執行とを分離し、的確かつ迅速な意思決定と効率的な業務執行を実現

するため、執行役員が取締役会における意思決定に基づき業務執行を担う執行役員制度を採用している。

イ．取締役会

取締役会は、適用法令及び当社定款並びに当社の定める規程に基づき、経営目標、事業戦略その他当社の経

営上の重要な意思決定を行うとともに、業務執行を監督している。

当社は、多様な領域でグローバルに事業を展開していくためには、事業環境に迅速かつ適切に対応すること

及びその判断の客観性と健全性を確保することのできる取締役会の構成が必要であると考えており、当社出身

の業務執行取締役、当社の株主出身の取締役に加えて、当社が定める独立性判断基準を満たす社外取締役を登

用する等、取締役会全体として知識、経験その他様々な要素における多様性を確保することで、適切な取締役

会の構成に努めている。

ロ．監査役

監査役は、各々の経験及び見識を活かし、独任制の機関として、取締役の職務の執行等の監査を実施してい

る。監査役には、当社及び当社の株主出身以外の者を含めるとともに、任意の機関である監査役協議会を設置

することで、監査の効率性及び実効性向上を図っている。

②取締役会の活動状況

当事業年度において当社は取締役会を全23回開催しており、個々の取締役の出席状況については次のとおりで

ある。

役職 氏名 出席回数

代表取締役会長 可児 行夫 全23回中23回

代表取締役社長 奥田 久栄 全23回中22回

取締役 酒入 和男 全23回中23回

取締役 渡部 哲也 全20回中20回

取締役 ジョセフ・M・ネイラー 全23回中23回

取締役 鈴木 みゆき 全23回中23回

取締役 ジョン・リットンハウス 全20回中17回

取締役 リム・フィーホア 全20回中12回

取締役 佐野 敏弘 全23回中23回

取締役 小野田 聡 全３回中３回

取締役 勝野 哲 全19回中18回

取締役 守谷 誠二 全３回中３回

取締役 酒井 大輔 全16回中16回
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(注) １．上記役員及びその役職は、当事業年度末時点のものである。

２．取締役 渡部哲也、同 ジョン・リットンハウス、同 リム・フィーホア、同 酒井大輔は2023年6月の就

任以降に開催された取締役会への出席状況を記載している。

３．取締役 小野田聡、同 守谷誠二は2023年６月の退任以前に開催された取締役会への出席状況を記載してい

る。

４．取締役 勝野哲、同 酒井大輔は当社の競合事業者等の役員等を兼任する取締役であり、兼任先と競合しう

る議案には出席できないこととしており、招集されない取締役会があるため取締役会の総開催回数が異な

る。

取締役会における具体的な検討内容としては、経営方針、事業計画等重要な経営に係る事項の決定、重要な財

務・人事・リスク管理等政策の決定、一定額以上の投資・取引等の決定、業務執行状況のモニタリング等であ

る。

また、取締役会に併せて、取締役懇談会を開催し、当社が直面している長期的な戦略的課題や重要な経営課題

に関する包括的な議題について自由な意見交換を行っている。

③企業統治に関して提出会社が任意に設置する委員会の活動状況

当社は、取締役会のほか、経営幹部の指名・報酬に係る事項を審議することを目的とした任意の指名・報酬委

員会を設置している。

当事業年度において当社は指名・報酬委員会を全10回開催しており、個々の指名・報酬委員会の出席状況につ

いては次のとおりである。

役職 氏名 出席回数

代表取締役会長 可児 行夫 全８回中８回

代表取締役社長 奥田 久栄 全８回中８回

取締役 勝野 哲 全８回中８回

取締役 守谷 誠二 全２回中２回

取締役 酒井 大輔 全６回中６回

(注) １．上記役員及びその役職は、当事業年度末時点のものである。

２．取締役 守谷誠二は2023年６月の退任以前に開催された指名・報酬委員会への出席状況を記載している。

３．取締役 酒井大輔は2023年６月の就任以降に開催された指名・報酬委員会への出席状況を記載している。

指名・報酬委員会における具体的な検討内容としては、取締役及び執行役員の指名・役位・分掌等の決定、並

びに報酬額の決定（別途取締役会決議）である。

④内部統制システムの整備の状況

当社は、内部統制システムの整備に関する基本的な考え方として「会社の業務の適正を確保するための体制」

を定め、この体制に掲げる内部統制システムを整備し、運用している。

＜会社の業務の適正を確保するための体制＞

当社は、会社業務の適正を確保するため、次の体制を整備・運用するとともに、適宜評価し改善に努める。

イ．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(a)社会規範に沿った業務運営・企業倫理遵守の徹底を図るため、「JERAグループコンプライアンス基本方

針」及び「JERAグループコンプライアンス行動基準」を定め、取締役はこれを率先して実践するととも

に、執行役員及び従業員にこれらを遵守させる。社会規範に沿った業務運営・企業倫理遵守を率先して実

践するとともに、従業員にこれらを遵守させる。また、コンプライアンスの実践・定着を図るための諸施

策等を審議・決定する機関として、社長を議長とするコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアン

ス経営を推進する。
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(b)取締役会は、原則として毎月１回、また必要に応じて開催し、法令及び定款に従い、重要な職務執行につ

いて審議・決定するとともに、取締役から定期的に、また必要に応じて職務執行の状況の報告を受けるこ

と等により、取締役の職務執行を監督する。また、執行役員に対して、必要に応じて職務執行の状況につ

いて、取締役会への報告を求める。

(c)適切な意思決定を図るため、経営執行会議を設置する。経営執行会議は、原則として週１回、また必要に

応じて開催し、取締役会への付議事項を含む経営の重要事項等について審議・報告する。

(d)取締役は、法令及び定款に適合した適切な経営判断を行うため、常に十分な情報の収集に努める。

ロ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役会、経営執行会議の議事録その他職務執行に係る情報については、法令及び取締役会規程等に従い、

その作成から、利活用、保存、廃棄に至るまで適切に管理する。

ハ．リスク管理に関する規程その他の体制

(a)取締役は、当社及びグループ会社（以下「当社グループ」という。）の事業活動に関するリスクを定期的

に、また必要に応じて把握・評価し、毎年度の事業計画に適切に反映する。また、当社グループ全体のリ

スク管理が適切になされるよう、リスク管理規程等の社内規程を整備する。

(b)リスク管理は、リスク管理規程に従い、業務所管箇所が職務執行の中で行うことを基本とし、複数の所管

に関わる場合は、組織横断的に対応の上、適切に管理する。業務所管部署は、管理しているリスク項目に

重大な変化があった場合は、随時、リスク管理委員会に報告する。

(c)経営に重大な影響を及ぼすおそれのあるリスクについては、社長を委員長とするリスク管理委員会におい

て、リスクの顕在化の予防に努める。万一顕在化した場合には迅速かつ的確に対応することにより、経営

に及ぼす影響を最小限に抑制するよう努めるとともに、四半期ごとにリスク管理委員会に必要な報告を行

う。

(d)大規模地震等の非常災害の発生に備え、情報連絡体制の構築等、適切な体制を整備する。

ニ．取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

(a)取締役会は原則として毎月１回開催するほか、書面決議等も含め迅速な意思決定を図る。

(b)取締役の職務執行については、組織及び職務権限規程等において責任と権限を明確にし、取締役、執行役

員及び従業員がそれぞれ適切かつ迅速に執行するとともに、その執行状況について、適宜、経営執行会議

及び取締役会に報告する。

(c)情報のセキュリティ確保を前提に、職務執行の効率性向上や適性の確保に資するIT環境の整備に努める。

ホ．執行役員及び従業員の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(a)執行役員及び従業員が「JERAグループコンプライアンス基本方針」及び「JERAグループコンプライアンス

行動基準」を遵守するよう、継続的にコンプライアンス研修を実施すること等により、その定着と徹底を

図る。

(b)法令や企業倫理上の問題を相談できる内部通報窓口を設置し、寄せられた事案については、必要に応じて

コンプライアンス委員会で審議の上、適切に対応する。なお、相談者のプライバシーについては、内部通

報規程及びコンプライアンス委員会規程に従い、厳重に保護する。

(c)規程類管理規程に基づき社内規程を整備し、法令及び定款に基づく職務執行の徹底を図る。

(d)執行役員及び従業員の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するため、内部監査部が、執行役員

及び従業員の職務執行の状況について、定期的に、また必要に応じて監査し、その結果を社長及び取締役

会に報告する。社長及び取締役会は、監査結果を踏まえ、必要な改善を図る。
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へ．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

(a)当社は、グループ会社において業務の適正を確保するための体制をグループ会社が自律的に整備・運用で

きるよう、適切な支援を行う。

(b)関係会社管理規程等による責任と権限の明確化等により、グループ会社が効率的な意思決定を行い、適切

かつ迅速な職務執行ができるように努める。

(c)職務執行上重要な事項については、関係会社管理規程に従い、グループ会社から事前協議や報告を受ける

体制を整備する。

(d)当社は、グループ会社にコンプライアンス責任者・推進担当を設置し、グループ会社が自律的にコンプラ

イアンス経営を推進できるよう、適切な支援を行う。

(e)グループ会社が内部通報窓口を利用できる環境を整えるとともに、必要に応じて当社の内部監査部が監査

を行うこと等により、グループ会社の業務の適正を確保するよう努める。

ト．監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(a)取締役は、監査役の求めに応じて、監査役の職務を補佐するための執行部門から独立した組織として監査

役業務室を設置する。

(b)監査役業務室に所属する従業員は、執行部門の職務を兼務せず、取締役の指揮・命令を受けない。また、

取締役は、監査役の指示に基づき職務を遂行したことを理由として、監査役業務室に所属する従業員に不

利益を及ぼさない。

(c)取締役は、会社に著しい損害を与えるおそれのある事実を発見した時は、直ちに監査役に報告するととも

に、監査役の求める事項について、必要な報告を行う。また、取締役、執行役員及び従業員並びに当社グ

ループの取締役、監査役、執行役員及び従業員又はこれらの者から報告を受けた者から、監査役に対し必

要かつ適切な報告が行われるよう体制を整備するとともに、当該報告を行った者が当該報告を行ったこと

を理由として不利な取り扱いを受けないよう適切に対応する。

(d)監査役が取締役会その他の重要な会議に出席し、必要に応じて意見を述べることのできる体制を整備す

る。内部監査部及び会計監査人は、監査計画の策定に当たって、監査役と協議するとともに実施計画を監

査役に報告する等、連携を図る。監査役の職務の執行に必要と認められる費用については、これを支出す

る等、監査役監査の実効性を確保するための体制を整備する。

⑤役員報酬の内容

役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる役員の

員数（人）報酬 賞与金

取締役

（社外取締役を除く）
244 183 60 ６

監査役

（社外監査役を除く）
17 17 0 １

社外取締役 70 70 0 ７

社外監査役 58 58 0 ３

(注) 上記賞与金の支給対象は、当期末時の取締役（社外取締役を除く）５名である。

⑥責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項及び定款の規定により、社外取締役 ジョセフ・M・ネイラー、同 鈴木みゆき、

同 ジョン・リットンハウス、同 リム・フィーホア、同 渡辺章博、社外監査役 大石英生との間で、任務を

怠ったことによる損害賠償責任を法定の最低責任限度額に限定する契約を締結している。
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⑦役員等賠償責任保険契約に関する事項

当社は、会社法第430条の３第１項に基づき、全ての取締役、監査役が被保険者に含まれる役員賠償責任保険契

約を保険会社との間で締結している。なお、取締役会決議に基づき被保険者の保険料負担はない。当該保険契約

では、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと、または、該当責任の追求にかかる請求を受けることに

よって生ずることのある損害について、填補することとされている。ただし法令違反の行為のあることを認識し

て行った行為に起因して生じた損害は填補されない等、一定の免責事由がある。

⑧取締役の定数

当社の取締役の定数は４名以上12名以内とする旨を定款で定めている。

⑨取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行い、累積投票によらない旨を定款に定めている。

⑩種類株式

当社は、普通株式のほか、A種種類株式及びB種種類株式を発行できる旨を定款で定めている。

A種種類株式及びB種種類株式は、剰余金の配当を受ける権利はなく、残余財産の分配について、普通株式に先

立ち、１株につき１円が支払われる。

なお、提出日現在、現に発行している株式は普通株式のみである。



― 49 ―

(2) 【役員の状況】

①役員一覧

男性12名 女性２名 （役員のうち女性の比率14％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株

式数

（株）

代表取締役会長

Global CEO
可児 行夫 1964年２月13日生

1986年４月 東京電力株式会社入社

2013年４月 同社執行役員フュエル＆パワー・カンパ

ニー・バイスプレジデント

ＰＥウィートストーン社 社長

2014年11月 同社執行役員フュエル＆パワー・カンパ

ニー・バイスプレジデント兼包括的アラ

イアンス推進室長

ＰＥウィートストーン社 社長

2015年４月 同社常務執行役（包括アライアンス・燃

料担当）兼フュエル＆パワー・カンパニ

ー・バイスプレジデント兼包括的アライ

アンス推進室長

2016年４月 当社常務取締役兼

東京電力フュエル＆パワー株式会社

取締役

2016年７月 当社常務取締役 経営企画本部長

2019年４月 当社取締役副社長 事業開発本部長

2020年４月 当社取締役副社長執行役員 事業開発本

部長

2022年４月 当社取締役副社長執行役員 事業開発管

掌

2023年４月 当社代表取締役会長

Global CEO（現）

（注）

３
0

代表取締役社長

CEO兼COO
奥田 久栄 1965年３月２日生

1988年４月 中部電力株式会社入社

2017年７月 同社グループ経営戦略本部アライアンス

推進室長

2019年４月 当社常務執行役員 経営企画本部長

2020年４月 当社取締役常務執行役員 経営企画本部

長

2021年４月 当社取締役副社長執行役員 経営企画本

部長

2022年４月 当社取締役副社長執行役員 経営企画管

掌

2023年４月 当社代表取締役社長 CEO兼COO（現）

（注）

３
0

取締役

副社長執行役員

Chief Financial

Officer

(CFO)

酒入 和男 1963年６月10日生

1987年４月 株式会社東京銀行入社

1988年７月 同行財務開発室（M&A）

1990年７月 同行名古屋支店

1994年４月 同行財務開発部（M&A）部長代理

1995年１月 株式会社東京銀行信託会社（ニューヨー

ク）バイスプレジデント

2002年11月 三菱証券株式会社（現、三菱UFJモルガ

ン・スタンレー証券） 財務開発本部

M&Aチームヘッド

2006年６月 ＧＣＡ株式会社シニアディレクター

2015年１月 ＧＣＡサヴィアン株式会社執行役員 マネ

ージングディレクター アジア地区統括責

任者

2019年４月 当社取締役常務執行役員 財務・経理本

部長（CFO）

2022年４月 当社取締役副社長執行役員 財務・経理管

掌（CFO）

2023年４月 当社取締役副社長執行役員 財務・経理管

掌（CFO）兼経理統括部長

2023年７月 当 社 取 締 役 副 社 長 執 行 役 員 Chief

Financial Officer(CFO)（現）

（注）

３
0
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株

式数

（株）

取締役

副社長執行役員

Chief O&M・

Engineering

Officer(COMEO)

渡部 哲也 1964年６月２日生

1987年４月 中部電力株式会社入社

2011年７月 同社発電本部火力部運営グループ部長

2013年７月 同社発電本部火力部運営グループ部長

兼企画グループ部長

2014年７月 同社火力センター碧南火力発電所長

2016年４月 同社発電カンパニー発電企画室長

2018年４月 同社執行役員・発電カンパニー発電企画

室長

2019年４月 当社常務執行役員 最適化本部副本部長

2020年４月 当社常務執行役員 最適化本部副本部長

(日本市場統括)

2021年４月 当社常務執行役員 O&M・エンジニアリン

グ本部長

2022年４月 当社常務執行役員 O&M・エンジニアリン

グ管掌

2023年６月 当社取締役

2023年７月 当社取締役副社長執行役員 Chief O&M・

Engineering Officer(COMEO)（現）

（注）

３
0

取締役
ジョセフ・M・ネ

イラー
1960年８月７日生

1982年９月 Chevron社入社

2003年11月 Chevron社バイスプレジデント

（Strategy, Planning & Business

Support, Global Gas担当）（カリフォル

ニア）

2006年７月 Sasol Chevron社 CEO/COO（英国）

2009年３月 Chevron社ジェネラル・マネージャー

（Business Development, Projects 担

当）（カリフォルニア）

2011年４月 Chevron社ジェネラル・マネージャー

（Upstream Strategy and Planning 担

当）（カリフォルニア）

2013年８月 Chevron社コーポレート・バイス・プレジ

デント（Strategic Planning担当）（カ

リフォルニア）

2016年４月 Chevron社コーポレート・バイス・プレジ

デント（Policy, Government and Public

Affairs担当）（カリフォルニア）

2021年４月 当社取締役（非常勤）（現）

（注）

３
0

取締役 鈴木 みゆき 1960年８月３日生

1982年９月 ロイター社入社 (英国ロンドン)

1997年１月 ロイター社（シンガポール）東南アジア

代表取締役

1998年４月 BROKAT ASIA PTE LTD (シンガポール）

マネージング・ディレクター

2000年９月 CAZH SINGAPORE（シンガポール） CEO

2002年３月 日本テレコム株式会社 専務執行役員兼

コンシューマー事業本部長

2004年６月 レクシスネクシス社 アジアパシフィッ

ク代表取締役社長兼CEO

2007年１月 KVH株式会社 代表取締役社長

2011年３月 KVH株式会社 代表取締役副会長

2011年12月 ジェットスター・ジャパン株式会社 代

表取締役社長

2015年５月 シスコシステムズ合同会社 代表執行役

員社長

2018年１月 CISCO SYSTEMSアジアパシフィック、日

本、中国（シンガポール）プレジデント

2019年９月 メットライフ生命保険株式会社 社外取

締役

2021年４月 当社取締役（非常勤）（現）

2021年７月 Western Digital Corporation ディレク

ター（現）

2022年８月 Twilio Inc ディレクター（現）

（注）

３
0
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株

式数

（株）

取締役
ジョン・リット

ンハウス
1958年３月８日生

1980年８月 Arthur Young & Co. (米国）

1983年９月 Brandeis Intsel（米国）

1986年11月 Intermarket Capital Partners（米国）

1989年10月 Louis Dreyfus Energy (英国)

1998年10月 EDF Trading Limited(英国)CFO/Managing

Director

2008年７月 EDF Trading Limited CEO/取締役

2020年12月 D. Trading BV（ オ ラ ン ダ ） 取 締 役

（現）

2021年９月 Roscommon Analytics（米国） シニアア

ドバイザー（現）

2022年１月 JERA Americas（米国） 取締役（現）

2022年５月 DTEK Renewables Int. BV（オランダ）

取締役（現）

2023年２月 Spearmint Energy LLC（米国） 取締役

（現）

2023年６月 当社取締役（非常勤）（現）

（注）

３
0

取締役
リム・フィーホ

ア
1959年２月26日生

1989年８月 Swiss Bank Corporation ( 現 UBS Group

AG)入行

1992年８月 Jardine Fleming

1996年12月 シンガポール共和国 国会議員

2000年８月 Temasek Holdings (Private) Limited

Managing Director

2002年４月 シ ン ガ ポ ー ル 共 和 国 国 会 副 議 長

Public Accounts Committee, Chairman

2004年８月 Minister of State for Finance and for

Transport

2008年４月 Senior Minister of State for Finance

and for Transport

2009年４月 Minister in the Prime Minister’s

Office

Second Minister for Finance and for

Transport

2011年７月 Jardine Cycle ＆ Carriage Limited

Independent Director

2011年10月 Kohlberg Kravis Roberts ＆ Co. L.P.

Senior Advisor

2014年７月 BW Group LTD Independent Director

2017年11月 Summit Power International

Independent Director

2020年７月 International Valuation Standards

Council Vice Chairman（現）

2022年３月 日本ペイントホールディングス株式会社

社外取締役（現)

2023年４月 Japfa Ltd Independent Chairman（現）

2023年６月 当社取締役（非常勤）（現）

（注）

３
0

取締役 渡辺 章博 1959年２月18日生

1980年10月 平和共同会計事務所入所

1982年５月 Peat Marwick Mitchell & Co. ニューヨ

ーク事務所入社

1990年７月 同社 パートナー（共同経営責任者）

1994年７月 KPMGコーポレイトファイナンス㈱ 代表取

締役

2002年10月 神戸大学ビジネススクール 客員教授

2004年４月 GCA㈱ 代表取締役

2004年８月 アコロジクス社(米国) 社外取締役

2005年４月 一橋大学ロースクール 客員教授

2008年４月 中央大学ビジネススクール 客員教授

2008年11月 ランバクシー社（インド） 社外取締役

2015年12月 マルホ㈱ 社外取締役（現）

2016年９月 ユニー・ファミリーマートホールディン

グス㈱ 社外取締役

2022年２月 フーリハン・ローキー㈱ 会長（現）

2022年６月 ㈱東芝 社外取締役

2024年６月 当社取締役（非常勤）（現）

（注）

３
0
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株

式数

（株）

取締役 鍋田 和宏 1961年４月10日生

1986年４月 中部電力株式会社入社

2009年７月 同社流通本部工務部発変電グループ部長

2011年７月 同社流通本部工務部業務グループ部長

2013年７月 同社三重支店技術部長

2014年７月 同社電子通信部長

2015年７月 同社執行役員・電子通信部長

2016年４月 同社執行役員・グループ経営戦略本部部

長

2018年４月 同社執行役員・コーポレート本部部長

2020年４月 同社専務執行役員・技術開発本部長

2023年４月 同社専務執行役員・技術開発本部長CTO、

CSO

2024年４月 同社副社長執行役員・経営戦略本部長CIO

2024年６月 当社取締役（非常勤）（現）

2024年６月 中部電力株式会社取締役副社長執行役

員・経営戦略本部長CIO（現）

（注）

３
0

取締役 酒井 大輔 1969年８月12日生

1994年４月 東京電力株式会社入社

2014年４月 本店フュエル＆パワー・カンパニー事業

戦略室長 兼 技術統括部技術企画グルー

プ 兼 企画部 兼 経営改革本部事務局

2015年７月 本店フュエル＆パワー・カンパニー経営

企画室長 兼 経営企画ユニット企画室

2016年４月 東京電力フュエル＆パワー株式会社経営

企画室長

2019年４月 東電物流株式会社 代表取締役社長

2021年４月 東京電力ホールディングス株式会社経営

企画ユニット企画室長

2022年４月 東京電力ホールディングス株式会社常務

執行役 経営 企画担当（共同）兼事業構

築・アライアンス担当

東京電力フュエル＆パワー株式会社代表

取締役社長（現）

2023年４月 東京電力ホールディングス株式会社代表

執行役副社長 経営企画担当(共同)

2023年６月 当社取締役（非常勤）（現）

2023年６月 東京電力ホールディングス株式会社取締

役代表執行役副社長 経営企画担当(共同)

（現）

（注）

３
0

監査役 大石 英生 1962年３月25日生

1985年４月 日本開発銀行入行

2012年４月 株式会社日本政策投資銀行執行役員業務

企画部長

2013年９月 同行常務執行役員

2015年６月 同行取締役常務執行役員（2018年６月ま

で）

2016年６月 同行設備投資研究所長

2019年４月 当社監査役（現）

（注）

４
0

監査役 小野寺 正洋 1962年８月８日生

1986年４月 東京電力株式会社入社

2012年９月 同社経営改革本部事務局兼原子力改革特

別タスクフォース事務局

2013年６月 同社原子力・立地本部原子燃料サイクル

部長兼原子力改革特別タスクフォース事

務局

2017年６月 同社経営技術戦略研究所リソースアグリ

ゲーション推進室長兼原子力改革ユニッ

ト原子力改革特別タスクフォース事務局

2018年２月 同社原子力・立地本部 原燃輸送株式会社

出向

2018年６月 原燃輸送株式会社監査役

2024年６月 当社監査役（現）

（注）

５
0



― 53 ―

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株

式数

（株）

監査役 木村 修一 1964年11月10日生

1991年４月 中部電力株式会社入社

2018年４月 同社発電カンパニー火力発電事業部保守

計画グループ長（部長）

2019年４月 当社O&M本部川崎火力発電所 所長

2021年４月 中部電力株式会社技術開発本部原子力安

全技術研究所長（当社O&M・エンジニアリ

ング統括部技術部付）

2023年４月 当社監査役業務室上席推進役

2023年６月 当社監査役（現）

（注）

６
0

計 0

(注) １．ジョセフ・M・ネイラー、鈴木みゆき、ジョン・リットンハウス、リム・フィーホア、渡辺章博、鍋田和宏、

酒井大輔は会社法第２条第15号に定める社外取締役である。

２．大石英生、小野寺正洋は会社法第２条第16号に定める社外監査役である。

３．2024年６月20日から１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時まで。

４．2022年６月23日から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時まで。

５．2024年６月20日から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時まで。

６．2023年６月22日から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時まで。

②社外取締役及び社外監査役との関係

当社の社外取締役は７名、社外監査役は２名である。

全ての社外取締役、社外監査役は、当社との間に特別な利害関係はない。

社外取締役である鍋田和宏は、中部電力株式会社取締役副社長執行役員である。同社は当社のその他の関係会

社である。

社外取締役である酒井大輔は、東京電力ホールディングス株式会社取締役代表執行役副社長及び東京電力フュ

エル＆パワー株式会社代表取締役社長である。両社は、当社のその他の関係会社である。

なお、当社は任意の「社外役員の独立性判断基準」を定めており、社外取締役であるジョセフ・M・ネイラー、

鈴木みゆき、ジョン・リットンハウス、リム・フィーホアを独立社外取締役に、社外監査役である大石英生を独

立社外監査役に指定している。そのほか、事業環境に迅速かつ適切に対応すること及びその判断の客観性と健全

性を確保するため、取締役会全体として、知識、経験その他様々な要素における多様性を確保するよう努めてい

る。

(3) 【監査の状況】

①監査役監査の状況

監査役は、取締役並びに内部監査部門及び業務執行部門と意思疎通を図り、取締役会等の重要な会議への出席、

取締役からの職務執行状況の聴取、業務及び財産の状況の調査、並びに会社の業務の適正を確保するための体制

の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況の監

視・検証等を通じて、取締役の職務執行全般について監査している。また、子会社については、子会社の取締役

及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けている。なお、監査

役には、財務及び会計に関する相当程度の知見を有する者が含まれるとともに、監査役業務室の職員が監査役を

補佐している。

当社は監査役会等を設置しておらず、当事業年度において開催された取締役会への各監査役の出席状況は以下

のとおりである。

役職 氏名 出席回数

監査役 荒木 重洋司 全３回中３回

監査役 大石 英生 全23回中20回

監査役 木村 修一 全20回中20回

監査役 近藤 通隆 全23回中23回

荒木重洋司は2023年6月開催の定時株主総会の終結の時をもって退任したため、退任までの取締役会への出席状

況を記載している。

木村修一は2023年6月開催の定時株主総会において選任され、就任したため、就任後の取締役会への出席状況を
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記載している。

監査役における主な検討事項は、監査の方針及び監査実施計画、内部統制システムの整備・運用状況、会計監

査人の監査の方法及び結果の相当性並びに監査役監査の結果の総括等である。

②内部監査の状況等

イ. 内部監査の組織、人員及び手続

当社の内部監査は、業務執行部門から独立した内部監査部（人員22名）が中心となり、定期的に経営諸活動

の遂行状況を監査するとともに、必要に応じて特定のテーマについて監査している。

ロ. 内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びにこれらの監査と内部統制部門との関係性

監査役、内部監査部門及び会計監査人はそれぞれの担当分野において厳正な監査を行うことはもとより、監

査計画や監査結果に関する意見交換を定期的に実施すること等により相互連携を図っており、業務執行部門は

監査結果に基づき所要の是正措置を講じている。

ハ. 内部監査の実効性を確保するための取組

監査結果は代表取締役社長CEO兼COOに報告するとともに、主要な内部監査結果は取締役会、監査役等に報告

している。
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③会計監査の状況

イ. 監査法人の名称

EY新日本有限責任監査法人

ロ. 継続監査期間

2016年３月期以降の９年間

ハ. 業務を執行した公認会計士

関口 茂

前川 和之

前田 康雄

ニ. 監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士21名、会計士試験合格者等17名、その他38名である。

ホ. 監査法人の選定方針と理由

会計監査人の規模、体制、独立性及び業務執行状況等を総合的に勘案し選定している。会計監査人が会社法

第340条第１項各号に該当すると判断した場合には、監査役が監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任する

方針である。また、会計監査人の職務遂行状況等を勘案し、会計監査人が継続してその職責を全うする上で重

要な疑義を抱く事象があったと判断した場合には、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の議案とする方針

である。

ヘ. 監査役による監査法人の評価

監査役は、経営執行部門からの会計監査人についての報告を受けるほか、会計監査人とのコミュニケーショ

ンや監査現場の立会い等を行い、会計監査人が監査品質を維持し、適切に監査しているか評価を行っている。

その結果、監査役は、会計監査人であるEY新日本有限責任監査法人が、監査品質を維持し、適切に監査してい

ると評価している。

また、監査役は、会計監査人との意見交換等を通じて、独立性と専門性の有無について確認を行っている。

その結果、監査役は、会計監査人であるEY新日本有限責任監査法人が、独立性・専門性ともに問題はないこと

を確認している。

④監査報酬の内容等

イ. 監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 252 189 230 72

連結子会社 36 － 41 0

計 288 189 271 72

前連結会計年度

当社における非監査業務の内容は、会計基準に係る助言業務等である。

当連結会計年度

当社及び当社の連結子会社における非監査業務の内容は、会計基準に係る助言業務等である。



― 56 ―

ロ. 監査公認会計士等と同一のネットワーク(EYメンバーファーム)に対する報酬(イを除く)

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 － 47 － 49

連結子会社 472 28 451 77

計 472 76 451 127

前連結会計年度

当社及び当社の連結子会社の一部における非監査業務の内容は、アドバイザリー業務委託等である

当連結会計年度

当社及び当社の連結子会社の一部における非監査業務の内容は、アドバイザリー業務委託等である。

ハ. その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

前連結会計年度

該当事項なし

当連結会計年度

該当事項なし

ニ. 監査報酬の決定方針

当社は、監査報酬の決定に関する方針を定めていないが、監査時間数等を勘案した上で決定している。

ホ. 監査役が会計監査人の報酬等に同意した理由

会計監査人の監査計画の内容、報酬の算定根拠等を確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等に同意して

いる。

(4) 【役員の報酬等】

当社は、非上場会社であるため、記載すべき事項はない。

なお、役員報酬の内容については、「（１）コーポレート・ガバナンスの概要」に記載のとおりである。

(5) 【株式の保有状況】

当社は、非上場会社であるため、記載すべき事項はない。
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第５ 【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」 (1976年大蔵省令第28号)第93

条の規定により、国際財務報告基準(以下、IFRS)に準拠して作成している。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1963年大蔵省令第59号）及び「電

気事業会計規則」（1965年通商産業省令第57号）に準拠して作成している。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2023年４月１日から2024年３月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2023年４月１日から2024年３月31日まで）の財務諸表について、EY新日本有

限責任監査法人による監査を受けている。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っている。具体的には、会計基準等の内容

及びその変更等を適切に把握し、的確に対応できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、

同法人の行う講習会等に参加している。

４．IFRSに基づいて連結財務諸表等を適正に作成することができる体制の整備について

当社は、IFRSに基づく適正な連結財務諸表を作成するために、国際会計基準審議会が公表するプレスリリースや

基準書を随時入手し、最新の基準の把握及び影響の分析を行っている。また、IFRSに準拠したグループ会計方針を

作成し、これに基づいて会計処理を行っている。更に、公益財団法人財務会計基準機構や監査法人等の行う講習会

等への参加により、社内における専門知識の蓄積に努めている。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結財政状態計算書】

(単位：百万円)

注記
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

資産

流動資産

現金及び現金同等物 ８,21,34 1,360,906 1,405,387

営業債権及びその他の債権 ９,21,34 978,023 662,121

棚卸資産 10,21,35 447,760 306,515

デリバティブ資産 34,35 1,566,179 665,707

その他の金融資産 11,21,34 128,883 72,414

その他の流動資産 12,21 78,761 110,857

流動資産合計 4,560,516 3,223,005

非流動資産

有形固定資産 13,21 2,387,868 2,805,405

使用権資産 15,21 323,074 444,670

のれん及び無形資産 ７,14,21 59,500 240,824

持分法で会計処理されている
投資

６,18,21 1,112,770 1,235,268

デリバティブ資産 34,35 434,487 260,578

その他の金融資産
11,21,34,35

126,657 177,396

繰延税金資産 19 146,811 93,381

その他の非流動資産 12,21,24 20,671 27,604

非流動資産合計 4,611,841 5,285,129

資産合計 ６ 9,172,358 8,508,134
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(単位：百万円)

注記
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

負債及び資本

負債

流動負債

営業債務及びその他の債務 20,34 670,069 660,759

社債及び借入金 21,33,34 1,007,131 455,828

リース負債 15,33,34 55,242 91,247

デリバティブ負債 34,35 1,464,274 631,764

その他の金融負債 22,34 160,845 89,924

その他の流動負債 12,23 140,041 233,021

流動負債合計 3,497,604 2,162,545

非流動負債

社債及び借入金
21,33,34,35

2,503,690 2,647,826

リース負債 15,33,34 286,338 366,427

デリバティブ負債 34,35 463,552 196,039

その他の金融負債 22,34,35 219,595 245,142

繰延税金負債 19 22,360 71,361

その他の非流動負債 12,23,24 139,511 160,173

非流動負債合計 3,635,048 3,686,970

負債合計 ６ 7,132,652 5,849,515

資本

資本金 25 100,000 100,000

資本剰余金 25 1,179,533 1,195,253

その他資本性金融商品 25 199,392 199,392

利益剰余金 25,26 319,777 719,558

その他の資本の構成要素 25 224,170 418,434

親会社の所有者に帰属する
持分合計

2,022,874 2,632,639

非支配持分 16,831 25,978

資本合計 2,039,705 2,658,618

負債及び資本合計 9,172,358 8,508,134
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② 【連結損益計算書】

(単位：百万円)

注記
前連結会計年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

売上収益 ６,27 4,737,870 3,710,727

売上原価
10,13,14,

29
△4,489,777 △3,028,163

売上総利益 248,092 682,563

販売費及び一般管理費
13,14,28,

29
△111,133 △194,129

その他の収益 16,30 26,774 13,417

その他の費用 16,30 △33,631 △14,280

持分法による投資損益（△は損失） ６,18 8,199 75,841

営業利益 138,301 563,412

金融収益 ６,31,34 27,139 78,668

金融費用 ６,31,34 △63,177 △64,631

税引前利益 102,264 577,450

法人所得税費用 ６,19 63,301 △116,148

当期利益 165,565 461,302

当期利益の帰属

親会社の所有者 ６ 17,847 399,628

非支配持分 17 147,717 61,673

当期利益 165,565 461,302
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③ 【連結包括利益計算書】

(単位：百万円)

注記
前連結会計年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当期利益 165,565 461,302

その他の包括利益

純損益に振り替えられることのない項目

その他の包括利益を通じて測定する
金融資産の公正価値の純変動

32,34 △9,119 14,327

確定給付制度の再測定 24,32 3,135 4,703

持分法適用会社におけるその他の
包括利益に対する持分

18,32 58 △228

純損益に振り替えられる可能性のある
項目

在外営業活動体の換算差額 32 131,026 173,915

キャッシュ・フロー・ヘッジの
公正価値の変動額の有効部分

32,34 69,250 127,917

持分法適用会社におけるその他の
包括利益に対する持分

18,32 36,828 △4,959

税引後その他の包括利益 231,180 315,674

当期包括利益 396,745 776,976

当期包括利益の帰属

親会社の所有者 243,155 690,695

非支配持分 153,590 86,281

当期包括利益 396,745 776,976
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④ 【連結持分変動計算書】

前連結会計年度(自 2022年４月１日至 2023年３月31日)
(単位：百万円)

注記

親会社の所有者に帰属する持分

資本金
資本
剰余金

その他資本
性金融商品

利益
剰余金

その他の資本の構成要素

在外営業活
動体の換算

差額

キャッシ
ュ・フロ
ー・ヘッジ
の公正価値
の変動額の
有効部分

その他の包
括利益を通
じて測定す
る金融資産
の公正価値
の純変動

2022年３月31日
残高

5,000 1,255,435 - 342,963 77,035 35,956 8,468

当期包括利益

当期利益 17,847

その他の包括利益 122,392 108,840 △9,183

当期包括利益合計 17,847 122,392 108,840 △9,183

所有者との取引額

資本剰余金から資本金
への振替

95,000 △95,000

配当金 26 △37,964 △45,135

その他資本性金融商品
の発行

25 199,392

連結子会社の増資によ
る持分の変動
その他の資本の構成要
素から利益剰余金への
振替

4,101

売却目的保有に分類さ
れる処分グループに係
るその他の資本の構成
要素

△843

非金融資産の取得価額
への振替

△118,496

非支配持分に係る売建
プット・オプションに
よる変動

35 57,087

その他の増減 △25

所有者との取引額等合
計

95,000 △75,902 199,392 △41,033 - △118,496 △843

2023年３月31日
残高

100,000 1,179,533 199,392 319,777 199,427 26,301 △1,558
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注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分 資本合計

その他の資本の構成要素
売却目的で保
有する資産に
関連してその
他の包括利益
に認識され資
本に累積され

る金額

合計確定給付型退
職給付制度の

再測定
合計

2022年３月31日
残高 - 121,460 - 1,724,859 6,804 1,731,664

当期包括利益

当期利益 17,847 147,717 165,565

その他の包括利益 3,258 225,307 225,307 5,872 231,180

当期包括利益合計 3,258 225,307 243,155 153,590 396,745

所有者との取引額

資本剰余金から資本金
への振替

-

配当金 26 △83,100 △41,186 △124,286

その他資本性金融商品
の発行

25 199,392 199,392

連結子会社の増資によ
る持分の変動

897 897

その他の資本の構成要
素から利益剰余金への
振替

△3,258 △3,258 △843 -

売却目的保有に分類さ
れる処分グループに係
るその他の資本の構成
要素

△843 843 -

非金融資産の取得価額
への振替

△118,496 △118,496 △118,496

非支配持分に係る売建
プット・オプションに
よる変動

35 57,087 △103,274 △46,186

その他の増減 △25 △25

所有者との取引額等合
計

△3,258 △122,598 - 54,858 △143,563 △88,704

2023年３月31日
残高 - 224,170 - 2,022,874 16,831 2,039,705
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当連結会計年度(自 2023年４月１日至 2024年３月31日)
(単位：百万円)

注記

親会社の所有者に帰属する持分

資本金
資本
剰余金

その他資本
性金融商品

利益
剰余金

その他の資本の構成要素

在外営業活
動体の換算

差額

キャッシ
ュ・フロ
ー・ヘッジ
の公正価値
の変動額の
有効部分

その他の包
括利益を通
じて測定す
る金融資産
の公正価値
の純変動

2023年３月31日
残高

100,000 1,179,533 199,392 319,777 199,427 26,301 △1,558

当期包括利益

当期利益 399,628

その他の包括利益 147,585 124,679 14,315

当期包括利益合計 399,628 147,585 124,679 14,315

所有者との取引額

配当金 26

その他資本性金融商品
の所有者に対する分配

25 △4,333

子会社の支配獲得に伴
う変動
支配喪失を伴わない子
会社に対する所有者持
分の変動

2,021 △120 △157

連結子会社の増資によ
る持分の変動
その他の資本の構成要
素から利益剰余金への
振替

4,486

非金融資産の取得価額
への振替

△92,038

非支配持分に係る売建
プット・オプションに
よる変動

35 13,698

所有者との取引額等合
計

- 15,719 - 152 △120 △92,195 -

2024年３月31日
残高

100,000 1,195,253 199,392 719,558 346,893 58,785 12,756
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注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

その他の資本の構成要素

合計確定給付型
退職給付制度の

再測定
合計

2023年３月31日
残高 - 224,170 2,022,874 16,831 2,039,705

当期包括利益

当期利益 399,628 61,673 461,302

その他の包括利益 4,486 291,067 291,067 24,607 315,674

当期包括利益合計 4,486 291,067 690,695 86,281 776,976

所有者との取引額

配当金 26 - △63,582 △63,582

その他資本性金融商品
の所有者に対する分配

25 △4,333 △4,333

子会社の支配獲得に伴
う変動

- 8,797 8,797

支配喪失を伴わない子
会社に対する所有者持
分の変動

△277 1,744 3,749 5,494

連結子会社の増資によ
る持分の変動

- 2,395 2,395

その他の資本の構成要
素から利益剰余金への
振替

△4,486 △4,486 - -

非金融資産の取得価額
への振替

△92,038 △92,038 △92,038

非支配持分に係る売建
プット・オプションに
よる変動

35 13,698 △28,493 △14,795

所有者との取引額等合
計

△4,486 △96,802 △80,929 △77,134 △158,063

2024年３月31日
残高 - 418,434 2,632,639 25,978 2,658,618
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⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

注記
前連結会計年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前利益 102,264 577,450

減価償却費及び償却費 214,786 289,700

金融収益及び金融費用 13,271 △19,330

持分法による投資損益（△は益） △8,199 △75,841
営業債権及びその他の債権の増減額（△
は増加）

△151,773 391,860

棚卸資産の増減額（△は増加） △84,285 137,673
営業債務及びその他の債務の増減額（△
は減少）

△124,875 △48,805

デリバティブ資産及びデリバティブ負債
の増減額

46,212 65,265

その他の金融資産の増減額（△は増加） 257,363 87,277

その他の金融負債の増減額（△は減少） 54,726 △82,190

その他 123,327 △2,901

小計 442,818 1,320,157

配当金の受取額 39,172 38,742

利息の受取額 14,965 53,753

利息の支払額 △29,153 △47,665
法人所得税の支払額又は還付額（△は支
払）

△17,092 △40,098

営業活動によるキャッシュ・フロー 450,710 1,324,889

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 33 △303,428 △242,321

有形固定資産の売却による収入 135 5,832

無形資産の取得による支出 △32,366 △7,599

投資有価証券の取得による支出 △27,081 △59,647

投資有価証券の売却による収入 5,969 19,707
連結範囲の変更を伴う子会社の取得によ
る支出

７ △17,256 △239,280

その他 4,575 △5,163

投資活動によるキャッシュ・フロー △369,452 △528,473

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 33 102,097 △186,077
コマーシャル・ペーパーの純増減額（△
は減少）

33 △198,000 △99,000

長期借入れによる収入 33 1,025,776 204,337

長期借入金の返済による支出 33 △434,602 △800,462

社債の発行による収入 33 285,469 149,610

リース負債の返済による支出 33 △60,226 △80,590

配当金の支払額 26 △84,246 -

非支配株主への配当金の支払額 △40,042 △63,582

その他資本性金融商品の発行による収入 199,157 -
その他資本性金融商品の所有者に対する
分配の支払額

- △6,010

その他 853 8,516

財務活動によるキャッシュ・フロー 796,236 △873,260

現金及び現金同等物に係る換算差額 26,981 121,325

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 904,475 44,480

現金及び現金同等物の期首残高 ８ 456,430 1,360,906

現金及び現金同等物の期末残高 ８ 1,360,906 1,405,387



― 67 ―

【連結財務諸表注記】

１．報告企業

株式会社JERA(以下「当社」という。)は日本に所在する株式会社である。その登記されている本社及び主要な事業

所の住所は当社のウェブサイト(https://www.jera.co.jp/)で開示している。当社の連結財務諸表は、2024年３月31日

を期末日とし、当社及びその子会社(以下「当社グループ」という。)、並びに当社の関連会社、ジョイント・オペレ

ーション（共同支配事業）及びジョイント・ベンチャー（共同支配企業）に対する持分により構成されている。

当社グループの事業内容は、国内火力・ガス事業、燃料事業、海外・再エネ発電事業である。各事業の内容につい

ては注記「６．セグメント情報」に記載している。

２．作成の基礎

(1) IFRSに準拠している旨

当社グループの連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」 (1976年大蔵省令第28

号)第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことから、同第93条の規定により、IFRSに準

拠して作成している。

本連結財務諸表は、2024年６月26日に代表取締役社長CEO兼COO奥田久栄によって承認されている。

(2) 測定の基礎

当社グループの連結財務諸表は、注記「３．重要性がある会計方針」に記載のとおり、公正価値で測定されてい

る特定の金融商品等を除き、取得原価を基礎として作成している。

(3) 機能通貨及び表示通貨

当社グループの連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未満を切り捨て表

示している。

(4) 会計方針の変更

当社グループは、当連結会計年度より以下の基準を適用している。

IFRS 新規・改訂の概要

IAS第12号 法人所得税
経済協力開発機構（OECD）が公表した第２の柱モデルルールを導入するため
に制定又は実質的に制定された税制から生じる法人所得税に対する企業のエ
クスポージャーの開示を要求する改訂

上記の改訂の影響については、「19．法人所得税」に記載のとおりである。

３．重要性がある会計方針

(1) 連結の基礎

① 子会社

子会社とは、当社グループにより支配されている企業である。当社グループがある企業への関与により生じる

変動リターンに対する変動エクスポージャー又は権利を有し、かつ、当該企業に対するパワーにより当該リター

ンに影響を及ぼす能力を有している場合に、当社グループは当該企業を支配していると判断している。

ただし、当社グループが議決権の過半数を所有していない場合でも、意思決定機関を実質的に支配していると

判断した場合は、当該会社を連結子会社としている。

また、当社グループが議決権の過半数を所有している場合でも、残りの議決権を保有する株主が当該会社の通

常の事業活動における意思決定に対して重要な参加権を持つ場合においては、当社グループが支配を有しないた

め、持分法を適用している。
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子会社の財務諸表は、当社グループが支配を獲得した日から支配を喪失する日まで、連結の対象に含めてい

る。

子会社が適用する会計方針が当社グループの適用する会計方針と異なる場合には、必要に応じて当該子会社の

財務諸表に調整を加えている。当社グループ間の債権債務残高及び内部取引高、並びに当社グループ間の取引か

ら発生した未実現損益は、連結財務諸表の作成に際して消去している。

子会社の包括利益については、非支配持分が負の残高となる場合であっても、親会社の所有者と非支配持分に

帰属させている。

子会社に対する所有持分の変動のうち、子会社に対する支配の喪失とならないものについては、資本取引とし

て会計処理している。非支配持分の調整額と対価の公正価値との差額は、親会社の所有者に帰属する持分として

資本に直接認識されている。

支配を喪失した場合には、支配の喪失から生じた利得又は損失は純損益で認識している。

② 関連会社及び共同支配の取決め

関連会社とは、当社グループが当該企業に対し、財務及び営業の方針に重要な影響力を有しているものの、支

配又は共同支配をしていない企業をいう。当社グループが他の企業の議決権の20％以上50％以下を保有する場合、

当社グループは当該他の企業に対して重要な影響力を有していると推定される。

関連会社については、当社グループが重要な影響力を有することとなった日から重要な影響力を喪失する日ま

で、持分法によって会計処理している。関連会社に対する投資には、取得に際して認識されたのれん(減損損失累

計額控除後)が含まれている。

関連会社が適用する会計方針が当社グループの適用する会計方針と異なる場合には、必要に応じて当該関連会

社の財務諸表に調整を加えている。

共同支配とは、アレンジメント(取決め)に対する契約上合意された支配の共有であり、取決めのリターンに重

要な影響を及ぼす活動に関する意思決定が、支配を共有している当事者の全員一致の合意を必要とする場合のみ

存在する。

当社グループは、第三者と共同で事業を営む場合やジョイント・ベンチャーの契約に基づき第三者と共同で事

業体を有する場合に、共同支配契約を締結している。

共同支配契約はジョイント・オペレーションとジョイント・ベンチャーのいずれかに分類している。ここで、

ジョイント・オペレーションとは、共同支配を有する当事者が、アレンジメントに関連する資産に対する権利、

負債に関する義務を有する契約をいう。また、ジョイント・ベンチャーとは、共同支配を有する当事者が、アレ

ンジメントの純資産に対する権利を有する契約をいう。

ジョイント・オペレーションに該当する場合には、アレンジメントに関するそれぞれの資産及び負債、またそ

れに関連する収益及び費用について持分相当額を認識している。一方、ジョイント・ベンチャーに該当する場合

には、アレンジメントに係る純資産を持分法により連結財務諸表に取り込んでいる。

③ 報告日

本連結財務諸表の作成に当たり、現地法制度上又は株主間協定で当社と異なる決算日が要請されていることに

より決算日を統一することが実務上不可能であり、また、事業の特性やその他の実務上の要因によって当社の報

告期間の末日をもって仮決算を行うことが実務上不可能な一部の連結子会社、関連会社及びジョイント・ベンチ

ャーについては、12月31日の財務諸表を用いている。

これらの連結子会社、関連会社及びジョイント・ベンチャーの決算日と連結決算日との間に生じた重要な取引

については、本連結財務諸表に反映している。
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(2) 企業結合

企業結合の会計処理は取得法によっており、取得の対価は、取得日の公正価値で測定された移転対価及び被取得

企業に対する非支配持分の金額の合計額として測定される。当社グループは、企業結合ごとに、公正価値又は被取

得企業の識別可能純資産の公正価値に対する持分割合相当額のいずれかにより、被取得企業に対する非支配持分を

測定する。また、発生した取得関連コストは、発生時に費用処理している。

(3) 外貨換算

① 外貨建取引の換算

外貨建取引は、取引日における為替レート又はそれに近似するレートを用いて各社の機能通貨に換算してい

る。報告期間の期末日における外貨建貨幣性項目は、報告期間の期末日の為替レートにて機能通貨に換算してお

り、公正価値で測定される外貨建非貨幣性項目は、当該公正価値の測定日における為替レートにて機能通貨に換

算している。この結果生じる為替換算差額は、純損益として認識している。ただし、非貨幣性項目の利得又は損

失額をその他の包括利益として認識する場合は、当該為替部分はその他の包括利益として認識している。

② 在外営業活動体の換算

在外営業活動体の資産及び負債は、報告期間の期末日の為替レートで換算している。また、在外営業活動体の

収益及び費用は、為替レートが著しく変動している場合を除き、平均為替レートで換算している。換算により生

じる為替換算差額はその他の包括利益として認識し、累計額はその他の資本の構成要素に含めている。

在外営業活動体を処分する場合、当該在外営業活動体に関連する為替換算差額の累計額は、処分時に純損益と

して認識している。

(4) 金融商品

① デリバティブを除く金融資産

(ⅰ)当初認識及び測定

当社グループは、金融資産について、純損益又はその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産、

償却原価で測定する金融資産に分類している。この分類は、当初認識時に決定している。

当社グループでは、金融資産に関する契約の当事者となった取引日に当該金融資産を認識している。

全ての金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定される区分に分類される場合を除き、公正価値に取引費

用を加算した金額で測定している。ただし、重大な金融要素を含んでいない営業債権は、取引価格で測定して

いる。

金融資産は、以下の要件をともに満たす場合には、償却原価で測定する金融資産に分類している。

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業モデルに基づいて、

金融資産が保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フローが特定

の日に生じる。

償却原価で測定する金融資産以外の金融資産は、公正価値で測定する金融資産に分類している。

公正価値で測定する金融資産のうち、個々の金融資産ごとに、当初認識時に事後の公正価値の変動をその他

の包括利益で表示するという取消不能の選択を行った資本性金融資産については、その他の包括利益を通じて

公正価値で測定する資本性金融資産に分類している。

償却原価で測定する金融資産又はその他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産以外の金融

資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類している。
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(ⅱ)事後測定

金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定している。

(a) 償却原価で測定する金融資産

償却原価で測定する金融資産については、実効金利法による償却原価により測定している。

(b) 公正価値で測定する金融資産

公正価値で測定する金融資産の公正価値の変動額は純損益として認識している。ただし、資本性金融資産

のうち、その他の包括利益を通じて公正価値で測定すると指定したものについては、公正価値の変動額はそ

の他の包括利益として認識している。なお、当該金融資産からの配当金については、金融収益の一部として

当期の純損益として認識している。その他の包括利益として認識した金額は、認識を中止した場合にその累

積額を利益剰余金に振り替えており、純損益には振り替えていない。

(ⅲ)認識の中止

当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅する、又は当社グループ

が金融資産の所有のリスクと経済価値のほとんど全てを移転する場合において、金融資産の認識を中止してい

る。当社グループが、移転した当該金融資産に対する支配を継続している場合には、継続的関与を有している

範囲において、資産と関連する負債を認識する。

② 金融資産の減損

償却原価で測定する金融資産及びリース債権については、予想信用損失に対する貸倒引当金を認識している。

当社グループは、期末日ごとに各金融資産に係る信用リスクが当初認識時点から著しく増加しているかどうか

を評価しており、当初認識時点から信用リスクが著しく増加していない場合には、12ヶ月の予想信用損失を貸倒

引当金として認識している。一方で、当初認識時点から信用リスクが著しく増加している場合には、全期間の予

想信用損失と等しい金額を貸倒引当金として認識している。

契約上の支払の期日経過が30日超である場合には、原則として信用リスクの著しい増大があったものとしてい

るが、信用リスクが著しく増加しているか否か評価を行う際には、期日経過情報の他、当社グループが合理的に

利用可能かつ裏付け可能な情報を考慮している。

なお、金融資産に係る信用リスクが期末日現在で低いと判断される場合には、当該金融資産に係る信用リスク

が当初認識以降に著しく増大していないと評価している。ただし、重大な金融要素を含んでいない営業債権につ

いては、信用リスクの当初認識時点からの著しい増加の有無に関わらず、常に全期間の予想信用損失と等しい金

額で貸倒引当金を認識している。

予想信用損失は、契約に従って企業に支払われるべき全ての契約上のキャッシュ・フローと、企業が受け取る

と見込んでいる全てのキャッシュ・フローとの差額の現在価値として測定している。

当社グループは、金融資産の予想信用損失を、以下のものを反映する方法で見積もっている。

・一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額

・貨幣の時間価値

・過去の事象、現在の状況及び将来の経済状況の予測についての、報告日において過大なコストや労力を掛け

ずに利用可能な合理的で裏付け可能な情報

著しい景気変動等の影響を受ける場合には、上記により測定された予想信用損失に必要な調整を行うこととし

ている。

当社グループは、ある金融資産の全体又は一部分を回収するという合理的な予想を有していない場合には、金

融資産の総額での帳簿価額を直接減額している。

金融資産に係る貸倒引当金の繰入額は、純損益で認識している。貸倒引当金を減額する事象が生じた場合は、

貸倒引当金戻入額を純損益で認識している。
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③ デリバティブを除く金融負債

(ⅰ)当初認識及び測定

当社グループは、金融負債について、純損益を通じて公正価値で測定する金融負債と償却原価で測定する金

融負債のいずれかに分類している。この分類は、当初認識時に決定している。

当社グループは、金融負債は、全て、当該金融商品の契約の当事者になる取引日に当初認識している。

全ての金融負債は公正価値で当初測定しているが、償却原価で測定する金融負債については、直接帰属する

取引費用を控除した金額で測定している。

(ⅱ)事後測定

金融負債の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定している。

(a) 償却原価で測定する金融負債

償却原価で測定する金融負債については、当初認識後実効金利法による償却原価で測定している。

実効金利法による償却及び認識が中止された場合の利得及び損失については、金融損益の一部として当期

の純損益として認識している。

(b) 公正価値により測定する金融負債

売買目的で保有する金融負債及び当初認識時に公正価値で測定すると指定した金融負債については、当初

認識後の公正価値の変動額は純損益として認識している。

当該金融負債からの利息については、金融費用の一部として当期の純損益として認識している。

(ⅲ)認識の中止

当社グループは、金融負債が消滅した時、すなわち、契約中に特定された債務が免責、取消し、又は失効と

なった時に、金融負債の認識を中止している。

④ デリバティブ及びヘッジ会計

当社グループは、為替リスク、金利リスク、取引契約の商品相場変動リスクをそれぞれヘッジするために、為

替予約、金利スワップ契約、商品デリバティブ契約等のデリバティブを利用している。これらのデリバティブは、

契約が締結された時点の公正価値で当初認識され、その後も公正価値で再測定している。

当社グループは、ヘッジ開始時に、ヘッジ会計を適用しようとするヘッジ関係並びにヘッジを実施するに当た

ってのリスク管理目的及び戦略について、公式に指定及び文書化を行っている。当該文書は、具体的なヘッジ手

段、ヘッジ対象となる項目又は取引並びにヘッジされるリスクの性質及びヘッジされたリスクに起因するヘッジ

対象の公正価値又はキャッシュ・フローの変動に対するエクスポージャーを相殺するに際してのヘッジ手段の有

効性の評価方法等を含んでいる。具体的には、以下の項目を全て満たす場合に、ヘッジが有効と判断している。

・ヘッジ対象とヘッジ手段との間に経済的関係があること

・信用リスクの影響が、当該経済的関係から生じる価値変動に著しく優越するものではないこと

・ヘッジ関係のヘッジ比率が、実際にヘッジしているヘッジ対象の量とヘッジ対象の当該量を実際にヘッジす

るのに使用しているヘッジ手段の量から生じる比率と同じであること

当社グループは、ヘッジ関係が将来に向けて有効であるかどうかを継続的に評価している。ヘッジの非有効部

分が生じる原因としては、ヘッジ手段の価値変動がヘッジ対象の価値変動を上回る又は下回る場合がある。

ヘッジ比率については、ヘッジ対象とヘッジ手段の経済的関係及びリスク管理戦略に照らして適切に設定して

いる。

ヘッジ関係について有効性が認められなくなったものの、リスク管理目的に変更がない場合は、ヘッジ関係が

再び有効となるようヘッジ比率を再調整している。

また、ヘッジ関係についてリスク管理目的が変更された場合は、ヘッジ会計の適用を中止している。

デリバティブについては、以下のように分類し、会計処理している。
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(ⅰ)キャッシュ・フロー・ヘッジ

ヘッジ手段に係る利得又は損失のうち有効部分は連結包括利益計算書においてその他の包括利益として認識

し、非有効部分は直ちに連結損益計算書において純損益として認識している。

その他の包括利益に認識されたヘッジ手段に係る金額は、ヘッジ対象である取引が純損益に影響を与える時

点で純損益に振り替えている。ヘッジ対象が非金融資産又は非金融負債の認識を生じさせるものである場合に

は、その他の包括利益として認識されている金額は、非金融資産又は非金融負債の当初の帳簿価額の修正とし

て処理している。

予定取引又は確定約定の発生がもはや見込まれない場合には、従来その他の包括利益を通じて資本として認

識していた累積損益を純損益に振り替えている。ヘッジされた将来キャッシュ・フローの発生がまだ見込まれ

る場合には、将来その他の包括利益を通じて資本として認識されていた金額は、当該将来キャッシュ・フロー

が発生するまで引き続き資本に認識している。

(ⅱ)在外営業活動体に対する純投資のヘッジ

在外営業活動体に対する純投資から発生する換算差額については、キャッシュ・フロー・ヘッジと同様の方

法で会計処理している。ヘッジ手段に係る利得及び損失のうち、有効部分は連結包括利益計算書においてその

他の包括利益で認識し、非有効部分は連結損益計算書において純損益として認識している。在外営業活動体の

処分時には、従来その他の包括利益を通じて資本として認識していた利得又は損失の累計額を純損益に振り替

えている。

(ⅲ)ヘッジ指定されていないデリバティブ

ヘッジ指定されていないデリバティブの公正価値の変動は、純損益として認識している。

また、現金又は他の金融商品での純額決済又は金融商品との交換により決済できる非金融商品項目の売買契

約をデリバティブとして認識し、その公正価値の変動を純損益として認識している。

なお、当社グループの予想される購入又は使用の必要に従った非金融商品項目の受け取りの目的で締結され、

引き続きその目的で保有されているLNGの長期購入契約については、IFRS第９号「金融商品」の適用対象外と

し、未履行契約として公正価値による評価を行っていない。

⑤ 金融商品の相殺

当社グループは、金融資産と金融負債について、認識している金額を相殺する法的に強制可能な権利を現在有

しており、かつ純額で決済するか又は資産の実現と負債の決済を同時に実行する意図を有している場合に、金融

資産と金融負債とを相殺し、純額を連結財政状態計算書に表示している。

(5) 非支配持分に係る売建プット・オプション

非支配持分に付与している子会社持分の売建プット・オプションは、その行使価格の現在価値を金融負債として

認識するとともに、非支配持分の認識を中止し、その差額を資本剰余金として認識している。

(6) 現金及び現金同等物

現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から構成されている。

(7) 棚卸資産

棚卸資産は、原価と正味実現可能価額のいずれか低い価額で測定している。正味実現可能価額は、通常の事業過

程における見積売価から、完成までに要する見積原価及び見積販売費用を控除した額である。原価は、主として個

別法及び総平均法に基づいて算定しており、購入原価、加工費及び現在の場所及び状態に至るまでに要した全ての

費用を含んでいる。

トレーディング目的で保有する棚卸資産については、販売費用控除後の公正価値で測定し、公正価値の変動額は

発生した期の純損益として認識している。
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(8) 売却目的で保有する非流動資産

非流動資産(又は処分グループ)の帳簿価額が、継続的使用ではなく主に売却取引により回収される場合には、当

該非流動資産(又は処分グループ)を売却目的保有に分類している。売却目的保有へ分類するためには、売却の可能

性が非常に高く、現状で直ちに売却が可能なことを条件としており、当社グループの経営者が当該資産の売却計画

の実行を確約し、１年以内で売却が完了する予定である場合に限られる。

売却目的保有に分類された非流動資産(又は処分グループ)は、帳簿価額と売却コスト控除後の公正価値のいずれ

か低い金額で測定しており、売却目的保有に分類された後は減価償却又は償却を行っていない。

(9) 有形固定資産(使用権資産を除く)

当社グループは、有形固定資産の認識後の測定において原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び

減損損失累計額を控除した価額で計上している。

土地及び建設仮勘定以外の有形固定資産については、主として定額法で減価償却を行っている。なお、燃料上流

事業を営む在外子会社については主として生産高比例法で減価償却を行っている。

主要な資産項目ごとの見積耐用年数は、以下のとおりである。

・建物及び構築物 ３年から41年

・機械装置 ２年から25年

有形固定資産の見積耐用年数、減価償却方法及び残存価額は、各連結会計年度末において見直しを行っている。

(10) のれん及び無形資産

個別に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定している。企業結合で取得した無形資産は、取得日現

在における公正価値で測定している。当社グループは、無形資産の認識後の測定において原価モデルを採用し、取

得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額で計上している。

耐用年数を確定できる無形資産は、見積耐用年数にわたって定額法で償却している。

主要な資産項目ごとの見積耐用年数は、以下のとおりである。

・ソフトウェア ２年から５年

・鉱業権 35年から40年

無形資産の見積耐用年数及び償却方法は、各連結会計年度末において見直しを行っている。

のれん及び耐用年数を確定できない無形資産については毎期、又は減損の兆候がある場合には都度、減損テスト

を実施している。

(11) リース

(借手)

当社グループは、契約の締結時に契約がリースであるか又はリースを含んでいるかを判定している。契約が特定

された資産の使用を支配する権利を一定期間にわたり対価と交換に移転する場合には、当該契約はリースであるか

又はリースを含んでいると判定している。

契約がリースであるか又はリースを含んでいると判定した場合、リース開始日に使用権資産及びリース負債を認

識している。リース負債は未払リース料総額の現在価値で測定し、使用権資産は、リース負債の当初測定の金額に、

開始日以前に支払ったリース料等、借手に発生した当初直接コスト及びリースの契約条件で要求されている原状回

復義務等のコストを調整した取得原価で測定している。

当初認識後は、使用権資産は耐用年数とリース期間のいずれか短い期間にわたって、定額法で減価償却を行って

いる。

リース料は実効金利法に基づき金融費用とリース負債の返済額に配分し、金融費用は連結損益計算書において認

識している。

ただし、リース期間が12ヶ月以内の短期リース及び原資産が少額のリースについては、使用権資産及びリース負

債を認識せず、リース料をリース期間にわたって、定額法又は他の規則的な基礎のいずれかにより費用として認識

している。
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(貸手)

当社グループは、リースをオペレーティング・リース又はファイナンス・リースのいずれかに分類している。原

資産の所有に伴うリスクと経済的価値のほとんど全てを移転する場合には、ファイナンス・リースに分類し、原資

産の所有に伴うリスクと経済的価値のほとんど全て移転するものではない場合には、オペレーティング・リースに

分類している。

ファイナンス・リース取引においては、リース開始日に、ファイナンス・リースに基づいて保有している資産を

連結財政状態計算書に表示し、それらを正味リース投資未回収額に等しい金額で債権として表示している。

オペレーティング・リース取引においては、対象となる資産を連結財政状態計算書に表示し、受取リース料は連

結損益計算書においてリース期間にわたって定額法により収益として認識している。

当社グループが中間の貸手であるサブリースを分類する際には、ヘッドリースが短期リースである場合には、オ

ペレーティング・リースに分類し、それ以外の場合には、サブリースは、原資産ではなくヘッドリースから生じる

使用権資産を参照して分類している。

(12) 借入コスト

意図した使用又は販売が可能になるまでに相当の期間を必要とする資産(適格資産)の取得、建設又は製造に直接

起因して発生する借入コストは、その資産について実質的に意図した使用ができるまでは、当該資産の取得原価に

含めている。

その他の全ての借入コストは、発生した期間に純損益として認識している。

(13) 非金融資産の減損

有形固定資産、無形資産及び使用権資産について、各報告期間の期末日現在で減損している可能性を示す兆候が

ある場合、資金生成単位で回収可能価額を処分費用控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い金額で評価し、資

産の帳簿価額が回収可能価額を上回る場合、回収可能価額まで減損している。

のれん及び耐用年数を確定できない無形資産については毎期、更に減損の兆候がある場合には都度、減損テスト

を実施している。

過年度にのれん以外の資産について認識した減損損失については、報告期間の期末日において、認識した減損損

失がもはや存在しない、又は減少している可能性を示す兆候があるか否かを判定している。このような兆候が存在

する場合には、回収可能価額の見積りを行い、当該回収可能価額が資産又はその資産の属する資金生成単位の帳簿

価額を上回る場合には、減損損失を認識しなかった場合の減価償却又は償却控除後の帳簿価額を上限として、帳簿

価額を回収可能価額まで増額し、減損損失の戻入れを認識している。のれんについて認識した減損損失は、以後の

期間において戻入れていない。

(14) 従業員給付

① 退職後給付

当社グループは、従業員の退職給付制度として確定給付制度と確定拠出制度を運営している。

(ⅰ)確定給付制度

当社グループは、確定給付制度債務の現在価値及び関連する当期勤務費用並びに過去勤務費用を、予測単位

積増方式を用いて算定している。

割引率は、将来の毎年度の給付支払見込日までの期間を基に割引期間を設定し、割引期間に対応した期末日

時点の優良社債の市場利回りに基づき算定している。

確定給付制度に係る負債又は資産は、確定給付制度債務の現在価値から制度資産の公正価値を控除して算定

している。

確定給付制度の再測定額は、発生した期においてその他の包括利益として一括認識し、直ちにその他の資本

の構成要素から利益剰余金に振り替えている。

過去勤務費用は、発生した期の純損益として処理している。

(ⅱ)確定拠出制度

確定拠出型の退職給付に係る費用は、拠出した時点で費用として認識している。
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② 短期従業員給付

短期従業員給付については、割引計算は行わず、関連するサービスが提供された時点で費用として認識してい

る。

賞与及び有給休暇費用については、それらを支払う法的若しくは推定的な債務を負っており、信頼性のある見

積りが可能な場合に、それらの制度に基づいて支払われると見積られる額を負債として認識している。

(15) 引当金

引当金は、過去の事象の結果として現在の債務(法的債務又は推定的債務)を有しており、当該債務を決済するた

めに経済的便益を有する資源の流出が生じる可能性が高く、当該債務の金額について信頼性のある見積りが可能で

ある場合に認識している。

貨幣の時間的価値の影響に重要性がある場合、当該負債に特有のリスクを反映させた割引率を用いて割引いた金

額で引当金を測定している。

報告期間の末日現在において発生可能性のある債務を有しているが、それが報告期間の末日現在の債務であるか

否か確認ができないもの、又は引当金の認識基準を満たさないものについては、偶発負債として、注記「38．偶発

負債」に記載している。

(16) 政府補助金

政府補助金は、補助金交付のための付帯条件を満たし、補助金が受領されることについて合理的な保証が得られた

時に認識している。

発生した費用に対する補助金は、費用の発生と同じ連結会計年度に収益として計上している。資産の取得に対する

補助金は、当該補助金の金額を資産の取得原価から控除している。

(17) 資本

資本金及び資本剰余金

当社が発行した資本性金融商品は、発行価額を資本金及び資本剰余金に計上し、直接発行費用は関連する税効

果を控除後に資本剰余金から控除している。

(18) 収益

当社グループは、IFRS第16号「リース」に基づくリース収益、IFRS第９号「金融商品」に基づく利息、配当収益

及びデリバティブ取引等に係る損益等を除き、次の５つのステップを適用することにより収益を認識している。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する

ステップ５：履行義務が充足された時に(又は充足するにつれて)収益を認識する

当社グループの収益は、主に、国内火力・ガス事業及び海外・再エネ発電事業における電気の供給による収益、

燃料事業における燃料の販売による収益である。

顧客に対して供給する電気の料金やその他の条件については、各相手先との契約に定めており、当該契約に基づ

いて顧客に電気を供給する履行義務を負っている。電気の供給は、主として契約期間にわたり行うものであり、電

気の供給という履行義務の充足に従い、一定の期間にわたり収益を認識している。

顧客に対して販売する燃料の販売価格やその他の条件については、各相手先との契約に定めている。当該契約に

基づいて顧客に燃料を販売する履行義務を負っており、主に商品が顧客によって指定された目的地に着荷し引き渡

した時点で顧客に支配が移転したと判断し収益を認識している。



― 76 ―

主な履行義務である電気の供給及び燃料の販売については、顧客との契約に基づき通常１ヶ月程度で債権を回収

している。また、主要な顧客との契約における対価は燃料にかかる市況の変動等が反映され、その対価に基づき、

履行義務の充足時に収益を認識している。

顧客との契約に直接関連する履行コストのうち、回収可能であると見込まれる部分について資産として認識し、

その後関連する財やサービスの顧客への移転に合わせて規則的に償却している。当社グループは、主に系統連系設

備の工事費負担金に係る費用を契約履行コストとして資産計上しており、当該コストに直接関連する財又はサービ

スが提供されると予想される期間にわたって、定額法により償却している。

(19) 法人所得税

法人所得税は、当期税金と繰延税金から構成されている。これらは、その他の包括利益又は資本で直接認識する

項目から生じる場合、及び企業結合から生じる場合を除き、純損益として認識している。

当期税金は、税務当局から還付若しくは税務当局に対する納付が予想される金額で測定され、税額の算定に使用

する税率又は税法は、報告期間の期末日までに制定若しくは実質的に制定されているものである。

繰延税金は、資産及び負債の帳簿価額と税務基準額との差異である一時差異、税務上の繰越欠損金及び繰越税額

控除について認識しており、一時差異等が解消されると見込まれる連結会計年度に適用される税率又は税法によっ

て測定している。なお、当社グループは、IAS第12号で定められる例外措置を適用し、グローバル・ミニマム課税ル

ールから生じる法人所得税に関する繰延税金資産及び負債について認識及び開示を行っていない。

繰延税金負債は、以下を除く将来加算一時差異に対して認識している。

・のれんの当初認識から生じる一時差異

・企業結合ではなく、取引時に会計上の利益にも課税所得にも影響を与えず、かつ、同額の将来加算一時差異と

将来減算一時差異とを生じさせない取引によって発生する資産及び負債の当初認識により生じる一時差異

・子会社、関連会社に対する投資及び共同支配の取決めに対する持分に関連する将来加算一時差異について、一

時差異の解消時期をコントロールすることが可能であり、かつ当該一時差異が予測可能な将来に解消しない可

能性が高い場合

繰延税金資産は、企業結合でなく、かつ取引時に会計上の利益にも課税所得にも影響を与えず、かつ取引時に同

額の将来加算一時差異と将来減算一時差異を生じさせない取引における資産又は負債の当初認識から生じる場合を

除き、将来減算一時差異等を利用できる課税所得が生じる可能性が高い範囲内で、将来減算一時差異、繰越欠損金

及び未使用の税額控除について認識している。

子会社、関連会社に対する投資及び共同支配の取決めに対する持分に関連する将来減算一時差異については、一

時差異が予測可能な将来に解消する可能性が高く、かつ当該一時差異が使用できる課税所得の生じる可能性が高い

場合のみ、繰延税金資産を認識している。

繰延税金資産と繰延税金負債は、未収法人所得税と未払法人所得税を相殺する法律上強制力のある権利を有する

場合、かつ以下のいずれかの要件を満たす場合のみ相殺している。

・繰延税金資産と繰延税金負債とが、同一の税務当局によって、同一の納税主体に対して課された法人所得税に

関するものである場合

・繰延税金資産と繰延税金負債とが、同一の税務当局によって、別々の納税主体に対して課された法人所得税に

関するものであり、その納税主体が未収法人所得税と未払法人所得税を純額により決済すること、又は資産の

実現と負債の決済を同時に行うことを意図している場合

４．重要な会計上の判断、見積り及び仮定

IFRSに準拠した連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の報告

額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を用いている。実際の業績は、これらの見積りとは異なる場合がある。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直され、会計上の見積りの見直しによる影響は、見積りを見直した会

計期間及びそれ以降の将来の期間において認識される。

翌連結会計年度において重要な修正をもたらすリスクのある、仮定及び見積りの不確実性に関する情報は以下のと
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おりである。

（繰延税金資産の回収可能性）

当社グループは、税務上の繰越欠損金及び将来減算一時差異のうち回収可能と判断した部分について繰延税金資産

を計上している。繰延税金資産は、将来の課税所得の見積りに基づいて回収可能性を判断している。当該課税所得の

見積りは、経営者が作成した経営計画を基礎として行われ、主要な仮定として販売電力量や燃料価格の見通しが含ま

れる。主要な仮定に変更が生じた場合、繰延税金資産の回収可能性に影響を与える可能性がある。

法人所得税に関連する内容及び金額については注記「19．法人所得税」に記載している。

当社グループの会計方針を適用する過程で行った判断のうち、連結財務諸表に認識される金額に重要な影響を与え

るものは以下のとおりである。

（非金融商品項目の売買契約にかかる会計処理）

当社は発電燃料であるLNGの多くを長期契約により調達している。また、当社グループはJERA Global Markets Pte.

Ltd.を通じてLNGの短期売買を含む燃料の最適化を行っている。このような状況において、当社グループの行う個々の

LNGの売買契約について、IFRS第９号「金融商品」の適用対象に該当するか分析している。当該分析に基づき、現金又

は他の金融商品での純額決済又は金融商品との交換により決済できる非金融商品項目の売買契約をデリバティブとし

て認識し、その公正価値の変動を純損益として認識している。なお、当社グループの予想される購入又は使用の必要

に従った非金融商品項目の受け取りの目的で締結され、引き続きその目的で保有しているLNGの長期購入契約であり、

類似の契約を現金又は他の金融商品での純額決済又は金融商品との交換により決済する慣行を有していないことを確

認した契約について、IFRS第９号の適用対象外と判断し、未履行契約として公正価値による評価を行っていない。

５．未適用の新基準

連結財務諸表の承認日までに新設又は改訂が行われた新基準書及び新解釈指針のうち、当連結会計年度において当

社グループが早期適用していない主なものは、以下のとおりである。新しいIFRS適用による当社グループへの影響は

検討中である。

IFRS
発効日

（以後開始年度）
当社グループの

適用時期
新設・改訂の概要

IFRS第18号
財務諸表における
表示及び開示

2027年１月１日 2028年３月期
財務諸表における表示及び開示の改
訂

６．セグメント情報

(1) 報告セグメントの概要

当社グループの事業セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、経営

会議が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている。

(報告セグメントの区分方法の変更)

当連結会計年度より、当社グループにおける事業管理区分の見直しに伴い、従来「海外発電事業」としていた報

告セグメントの名称を「海外・再エネ発電事業」に変更し、「調整額」に含めて記載していた一部の連結グループ

内の取引に係る調整額を「国内火力・ガス事業」に含めて記載する方法に変更している。

なお、前連結会計年度のセグメント情報は、変更後の区分方法により作成している。

当社グループは、市場、製品及びサービスの性質並びに経済的特徴の類似性に基づいて、複数の事業セグメント

を集約しており、以下の３区分としている。

報告セグメント 概要

燃料事業
燃料上流事業等への投資、燃料輸送・燃料トレーディン
グ事業

海外・再エネ発電事業
海外の発電事業や国内外の再生可能エネルギー発電事業
等への投資

国内火力・ガス事業 国内における電力・ガスの販売等
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(2) 報告セグメントに関する情報

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「３．重要性がある会計方針」における記載と同一であ

る。

セグメント利益は、連結損益計算書の親会社の所有者に帰属する当期利益と調整を行っている。

セグメント間の売上収益は、市場実勢価格や原価をベースに設定された社内取引価格等に基づいて算定してい

る。
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前連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント 調整額
(注３)
(注４)

連結財務諸表計
上額

燃料事業
海外・再エネ
発電事業

国内火力・
ガス事業

合計

売上収益

顧客との契約から
生じる収益

66,138 5,314 5,917,109 5,988,562 - 5,988,562

その他の収益(注１) △ 1,288,890 - 38,198 △ 1,250,692 - △ 1,250,692

外部顧客への
売上収益

△ 1,222,752 5,315 5,955,307 4,737,870 - 4,737,870

セグメント間の
売上収益

1,808,483 3,358 198,163 2,010,005 △ 2,010,005 -

合計 585,731 8,673 6,153,470 6,747,875 △ 2,010,005 4,737,870

セグメント利益
（△は損失）(注２)

201,313 △ 6,695 △ 96,888 97,729 △ 79,881 17,847

(その他の損益項目)

金融収益 34,609 10,861 263 45,734 △ 18,594 27,139

金融費用 △ 47,826 △ 15,445 △ 14,546 △ 77,818 14,641 △ 63,177

持分法による投資損益
（△は損失）

5,571 2,844 △ 216 8,199 - 8,199

減価償却費及び
償却費

△ 26,403 △ 1,092 △ 152,445 △ 179,942 △ 5,708 △ 185,650

減損損失 - - △ 226 △ 226 - △ 226

減損損失戻入益 - - 17,955 17,955 - 17,955

法人所得税費用 △ 29,276 △ 1,946 △ 305 △ 31,528 94,829 63,301

セグメント資産 4,618,062 1,047,618 4,178,079 9,843,759 △ 671,401 9,172,358

(その他の資産項目)

持分法で会計処理
されている投資

437,446 550,614 124,709 1,112,770 - 1,112,770

資本的支出 89,612 49,250 232,582 371,445 7,146 378,592

セグメント負債 3,705,308 291,613 3,635,640 7,632,562 △ 499,909 7,132,652

(注) １．その他の収益には、IFRS第16号「リース」に基づくリース収益、IFRS第９号「金融商品」に基づく利息、配

当収益及びデリバティブ取引に係る損益等が含まれている。燃料事業の売上収益585,731百万円には、シン

ガポール等で燃料トレーディング事業を営む子会社において、仕入・売上双方に現物取引・ファイナンシャ

ル取引といった取引契約を活用し、その未実現の評価損益を売上に計上している金額、及び、実現取引を純

額で売上計上した金額が含まれている。この金額からセグメント間の内部売上収益を控除したことにより、

その他の収益は△1,288,890百万円、外部顧客への売上収益は△1,222,752百万円となる。

なお、後述の「(3) 製品及びサービスの区分ごとの外部顧客からの売上収益」及び「(4) 外部顧客からの売

上収益の地域別情報」についても同様に、売上収益がマイナスで計上されている。

２．報告セグメントの利益（△は損失）の金額の合計額と連結財務諸表計上額との差額は、セグメント間取引の

消去及び未実現利益の控除によるものである。

３．セグメント資産の調整額は、セグメント間取引の消去及び未実現利益の控除によるものである。

４．セグメント負債の調整額は、セグメント間取引の消去によるものである。
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当連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント 調整額
(注３)
(注４)

連結財務諸表計
上額

燃料事業
海外・再エネ

発電事業
国内火力・
ガス事業

合計

売上収益

顧客との契約から
生じる収益

18,898 50,958 4,371,503 4,441,359 - 4,441,359

その他の収益(注１) △ 756,797 - 26,165 △ 730,631 - △ 730,631

外部顧客への
売上収益

△ 737,898 50,958 4,397,668 3,710,727 - 3,710,727

セグメント間の
売上収益

1,145,397 1,606 26,544 1,173,548 △ 1,173,548 -

合計 407,498 52,564 4,424,212 4,884,276 △ 1,173,548 3,710,727

セグメント利益
（△は損失）(注２)

132,691 33,759 255,377 421,827 △ 22,199 399,628

(その他の損益項目)

金融収益 54,149 19,963 6,152 80,265 △ 1,596 78,668

金融費用 △ 37,692 △ 9,765 △ 16,052 △ 63,511 △ 1,120 △ 64,631

持分法による投資損益
（△は損失）

29,201 46,234 405 75,841 - 75,841

減価償却費及び
償却費

△ 75,347 △ 22,810 △ 184,512 △ 282,670 △ 5,786 △ 288,457

減損損失 - - △ 81 △ 81 - △ 81

減損損失戻入益 - - - - - -

法人所得税費用 △ 24,817 △ 4,110 △ 95,246 △ 124,174 8,025 △ 116,148

セグメント資産 3,586,191 1,901,245 3,611,623 9,099,060 △ 590,926 8,508,134

(その他の資産項目)

持分法で会計処理
されている投資

483,537 626,665 125,065 1,235,268 - 1,235,268

資本的支出 180,409 45,447 175,952 401,810 7,386 409,196

セグメント負債 2,359,095 969,863 2,778,993 6,107,952 △ 258,437 5,849,515

(注) １．その他の収益には、IFRS第16号「リース」に基づくリース収益、IFRS第９号「金融商品」に基づく利息、配

当収益及びデリバティブ取引に係る損益等が含まれている。燃料事業の売上収益407,498百万円には、シン

ガポール等で燃料トレーディング事業を営む子会社において、仕入・売上双方に現物取引・ファイナンシャ

ル取引といった取引契約を活用し、その未実現の評価損益を売上に計上している金額、及び、実現取引を純

額で売上計上した金額が含まれている。この金額からセグメント間の内部売上収益を控除したことにより、

その他の収益は△756,797百万円、外部顧客への売上収益は△737,898百万円となる。

なお、後述の「(3) 製品及びサービスの区分ごとの外部顧客からの売上収益」及び「(4) 外部顧客からの売

上収益の地域別情報」についても同様に、売上収益がマイナスで計上されている。

この他に、国内火力・ガス事業のその他の収益には、経済産業省による戦略的余剰LNG（SBL）の認定供給確

保事業による補助金が含まれている。

２．報告セグメントの利益（△は損失）の金額の合計額と連結財務諸表計上額との差額は、セグメント間取引の

消去及び未実現利益の控除によるものである。

３．セグメント資産の調整額は、セグメント間取引の消去及び未実現利益の控除によるものである。

４．セグメント負債の調整額は、セグメント間取引の消去によるものである。
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(3) 製品及びサービスの区分ごとの外部顧客からの売上収益

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

電気 5,279,195 3,952,282

石炭 △ 825,756 △ 231,498

LNG △ 30,771 △ 293,562

その他 315,203 283,507

合計 4,737,870 3,710,727

(4) 外部顧客からの売上収益の地域別情報

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

日本 5,788,272 4,405,171

シンガポール △ 1,047,443 △ 771,034

その他 △ 2,958 76,590

合計 4,737,870 3,710,727

(注) 売上収益は販売元が所在している国ごとに分類している。

(5) 非流動資産(金融資産、繰延税金資産、退職給付に係る資産を除く)の地域別情報

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

日本 2,699,052 3,144,543

アメリカ 575,948 577,409

その他 624,480 1,023,079

合計 3,899,482 4,745,032

(注) 非流動資産は当社グループ各社の所在地を基礎として分類している。

(6) 主要な顧客に関する情報

外部顧客への売上収益のうち、連結損益計算書の売上収益の10％以上を占める相手先は以下のとおりである。

なお、共通支配下にあることを当社が把握している企業グループは、単一の顧客とみなしている。

(単位：百万円)

関連するセグメント名
前連結会計年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

東京電力ホールディングス株式
会社

国内火力・ガス事業 3,699,383 2,566,004

中部電力株式会社 国内火力・ガス事業 1,901,454 1,586,023
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７．企業結合

前連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

重要な企業結合はない。

当連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

(1) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 Parkwind NV（以下、「Parkwind社」）

事業の内容 洋上風力発電事業

② 企業結合を行った主な理由

Parkwind社は、欧州の洋上風力発電事業において、10年以上の開発・建設・運転にかかる実績を有するベル

ギーの大手洋上風力発電事業者であり、同国で４つの洋上風力発電プロジェクト（総発電容量77.1万kW、同社

持分容量42万kW）を運営するとともに、ドイツにおいて建設中の洋上風力発電プロジェクト（発電容量25.7万

kW、同社持分容量18万kW）を手掛けている。更に、欧州を中心とした開発中の洋上風力発電プロジェクト（同

社持分容量約450万kW）を保有している。

この買収により、Parkwind社が有する欧州での洋上風力発電事業のノウハウや知見を、当社グループが既に

参画している事業やアジアを中心とした今後の事業開発機会に活用することができる。

これを通じ、Parkwind社の更なる企業価値向上と、当社グループのグローバルな再生可能エネルギー事業展

開の加速を実現していく。更に将来的には、再生可能エネルギー由来の低炭素燃料（グリーン水素・アンモニ

ア等）の調達・製造にも寄与するものと考えている。

当社グループは、2035年に向けたビジョンとして「再生可能エネルギーと低炭素火力を組み合わせたクリー

ンエネルギー供給基盤を提供することにより、アジアを中心とした世界の健全な成長と発展に貢献する」こと

を掲げている。このたびの買収を通じ、クリーンエネルギー供給基盤の構築に向けた動きを加速していく。

③ 企業結合日

2023年７月26日

④ 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

⑤ 結合後の企業の名称

変更なし。

⑥ 取得した議決権比率

100.00％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社子会社が現金を対価として株式を取得したことによる。

(2) 取得関連費用

企業結合に係る取得関連費用として、1,740百万円が連結損益計算書の「販売費及び一般管理費」に計上されて

いる。
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(3) 取得日現在における支払対価、取得資産及び引受負債の公正価値及びのれん（注１）

(単位：百万円)

金額

支払対価の公正価値（注２） 257,147

取得資産 399,984

流動資産 31,319

有形固定資産 275,940

無形資産 30,773

繰延税金資産 7,254

その他の非流動資産 54,695

引受負債 260,985

営業債務及びその他の債務 19,660

社債及び借入金 193,771

繰延税金負債 26,583

その他の負債 20,970

取得資産及び引受負債の公正価値（純額） 138,999

非支配持分（注３） 8,727

のれん（注４） 126,875

（注１）第３四半期連結会計期間まで暫定的な会計処理を行っていたが、当連結会計年度末において取得原価の配分が

完了し、のれんの金額は確定している。

（注２）支払対価は全て現金により決済されており、条件付対価はない。

（注３）非支配持分の金額は取得日における被取得企業の識別可能な純資産の公正価値に対する非支配持分割合で測定

している。

（注４）取得したのれんは、今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力に関連して発生し、認識されたのれ

んのうち、税務上損金算入が見込まれるものはない。

(4) 子会社の取得による支出

(単位：百万円)

金額

現金による取得対価 △ 257,148

子会社が保有していた現金及び現金同等物 17,868

子会社の取得による現金支払額 △ 239,280

(5) 企業結合に係る取得日以降の損益情報

企業結合日以降に被取得企業から生じた売上収益及び当期利益は、重要性が乏しいため記載を省略している。
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８．現金及び現金同等物

現金及び現金同等物は、償却原価で測定する金融資産に分類している。

また、前連結会計年度及び当連結会計年度の連結財政状態計算書における「現金及び現金同等物」の残高と連結キ

ャッシュ・フロー計算書における「現金及び現金同等物」の残高は一致している。

９．営業債権及びその他の債権

各年度の営業債権及びその他の債権の内訳は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

受取手形及び売掛金 894,332 631,550

未収入金 77,184 14,688

その他 6,506 15,882

合計 978,023 662,121

（注）１．営業債権及びその他の債権は、償却原価で測定する金融資産に分類している。

10．棚卸資産

各年度の棚卸資産の内訳は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

商品及び製品 68,922 70,653

原材料及び貯蔵品 378,838 235,862

合計 447,760 306,515

（注）前連結会計年度及び当連結会計年度において、費用として認識された棚卸資産の取得価額は主に「売上原価」

に含まれている。

売却費用控除後の公正価値で計上した棚卸資産の帳簿価額は、注記「35．公正価値測定」に記載のとおりである。
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11．その他の金融資産

(1) 各年度のその他の金融資産の内訳は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

償却原価で測定する金融資産

貸付金 46,985 53,592

預入金（主としてデリバティブ取引証拠金） 113,704 41,192

定期預金 1,523 20,432

その他 12,904 28,086

小計 175,118 143,302

純損益を通じて公正価値で
測定する金融資産

その他 4,002 1,341

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する
資本性金融資産

株式及び出資金 76,421 105,167

合計 255,541 249,811

流動資産 128,883 72,414

非流動資産 126,657 177,396

合計 255,541 249,811

(2) 各年度のその他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産の主な銘柄及び公正価値等は以下のとお

りである。

(単位：百万円)

銘柄
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

市場性あり 26,463 38,365

市場性なし 49,957 66,801

合計 76,421 105,167

上記のうち、市場性のある銘柄の公正価値は以下のとおりである。

(単位：百万円)

銘柄
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

ReNew Energy Global plc 20,819 30,989

富士石油 1,812 3,242

ウエストホールディングス 3,029 2,691

その他 801 1,442

合計 26,463 38,365

市場性のない銘柄は、主に海外・再エネ発電事業セグメントに含まれる投資により構成されている。当該投資の前

連結会計年度及び当連結会計年度における公正価値の合計額はそれぞれ、38,712百万円及び54,610百万円である。

株式は主に政策投資目的で保有しているため、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産に指

定している。
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保有資産の効率化及び有効活用を図るため、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産の売却

（認識の中止）を行っている。

各年度における売却時の公正価値及び資本でその他の資本の構成要素として認識されていた累積損益（税引前）は、

以下のとおりである。

前連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

(単位：百万円)

公正価値
資本でその他の資本の構成要素として

認識されていた累積損益(注)

1,713 843

当連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

(単位：百万円)

公正価値
資本でその他の資本の構成要素として

認識されていた累積損益(注)

- -

（注）資本でその他の資本の構成要素として認識されていた累積損益は、売却（認識の中止）時に利益剰余金に振り

替えている。当該振替額（税引後）は、前連結会計年度において843百万円である。

12．その他の資産及び負債

各年度のその他の流動資産、その他の非流動資産、その他の流動負債及びその他の非流動負債の内訳は、以下のと

おりである。

(1) その他の流動資産及びその他の非流動資産

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

前払費用 29,809 38,103

未収消費税等 16,143 28,941

契約履行コスト 14,645 15,027

その他 38,833 56,389

合計 99,433 138,462

流動資産 78,761 110,857

非流動資産 20,671 27,604

合計 99,433 138,462

(2) その他の流動負債及びその他の非流動負債

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

未払消費税等 32,615 116,202

引当金 94,406 116,091

退職給付に係る負債 42,912 38,436

未払法人税等 15,235 36,260

その他 94,383 86,202

合計 279,552 393,194

流動負債 140,041 233,021

非流動負債 139,511 160,173

合計 279,552 393,194
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13．有形固定資産

(1) 増減表

各年度における有形固定資産の帳簿価額の期中増減は、以下のとおりである。

前連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

(単位：百万円)

建物及び
構築物

機械装置 土地 建設仮勘定 その他 合計

期首残高 352,524 831,703 331,653 667,844 8,733 2,192,460

個別取得 505 513 - 290,083 310 291,413

企業結合による取得 8,016 39,743 6,380 11 57 54,210

売却又は処分 △ 135 △ 3,109 - △ 105 △ 12 △ 3,363

減価償却費 △ 25,852 △ 127,084 - - △ 1,433 △ 154,370

減損損失 △ 18 △ 203 - - △ 3 △ 226

減損損失戻入益 3,563 14,384 - - 2 17,950

為替換算差額 1,697 △ 279 △ 389 △ 10,794 615 △ 9,149

建設仮勘定からの
振替

67,701 303,922 - △ 373,805 2,180 -

その他 △ 3,118 1,858 - 300 △ 97 △ 1,057

期末残高 404,883 1,061,449 337,644 573,535 10,355 2,387,868

当連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

(単位：百万円)

建物及び
構築物

機械装置 土地 建設仮勘定 その他 合計

期首残高 404,883 1,061,449 337,644 573,535 10,355 2,387,868

個別取得 403 17,502 - 214,646 928 233,479

企業結合による取得 - 256,303 275 99,922 218 356,720

売却又は処分 △ 476 △ 2,779 - △ 5,698 △ 83 △ 9,038

減価償却費 △ 28,375 △ 167,813 - - △ 1,947 △ 198,135

減損損失 △ 28 △ 50 - - △ 2 △ 81

為替換算差額 1,421 12,881 411 12,638 497 27,850

建設仮勘定からの
振替

71,479 401,606 5,089 △ 480,912 2,737 -

その他 453 8,297 - △ 4,974 2,964 6,741

期末残高 449,761 1,587,397 343,420 409,157 15,667 2,805,405
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各年度における有形固定資産の取得原価、減価償却累計額及び減損損失累計額並びに帳簿価額は、以下のとおり

である。

(単位：百万円)

建物及び
構築物

機械装置 土地 建設仮勘定 その他 合計

前連結会計年度
(2022年４月１日)

取得原価 1,808,201 7,528,528 356,427 668,977 69,869 10,432,005

減価償却累計額及び
減損損失累計額

△ 1,455,676 △ 6,696,825 △ 24,774 △ 1,133 △ 61,134 △ 8,239,545

帳簿価額 352,524 831,703 331,653 667,844 8,733 2,192,460

前連結会計年度
(2023年３月31日)

取得原価 1,882,544 7,633,422 362,419 574,668 72,787 10,525,843

減価償却累計額及び
減損損失累計額

△ 1,477,661 △ 6,571,972 △ 24,774 △ 1,133 △ 62,432 △ 8,137,975

帳簿価額 404,883 1,061,449 337,644 573,535 10,355 2,387,868

当連結会計年度
(2024年３月31日)

取得原価 1,948,135 8,105,865 368,195 410,290 79,562 10,912,049

減価償却累計額及び
減損損失累計額

△ 1,498,374 △ 6,518,467 △ 24,774 △ 1,133 △ 63,894 △ 8,106,644

帳簿価額 449,761 1,587,397 343,420 409,157 15,667 2,805,405

（注）１．減価償却費は連結損益計算書の「売上原価」及び「販売費及び一般管理費」に計上している。

２．減損損失及び減損損失戻入益の内容については、注記「16．非金融資産の減損」に記載のとおりである。

(2) 借入コスト

適格資産の取得原価の構成要素として資産計上した借入コストは、前連結会計年度及び当連結会計年度において

それぞれ12,800百万円、16,940百万円である。

有形固定資産の取得に個別に紐づく借入コストは全額資産化している。一般目的借入から生じる借入コストに関

して使用した資産化率は前連結会計年度及び当連結会計年度においてそれぞれ0.44％、0.87％である。
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14．のれん及び無形資産

(1) 増減表

各年度におけるのれん及び無形資産の帳簿価額の期中増減は、以下のとおりである。

前連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

(単位：百万円)

のれん及び無形資産

のれん ソフトウェア 鉱業権 その他 合計

期首残高 1,657 16,131 5,072 7,830 30,691

個別取得 - 3,605 30,370 1,534 35,510

企業結合による取得 - 249 - - 249

売却又は処分 - △ 13 - - △ 13

償却費 - △ 6,180 △ 172 △ 679 △ 7,032

減損損失戻入益 - 5 - - 5

為替換算差額 △ 188 448 △ 1,073 △ 640 △ 1,453

その他 - 867 - 675 1,542

期末残高 1,469 15,113 34,196 8,720 59,500

当連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

(単位：百万円)

のれん及び無形資産

のれん ソフトウェア 鉱業権 その他 合計

期首残高 1,469 15,113 34,196 8,720 59,500

個別取得 - 7,853 - 109 7,962

企業結合による取得 131,557 40 - 48,772 180,370

売却又は処分 - △ 286 - - △ 286

償却費 - △ 7,434 △ 181 △ 1,017 △ 8,632

為替換算差額 3,183 208 2,348 332 6,073

その他 - 1,447 - △ 5,611 △ 4,163

期末残高 136,211 16,942 36,363 51,306 240,824
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各年度における無形資産の取得原価、償却累計額及び減損損失累計額並びに帳簿価額は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

無形資産

のれん ソフトウェア 鉱業権 その他 合計

前連結会計年度
(2022年４月１日)

取得原価 1,657 30,976 6,222 26,042 64,899

償却累計額及び
減損損失累計額

- △ 14,845 △ 1,149 △ 18,211 △ 34,207

帳簿価額 1,657 16,131 5,072 7,830 30,691

前連結会計年度
(2023年３月31日)

取得原価 1,469 36,246 35,523 28,926 102,166

償却累計額及び
減損損失累計額

- △ 21,132 △ 1,326 △ 20,206 △ 42,665

帳簿価額 1,469 15,113 34,196 8,720 59,500

当連結会計年度
(2024年３月31日)

取得原価 136,211 45,873 37,781 81,228 301,094

償却累計額及び
減損損失累計額

- △ 28,930 △ 1,417 △ 29,921 △ 60,269

帳簿価額 136,211 16,942 36,363 51,306 240,824

（注）１．償却費は連結損益計算書の「売上原価」及び「販売費及び一般管理費」に計上している。

２．減損損失及び減損損失戻入益の内容については、注記「16．非金融資産の減損」に記載のとおりである。

所有権に対する制限及び負債の担保として抵当権が設定された無形資産については、注記「21．社債及び借入

金」に記載のとおりである。

企業結合により取得した無形資産は、主に売電契約によるものである。

企業結合により取得したのれんは、資金生成単位グループごとに帳簿価額と回収可能価額を比較し、減損テスト

を実施している。

連結財政状態計算書に計上されている重要なのれんは、2024年３月期のParkwind買収による連結子会社化等に伴

うのれん126,875百万円であり、海外・再エネ発電事業に帰属する。回収可能価額は、処分コスト控除後の公正価値

に基づき算定している。処分コスト控除後の公正価値の算定はインカム・アプローチを使用し、経営者によって承

認された事業計画を基礎とした11年～52年間の将来予測による将来キャッシュ・フローの現在価値から処分コスト

を控除して算定しており、主要な仮定として、対象となる洋上風力案件に関する風況予測、建設工事費、割引率を

用いている。これらは過去の経験及び外部からの情報に基づいている。

この評価技法は観察可能な市場データではないインプットを使用しているため、この処分費用控除後の公正価値

は公正価値ヒエラルキーのレベル３に分類される。

のれんの減損テストには、資金生成単位グループごとに設定した加重平均資本コスト等を基礎とした割引率を用

いており、減損テストに使用した税引前の割引率は8.7%～14.6%である。

当連結会計年度における減損テストの結果、資金生成単位グループの回収可能価額が帳簿価額を上回ったことか

ら、減損損失は計上していない。なお、減損テストに用いた主要な仮定が合理的に予測可能な範囲で変化したとし

ても、回収可能価額が帳簿価額を下回る可能性は低いと判断している。
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(2) 研究開発費

前連結会計年度及び当連結会計年度における「売上原価」及び「販売費及び一般管理費」に認識された研究開発費

は、それぞれ1,566百万円、1,347百万円である。

15．リース取引

(借手のリース取引)

当社グループは、借手として、主として建物及び構築物、機械装置、船舶を賃借している。なお、重要な購入選択

権、エスカレーション条項及びリース契約によって課された制限(配当、追加借入及び追加リースに関する制限等)は

ない。

当社グループの船舶リースの一部は、主に航海数や輸送量に連動する変動支払い条件を含んでおり、変動支払条件

は、固定費を最小化するために利用され、変動支払条件を含んでいるリース契約について固定支払リース料はない。

当社グループのリースの一部には、契約条件に延長オプションが含まれているが、多くの場合、行使が合理的に確

実ではないためリース負債の測定には含めていない。

また、前連結会計年度及び当連結会計年度において、残価保証を含むリース契約はない。

前連結会計年度末及び当連結会計年度末における当社グループが貸主と契約しているが利用を開始していないリー

ス契約に係る将来キャッシュ・アウトフローは、それぞれ3,500百万円及び21,713百万円である。

(1) 借手のリース費用に関する開示

各年度の借手のリースに関連する損益の内訳は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

使用権資産の減価償却費

建物及び構築物を原資産とするもの 3,237 3,579

機械装置を原資産とするもの 933 1,961

船舶を原資産とするもの 49,973 68,603

その他を原資産とするもの 485 311

小計 54,629 74,456

リース負債に係る金利費用 4,054 6,434

短期リースに係る費用 33,643 23,101

少額資産のリースに係る費用(短期リースを除く) 1,951 5,112

変動リース料 11,187 10,829

使用権資産のサブリースによる収益 △ 99 △ 224

借手のリースに関連する損益 105,366 119,710

(2) 使用権資産の帳簿価額の内訳

各年度の使用権資産の帳簿価額の内訳は以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

使用権資産 323,074 444,670

建物及び構築物を原資産とするもの 11,511 12,303

機械装置を原資産とするもの 12,808 13,068

船舶を原資産とするもの 296,417 415,053

その他を原資産とするもの 2,336 4,244
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(3) 使用権資産の増加額

前連結会計年度及び当連結会計年度における使用権資産の増加額は、それぞれ59,880百万円及び187,390百万円で

ある。

(4) リースに係るキャッシュ・アウトフローの合計額

前連結会計年度及び当連結会計年度におけるリースに係るキャッシュ・アウトフローの合計額は、それぞれ

109,107百万円及び122,288百万円である。

(5) リース負債

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

平均利率

（％）
返済期限

1年以内に返済予定の
リース負債

55,242 91,247 3.0 -

リース負債（1年以内
に返済予定のものを
除く）

286,338 366,427 1.2 2025年～2049年

（注）リース負債の満期分析については、注記「34．金融商品 (4) 流動性リスク」に記載している。

(貸手のリース取引)

(1) ファイナンス・リース

当社グループは、ファイナンス・リースの貸手として、船舶等を賃貸しており、各年度のリース収益は以下のと

おりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

正味リース投資未回収額に対する金融収益 21 94

各年度のファイナンス・リース契約に基づくリース料債権(割引前)の満期分析は以下のとおりである。

(単位：百万円)

リース料債権

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

１年以内 1,102 1,132

１年超２年以内 1,085 1,129

２年超３年以内 1,079 1,130

３年超４年以内 1,079 1,131

４年超５年以内 1,079 1,132

５年超 2,715 1,980

合計 8,142 7,636

未稼得金融収益 975 1,085

正味リース投資未回収額 7,167 6,550
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(2) オペレーティング・リース

当社グループは、オペレーティング・リースの貸手として、建物を賃貸しており、各年度の収益は以下のとおり

である。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

リース収益 1,764 3,665

16．非金融資産の減損

(1) 資金生成単位

当社グループは、原則として独立したキャッシュ・インフローの生成単位ごとに資産のグルーピングを行ってい

る(国内発電事業については相互補完性を考慮したキャッシュ・インフローの生成単位別)。

また、遊休資産や廃止等の処分が決定している資産のうち重要なものについては、それぞれ独立した資産グルー

プとしている。

(2) 減損損失及び減損損失戻入益

各年度における減損損失及び減損損失戻入益は、以下のとおりであり、それぞれ連結損益計算書の「その他の費

用」、「その他の収益」に含めて表示している。

国内発電事業に関連する有形固定資産及び無形資産の減損

① 減損損失及び減損損失戻入益の金額

国内発電事業において、当社が保有している火力発電所の有形固定資産等について、設備の長期計画停止を計

画する等、投資の回収が困難と判断された資産又は資産グループに関して、前連結会計年度において減損損失226

百万円、当連結会計年度において81百万円を認識している。また、過年度に減損損失を計上した火力発電所の有

形固定資産等について、燃料指標の変動等に伴う長期計画停止の取りやめにより収益性が回復したことから、前

連結会計年度において減損損失戻入益を17,955百万円認識している。

② 回収可能価額の算定方法

減損損失を計上する際の回収可能価額は処分費用控除後の公正価値により算定されている。当該公正価値測定

のヒエラルキーはレベル３に分類している。また、減損損失の戻入を計上する際の回収可能価額は使用価値によ

り測定している。

公正価値は、他への転用や売却が困難なため零円、使用価値は、将来キャッシュ・フローを当社資本コストに

基づいた割引率により割引いて算定している。

国内発電事業に係る非金融資産の減損処理額

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

減損損失 減損損失戻入益 減損損失 減損損失戻入益

有形固定資産 226 17,950 81 -

無形資産 - 5 - -

合計 226 17,955 81 -

（注）減損損失及び減損損失戻入益の資産の種類については注記「13．有形固定資産」及び「14．のれん及び無形資

産」に記載のとおりである。
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17．子会社

当連結会計年度末の主要な子会社の状況は、「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記載のとおりである。

なお、一部の子会社において、プロジェクト・ファイナンスによる資金調達が行われており、預金について使用

制限が付されている。

また、報告期間中に子会社の非支配持分に配分された純損益は、前連結会計年度は147,717百万円、当連結会計年

度は61,673百万円であり、大半は子会社のJERA Global Markets Pte. Ltd.に帰属するものである。

18．持分法で会計処理されている投資

(1) 重要性のある関連会社

各年度の当社グループにとって重要性のある関連会社は以下のとおりである。

（単位：％）

名称 所在地 主な事業の内容

持分割合

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

Freeport LNG
Development, L.P.

アメリカ
ヒューストン

米州におけるLNG設備
の運転保守及び開発

25.7 25.7

Aboitiz Power
Corporation

フィリピン
マニラ

フ ィ リ ピ ン で の 発
電・配電及び電力の
小売

27.0 27.6

（注）上記の表の重要性のある関連会社の決算日は12月31日であるが、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては、本連結財務諸表に反映している。

Freeport LNG Development, L.P.社のIFRS要約連結財務情報及び当該関連会社に対する持分の帳簿価額との調整

は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

流動資産 147,992 134,596

非流動資産 1,368,040 1,431,476

資産合計 1,516,033 1,566,072

流動負債 174,307 124,597

非流動負債 1,683,181 1,673,182

負債合計 1,857,489 1,797,780

資本合計 △ 341,456 △ 231,707

資本合計のうち当社のグループの持分 △ 87,856 △ 59,618

連結調整 428,032 437,790

投資の帳簿価額 340,176 378,172

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

売上収益 117,791 316,147

当期利益 △ 18,675 62,133

その他の包括利益 34,424 △ 502

当期包括利益 15,749 61,631

当期利益のうち当社グループ持分 △ 4,805 15,987

Freeport LNG Development, L.P.社からの受取配当金 2,670 -
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Aboitiz Power Corporation社のIFRS要約連結財務情報及び当該関連会社に対する持分の帳簿価額との調整及び公

正価値は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

流動資産 316,483 296,456

非流動資産 820,189 950,322

資産合計 1,136,673 1,246,779

流動負債 177,471 165,464

非流動負債 530,385 584,740

負債合計 707,857 750,205

資本合計 428,815 496,574

資本合計のうち当社のグループの持分 115,780 134,074

連結調整 89,513 72,402

投資の帳簿価額 205,293 206,476

投資の公正価額 181,079 189,731

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

売上収益 470,629 523,822

当期利益 32,320 50,974

その他の包括利益 7,598 △ 6,891

当期包括利益 39,919 44,082

当期利益のうち当社グループ持分 8,726 13,763

Aboitiz Power Corporation社からの受取配当金 6,452 9,038

(2) 重要性のあるジョイント・ベンチャー

該当事項なし。

(3) 重要性のない関連会社及びジョイント・ベンチャー

各年度の重要性のない関連会社及びジョイント・ベンチャーに対する投資の帳簿価額は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

関連会社 7,405 35,838

ジョイント・ベンチャー 559,895 614,781

なお、一部のジョイント・ベンチャーにおいて、プロジェクト・ファイナンス又は金融機関との契約により、預

金についての使用制限が付されている。
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重要性のない関連会社及びジョイント・ベンチャーの財務情報は、以下のとおりである。なお、これらの金額は、

当社グループの持分に相当する金額である。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

関連会社

当期利益 2,263 3,638

その他の包括利益 495 △ 523

当期包括利益 2,758 3,115

ジョイント・ベンチャー

当期利益 2,014 42,453

その他の包括利益 25,483 △ 2,674

当期包括利益 27,497 39,779

ジョイント・ベンチャーを通じて保有している海外・再エネ発電セグメントに属する株式について、事業環境の

変化に伴い収益性が悪化したことにより前連結会計年度及び当連結会計年度において、それぞれ23,517百万円、

12,395百万円の減損損失を、当連結会計年度において19,668百万円の減損損失の戻入れを「持分法による投資損

益」として計上している。

19．法人所得税

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債

各年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

繰延税金資産

繰越欠損金 149,986 119,301

リース負債 84,797 113,206

繰延資産 15,910 14,648

関係会社への投資 24,740 26,109

その他 73,044 62,080

繰延税金資産合計 348,479 335,347

繰延税金負債

関係会社への投資 101,345 151,331

使用権資産 73,972 99,599

固定資産 21,499 28,897

その他 27,210 33,498

繰延税金負債合計 224,028 313,327

繰延税金資産(負債)の純額 124,450 22,020
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各年度の繰延税金資産又は繰延税金負債の純額の変動の内容は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

期首残高 13,353 124,450

繰延法人所得税 98,229 △ 45,262

その他の包括利益の各項目に関する繰延税金

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の変動額
の有効部分

10,394 △ 48,136

その他の包括利益を通じて測定する金融資産の
公正価値の純変動

232 △ 645

確定給付型退職給付制度の再測定 △ 1,213 △ 1,760

企業結合等に伴う繰延税金資産（負債）の増減等 - △ 19,328

その他 3,454 12,702

期末残高 124,450 22,020

繰延税金資産の認識に当たり、将来減算一時差異又は税務上の繰越欠損金の一部又は全部が将来課税所得に対し

て利用できる可能性を考慮している。繰延税金資産の回収可能性の評価においては、予定される繰延税金負債の取

崩、予測される将来課税所得及びタックスプランニングを考慮している。認識された繰延税金資産については、過

去の課税所得水準及び繰延税金資産が控除可能な期間における将来課税所得の予測に基づき、回収される可能性が

高いと考えている。

各年度における連結財政状態計算書上で繰延税金資産が認識されていない、将来減算一時差異、税務上の繰越欠

損金の内訳は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

将来減算一時差異 113,574 98,165

税務上の繰越欠損金 22,018 23,887

各年度における連結財政状態計算書上で繰延税金資産が認識されていない、税務上の繰越欠損金の失効期限別内

訳は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

１年 - -

２年～５年 - -

５年～10年超 19,647 21,535

失効期限の定めなし 2,370 2,352

合計 22,018 23,887

当連結会計年度において繰延税金負債を認識していない子会社等に対する投資に係る将来加算一時差異の合計額

は、388百万円である。

これらは当社グループが一時差異を解消する時期をコントロールでき、かつ予測可能な期間内に当該一時差異が

解消しない可能性が高いことから、繰延税金負債を認識していない。

前連結会計年度及び当連結会計年度の繰延税金資産のうち、前連結会計年度又は当連結会計年度に損失が生じて

おり、繰延税金資産の回収可能性が将来の課税所得の有無に依存している納税主体に帰属しているものは、それぞ

れ258,235百万円及び201,628百万円である。
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当社グループは繰延税金資産の回収可能性の評価において、予定される繰延税金負債の取崩し、予測される将来

課税所得及びタックスプランニングを考慮している。

(2) 法人所得税費用

各年度の法人所得税費用の内訳は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当期法人所得税

当期 35,383 56,577

過年度 △ 456 △ 2,659

当期法人所得税合計 34,927 53,918

繰延法人所得税

一時差異等の発生と解消 △ 101,487 66,295

未認識の繰延税金資産の増減 3,354 △ 4,037

税率の変更による繰延税金資産及び負債の調整額 △ 95 △ 28

繰延法人所得税合計 △ 98,229 62,229

法人所得税費用合計 △ 63,301 116,148

(3) 実効税率の調整

各年度の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異について、原因となった主な項目の内訳

は、以下のとおりである。

(単位：％)

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

法定実効税率 27.9 27.9

(調整)

子会社税率差異 △ 94.2 △ 6.8

在外子会社の留保利益 3.8 0.6

持分法による投資損益 △ 0.7 △ 1.0

繰延税金資産の回収可能性の判断の変更 1.0 △ 0.6

その他 0.4 △0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △ 61.9 20.1

（注）前連結会計年度の「その他」においては、「受取配当金」△4.9％、「受取配当金以外の永久差異に対する税

額」5.4％が含まれている。

当社及び国内子会社は、主に法人税、住民税及び事業税を課されており、これらを基礎として計算する適用税率

は前連結会計年度、当連結会計年度において27.9％となっている。

なお、海外子会社についてはその所在地における法人税等が課されている。
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(4) グローバル・ミニマム課税

日本の令和５年度税制改正において、BEPSのグローバル・ミニマム課税ルールに対応する法人税が創設され、そ

れに係る規定（以下「グローバル・ミニマム課税制度」という。）を含めた税制改正法（「所得税法等の一部を改

正する法律」（令和５年法律第３号））（以下「改正法人税法」という。）が2023年３月28日に成立した。

改正法人税法では、BEPSのグローバル・ミニマム課税ルールのうち、所得合算ルール（IIR）が導入されており、

2024年４月１日開始事業年度より、日本に所在する親会社の子会社等の税負担が最低税率（15％）に至るまで、日

本に所在する親会社に対して追加で（トップアップ）課税されることになる。

当社グループは、制度対象となる構成事業体各社の直近の税務申告書、国別報告書、財務諸表等に基づき当該ル

ールの影響を評価した結果、法人所得税に対する重要性があるエクスポージャーを想定していない。

20．営業債務及びその他の債務

各年度の営業債務及びその他の債務の内訳は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

買掛金 628,063 563,585

未払費用 14,052 78,188

設備投資未払金 27,953 18,985

合計 670,069 660,759

（注）営業債務及びその他の債務は、償却原価で測定する金融負債に分類している。

21．社債及び借入金

(1) 各年度の社債及び借入金の内訳は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

平均利率
（％）

返済（償還）期

限

短期借入金 232,560 51,496 2.90 -

１年内返済予定の長期借入金 675,571 374,346 0.79 -

１年内償還予定の社債（注４） - 29,985 (注１) (注１)

コマーシャル・ペーパー 99,000 - - -

長期借入金 2,065,351 2,084,288 1.84 2025～2043年

社債(注４) 438,338 563,537 (注１) (注１)

合計 3,510,821 3,103,654 - -

流動負債 1,007,131 455,828

非流動負債 2,503,690 2,647,826

合計 3,510,821 3,103,654

(注) １．平均利率については、期末残高に対する約定利率の加重平均を記載している。

２．社債及び借入金は償却原価で測定する金融負債に分類している。

３．一部の借入金について、財務制限条項が付されている。当社は前連結会計年度及び当連結会計年度におい

て、当該条項を遵守している。当該条項については、必要とされる水準を維持するようにモニタリングして

いる。
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４．社債の発行条件の要約は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

会社名 銘柄 発行年月日
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

利率
(％)

担保 償還期限

株式会社
JERA

第１回無担保社債(社債間限
定同順位特約付)

2020年10月22日 19,973 19,984 0.190 無担保 2025年10月24日

〃
第２回無担保社債(社債間限
定同順位特約付)

2020年10月22日 19,949 19,955 0.390 無担保 2030年10月25日

〃
第３回無担保社債(社債間限
定同順位特約付)

2021年11月26日 39,935 39,952 0.150 無担保 2026年11月25日

〃
第４回無担保社債(社債間限
定同順位特約付)

2021年11月26日 29,918 29,927 0.350 無担保 2031年11月25日

〃
第５回無担保社債(社債間限
定同順位特約付)

2022年１月19日 29,967 29,985 0.050 無担保 2025年１月24日

〃
第６回無担保社債(社債間限
定同順位特約付)

2022年１月19日 9,958 9,960 0.670 無担保 2041年１月25日

〃
第７回無担保社債(社債間限
定同順位特約付)

2022年４月27日 69,922 69,960 0.200 無担保 2025年４月25日

〃
第８回無担保社債(社債間限
定同順位特約付)(トランジシ
ョンボンド)

2022年５月24日 11,973 11,980 0.420 無担保 2027年５月25日

〃
第９回無担保社債(社債間限
定同順位特約付)(トランジシ
ョンボンド)

2022年５月24日 7,974 7,976 0.664 無担保 2032年５月25日

〃
第10回無担保社債(社債間限
定同順位特約付)

2022年６月22日 12,080 12,089 0.350 無担保 2025年６月25日

〃
第11回無担保社債(社債間限
定同順位特約付)

2022年７月11日 10,073 10,078 0.600 無担保 2028年７月25日

〃
第12回無担保社債(社債間限
定同順位特約付)

2022年７月11日 10,250 10,252 1.400 無担保 2047年７月25日

〃
第13回無担保社債(社債間限
定同順位特約付)

2022年９月12日 5,274 5,275 1.340 無担保 2044年９月23日

〃
第14回無担保社債(社債間限
定同順位特約付)

2022年９月12日 5,273 5,274 1.390 無担保 2046年９月25日

〃
第15回無担保社債(社債間限
定同順位特約付)

2022年９月22日 19,965 19,976 0.540 無担保 2026年３月25日

〃
第16回無担保社債(社債間限
定同順位特約付)

2023年４月26日 - 24,950 0.640 無担保 2028年４月25日

〃
第17回無担保社債(社債間限
定同順位特約付)

2023年４月26日 - 14,959 0.900 無担保 2030年４月25日

〃
第18回無担保社債(社債間限
定同順位特約付)

2023年６月22日 - 19,943 0.510 無担保 2028年６月23日

〃
第19回無担保社債(社債間限
定同順位特約付)

2023年６月19日 - 9,977 0.510 無担保 2028年６月23日

〃
第20回無担保社債(社債間限
定同順位特約付)

2023年12月６日 - 29,950 0.470 無担保 2026年11月25日

〃
第21回無担保社債(社債間限
定同順位特約付)

2023年12月６日 - 9,974 0.689 無担保 2028年11月24日

〃
第22回無担保社債(社債間限
定同順位特約付)

2024年３月６日 - 29,946 0.500 無担保 2027年２月25日

〃
第23回無担保社債(社債間限
定同順位特約付)(トランジシ
ョン・リンク・ボンド)

2024年３月６日 - 9,965 1.192 無担保 2034年２月24日

〃
第１回利払繰延条項・期限前
償還条項付無担保社債(劣後
特約付)

2022年12月15日 64,964 64,973
2.144
(※１)

無担保 2057年12月25日

〃
第２回利払繰延条項・期限前
償還条項付無担保社債(劣後
特約付)

2022年12月15日 9,145 9,147
2.209
(※２)

無担保 2059年12月25日

〃
第３回利払繰延条項・期限前
償還条項付無担保社債(劣後
特約付)

2022年12月15日 21,862 21,865
2.549
(※３)

無担保 2062年12月25日

〃 第１回米ドル建無担保社債 2022年４月14日 39,872 45,234 3.665 無担保 2027年４月14日

※１ 2027年12月25日までは固定利率、翌日以降は変動利率となり、2032年12月25日の翌日及び2047年12月25日の

翌日は金利のステップアップが発生する。

※２ 2029年12月25日までは固定利率、翌日以降は変動利率となり、2032年12月25日の翌日及び2049年12月25日の
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翌日は金利のステップアップが発生する。

※３ 2032年12月25日までは固定利率、翌日以降は変動利率となり、2032年12月25日の翌日及び2052年12月25日の

翌日は金利のステップアップが発生する。

(2) 各年度の担保差入資産及び対応する負債は、以下のとおりである。

① 担保差入資産

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

現金及び現金同等物 70,279 125,227

営業債権及びその他の債権 918 882

棚卸資産 2,156 1,111

有形固定資産 864,571 962,364

使用権資産 338 401

のれん及び無形資産 4,613 3,217

持分法で会計処理されている投資 56,900 46,981

その他の金融資産（流動及び非流動） 27,320 17,201

その他の資産（流動及び非流動） 1,942 1,942

合計 1,029,040 1,159,330

② 担保差入資産に対応する負債

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

借入金（流動及び非流動） 757,512 737,945

22．その他の金融負債

各年度のその他の金融負債の内訳は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

償却原価で測定する金融負債

未払金 53,411 72,225

預り金 146,771 67,924

その他（注） 16,176 16,040

小計 216,358 156,189

その他

非支配持分に係る売建プット・オプション負債 164,082 178,877

合計 380,440 335,067

流動負債 160,845 89,924

非流動負債 219,595 245,142

合計 380,440 335,067

（注）償却原価で測定する金融負債のその他は金利の負担を伴うものが前連結会計年度に16,101百万円（うち、１年

以内に返済予定7,964百万円）、当連結会計年度に16,040百万円含まれており、返済期限は2026年～2028年、平

均利率は5.5％である。
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23．引当金

引当金の増減は、以下のとおりである。

当連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

(単位：百万円)

資産除去債務 その他の引当金 合計

期首残高 6,369 88,036 94,406

期中増加額 860 37,217 38,077

企業結合による増加 12,773 - 12,773

割引計算の期間利息費用 428 - 428

目的使用による減少 - △ 7,225 △ 7,225

在外営業活動体の換算差額 698 93 792

その他（注） △ 123 △ 23,036 △ 23,160

期末残高 21,005 95,085 116,091

（注）見積りの変更による減少を含んでいる。

引当金の流動、非流動区分ごとの内訳は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

流動負債 2,450 8,742

非流動負債 91,956 107,348

(注) 引当金は、連結財政状態計算書の「その他の流動負債」「その他の非流動負債」に含めている。

① 資産除去債務

主として洋上風力発電事業における発電設備の撤去義務及び燃料上流事業における資源開発関連設備の生産終了

後の撤去義務等である。

これらの費用は、主に当連結会計年度末より前者は13～24年後、後者は41年後までに支払われることを見込んで

いるが、将来の事業計画等により影響を受ける。

② その他の引当金

主として発電所設備の撤去に係る費用等に関するものである。

これらの費用は、主に当連結会計年度末より２年後に支払われることを見込んでいるが、将来の事業計画等によ

り影響を受ける。
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24．退職後給付

当社及び一部の連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けている

他、確定拠出型の制度として、確定拠出年金制度を設けている。

当社の確定給付企業年金制度は複数事業主制度を採用し、東京電力企業年金制度及び中部電力企業年金制度に加入

しており、各制度における拠出額は算定基礎のポイントに一定の率を乗じる方法等により算定される。

当該制度は、以下の点で単一事業主制度とは異なる。

(a) 複数事業主制度に拠出した資産は、拠出事業主以外の事業主の従業員への給付に使用される可能性がある。

(b) 一部の事業主が掛金拠出を中断した場合、他の事業主に未積立債務の負担が求められる可能性がある。

(c) 複数事業主制度が解散した場合又は複数事業主制度から脱退する場合、未積立額を解散時あるいは脱退時特別

掛金として拠出することが求められる可能性がある。

当該制度に関しては、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に算定できることから、制度資産に含めて記載

している。

東京電力企業年金制度及び中部電力企業年金制度は、従業員の同意を得て、受給資格、給付内容・方法、掛金負担

等年金制度の内容を規定した企業年金規約を定めている。

制度資産は当社グループより法的に分離されており、資産運用受託者は制度資産に対し責任を負い、年金制度加入

者等に対する忠実義務、分散投資義務等の運営上の責任、及び利益相反行為の禁止を義務付けられている。

退職一時金制度及び確定給付企業年金制度は、一般的な投資リスク、金利リスク、インフレリスク等に晒されてい

るが、重要性はないものと判断している。

当社は、2024年４月１日付でこれまでの複数の確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を統合し、新たな退職給

付制度に移行することを当連結会計年度に決定した。

この決定に伴う過去勤務費用は当連結会計年度に認識している。

(1) 確定給付制度債務及び制度資産の調整表

各年度の確定給付制度債務及び制度資産と連結財政状態計算書に認識された退職給付に係る負債及び資産との関

係は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

積立型の確定給付制度債務の現在価値 29,905 29,853

制度資産の公正価値 △ 34,308 △ 38,280

小計 △ 4,402 △ 8,426

非積立型の確定給付制度債務の現在価値 42,912 38,123

合計 38,509 29,696

連結財政状態計算書上の金額

退職給付に係る負債(注１) 42,912 38,436

退職給付に係る資産(注２) △ 4,402 △ 8,739

連結財政状態計算書に認識された負債（資産）の純額 38,509 29,696

(注) １.退職給付に係る負債はその他の非流動負債に含めている。

２.退職給付に係る資産はその他の非流動資産に含めている。
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(2) 確定給付制度債務の調整表

各年度の確定給付制度債務の増減は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

期首残高 76,107 72,817

当期勤務費用 3,671 3,171

利息費用 618 915

再測定による増減

数理計算上の差異－人口統計上の仮定の変更 5 △ 821

数理計算上の差異－財務上の仮定の変更 △ 4,408 △ 3,242

数理計算上の差異－実績の修正 △ 536 207

過去勤務費用 - △ 2,525

給付の支払額 △ 2,740 △ 3,078

企業結合及び処分の影響額 - 648

転籍に伴う増加 66 101

その他 34 △ 217

期末残高 72,817 67,977

各年度の確定給付制度債務の加重平均デュレーションは、以下のとおりである。

(単位：年)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

加重平均デュレーション 12～18 11～20

(3) 制度資産の調整表

各年度の制度資産の増減は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

期首残高 33,909 34,308

利息収益 277 440

再測定による増減

制度資産に係る収益(利息収益を除く) △ 590 2,536

事業主からの拠出額 899 943

制度加入者からの拠出額 47 59

給付の支払額 △ 269 △ 481

企業結合及び処分の影響額 - 444

転籍に伴う増加 35 53

その他 - △ 24

期末残高 34,308 38,280

（注）なお、当社グループは2025年３月期に1,557百万円の掛金を拠出する予定である。
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(4) 制度資産の主な内訳

各年度の制度資産合計に対する主な分類ごとの内訳は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

活発な市場

における市

場相場価格

があるもの

活発な市場

における市

場相場価格

がないもの

合計

活発な市場

における市

場相場価格

があるもの

活発な市場

における市

場相場価格

がないもの

合計

現金及び現金同等物 71 - 71 77 - 77

株式 6,644 - 6,644 6,865 - 6,865

債券 12,976 686 13,663 12,006 757 12,764

生保一般勘定 - 13,395 13,395 3,489 14,557 18,046

その他 - 532 532 - 525 525

合計 19,694 14,614 34,308 22,439 15,840 38,280

当社の加入する東京電力企業年金制度及び中部電力企業年金制度における制度資産の運用は、将来の給付を確実

に行うために必要な収益を確保することを目的として行っている。

そのために、運用に係るリスクとリターン、過去実績及び将来予測を考慮し、最適なポートフォリオを構築して

いる。

(5) 数理計算上の仮定に関する事項

各年度の数理計算上の仮定の主要なものは、以下のとおりである。

(単位：％)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

割引率 主として1.2～1.4 主として1.6

（注）主要な基礎率の変化が各年度における確定給付制度債務に与える感応度は以下のとおりである。これらの感応

度のそれぞれは、その他の変数が一定との前提を置いているが、実際には独立して変化するとは限らない。な

お、マイナスは確定給付制度債務の減少を、プラスは確定給付制度債務の増加を表している。

(単位：百万円)

基礎率の変化
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

割引率
0.5％の上昇 △ 4,430 △ 4,111

0.5％の低下 4,936 4,515

(6) 確定拠出年金制度

前連結会計年度及び当連結会計年度における確定拠出年金制度の拠出額は、それぞれ9,903百万円、5,935百万円

である。

25．資本及びその他の資本項目

(1) 資本金

① 授権株式数

前連結会計年度及び当連結会計年度における授権株式数は、普通株式50,000,000株、Ａ種種類株式２株及びＢ

種種類株式２株である。

株式は、権利内容に何ら限定のない無額面の普通株式及び、剰余金の配当、残余財産の分配、取得請求権及び

株主総会の決議事項に関して普通株式と異なる定めをした無額面のＡ種種類株式及びＢ種種類株式である。

種類株式の内容については、「第４ 提出会社の状況 １株式等の状況 (2) 新株予約権等の状況 ③その他の新

株予約権等の状況」に記載している。
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② 全額払込済みの発行済株式

各年度の発行済株式数の増減は、以下のとおりである。

発行済普通株式数
(株)

前連結会計年度(2022年４月１日) 20,000,000

増減 -

前連結会計年度(2023年３月31日) 20,000,000

増減 -

当連結会計年度(2024年３月31日) 20,000,000

(2) 剰余金

① 資本剰余金

日本における会社法では、株式の発行に対しての払込又は給付した額の２分の１以上を資本金に組み入れ、残

りは資本剰余金に含まれる資本準備金に組み入れることが規定されている。

また、会社法では、資本準備金は株主総会の決議により、資本金に組み入れることができる。

② 利益剰余金

会社法では、剰余金の配当により減少する剰余金の額の10分の１を、資本準備金及び利益剰余金に含まれる利

益準備金の合計額が資本金の４分の１に達するまで、資本準備金又は利益準備金として積み立てることが規定さ

れている。積み立てられた利益準備金は、欠損填補に充当できる。また、株主総会の決議をもって、利益準備金

を取り崩すことができる。
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(3) その他資本性金融商品

当社は、財務基盤のより一層の拡充を図るため、2023年３月30日に永久劣後特約付シンジケートローン（以下

「本ローン」という。）による2,000億円（トランシェＡ 1,000億円、トランシェＢ 1,000億円）の資金調達を実行

している。本ローンは元本の弁済及び償還期日の定めがなく、利息の任意繰延が可能であり、劣後特約の内容で定

めた劣後事由（清算及び破産）が発生した場合を除き支払義務がないこと等により、IFRS上、資本性金融商品に分

類され、本ローンによる調達額から発行費用を控除した額を、連結財政状態計算書上「資本」区分において「その

他資本性金融商品」として計上している。

本ローンの概要

資金調達総額 2,000億円（トランシェＡ 1,000億円、トランシェＢ 1,000億円）

最終弁済期限及び任意弁済

確定期限の定めなし。
ただし、トランシェＡについては、2028年３月31日及び以降の利払日に、当
社の事前通知により、任意弁済が可能。トランシェＢについては、2030年３
月29日及び以降の利払日に、当社の事前通知により、任意弁済が可能。

利息に関する制限

当社は事前通知により任意に利息の支払を停止し、繰り延べることが可能。
ただし、普通株式への配当等が生じた場合には、当該任意停止利息及びそれ
に伴う追加利息の支払について、営利事業として実行可能な合理的な努力を
行う。

劣後条項
契約に定める劣後事由（清算及び破産）が発生した場合、本ローンの弁済順
位は全ての上位債権者に劣後する。

適用利率

トランシェＡについては、2033年３月の利払日以降に0.25％、2048年３月の
利払日以降、更に0.75％ステップアップする。
トランシェＢについては、2033年３月の利払日以降に0.25％、2050年３月の
利払日以降、更に0.75％ステップアップする。

(4) その他の資本の構成要素

① 在外営業活動体の換算差額

外貨建で作成された在外営業活動体の財務諸表を連結する際に発生した換算差額である。

② キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の変動額の有効部分

当社グループは将来キャッシュ・フローの変動リスクを回避するためにヘッジを行っており、キャッシュ・フ

ロー・ヘッジとして指定されたデリバティブ取引の公正価値の変動額のうち有効と認められる部分である。

③ その他の包括利益を通じて測定する金融資産の公正価値の純変動

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産の公正価値の変動額である。

④ 確定給付型退職給付制度の再測定

確定給付制度債務に係る数理計算上の差異、制度資産に係る収益(利息収益に含まれる金額を除く)及び資産上

限額の影響(利息収益に含まれる金額を除く)の変動額である。

26．配当金

(1) 配当金支払額

前連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

2022年６月23日
定時株主総会

普通株式 83,100 4,155 2022年３月31日 2022年６月24日

（注）連結キャッシュ・フロー計算書における前連結会計年度の「配当金の支払額」には、所有者への分配として認

識した配当額83,100百万円の他、一部の連結子会社による非支配株主への資本の払戻しに関する支払額が含ま

れている。

当連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

無配のため、記載すべき事項はない。
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(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

前連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

無配のため、記載すべき事項はない。

当連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

無配のため、記載すべき事項はない。

27．売上収益

(1) 売上収益の分解

各年度の売上収益の内訳は、注記「６．セグメント情報」に記載のとおりである。

(2) 各年度の契約残高に関する情報は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

顧客との契約から生じた債権 630,164 400,041

契約負債 1,856 2,260

（注）当連結会計年度の期首現在の契約負債残高は、おおむね当連結会計年度の収益として認識しており、繰り越さ

れた金額に重要性はない。また、当連結会計年度において、過去の期間に充足した履行義務から認識した収益

の額についても重要性はない。

(3) 各年度の残存履行義務に関する情報は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

未充足又は部分的に未充足の履行義務に配分した取引
価格

853,462 1,237,972

収益認識が見込まれる時期

１年以内 - 493,173

１年超３年以内 626,433 360,289

３年超 227,029 384,509

（注）実務上の便法を適用し、当該金額には、当初の契約の予想期間が１年以内の残存履行義務、及び、提供したサ

ービスの時間に基づき請求する契約等の請求する権利を有している金額で収益を認識している残存履行義務に

係る取引価格は含めていない。また、変動対価の額については、変動対価の額に関する不確実性が事後的に解

消される際に、解消される時点までに計上された収益の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に限り、取

引価格に含めている。

(4) 各年度の契約履行コストに関する情報は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

資産に認識した契約履行コストの期末残高 14,645 15,027

資産に認識した契約履行コストのうち、償却した金額は前連結会計年度及び当連結会計年度において、それぞれ

34百万円、151百万円である。

資産に認識した契約履行コストのうち、減損した金額は前連結会計年度において、23百万円である。
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28．販売費及び一般管理費

各年度の販売費及び一般管理費の内訳は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

減価償却費及び償却費 10,396 73,655

従業員給付費用 55,350 48,723

業務委託費 20,514 28,365

その他 24,871 43,385

合計 111,133 194,129

29．従業員給付費用

前連結会計年度及び当連結会計年度において計上した従業員給付費用の合計金額は、それぞれ95,541百万円、

89,467百万円である。

従業員給付費用は「売上原価」及び「販売費及び一般管理費」に計上している。

30．その他の収益・費用

各年度のその他の収益の主な内訳は下記のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

リース収益 - 2,195

受取保険金 - 1,986

減損損失戻入益 17,955 -

その他 8,818 9,234

合計 26,774 13,417

各年度のその他の費用の主な内訳は下記のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

為替差損 30,577 10,766

その他 3,053 3,514

合計 33,631 14,280

（注）減損損失（戻入益）の内容については、注記「16．非金融資産の減損」に記載のとおりである。
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31．金融収益及び金融費用

(1) 各年度の金融収益の内訳は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

受取利息

償却原価で測定する金融資産 17,082 62,006

受取配当金

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する
資本性金融資産

3,374 3,696

金融資産の公正価値の純変動額

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産 - 4,714

デリバティブ評価益 6,677 4,555

その他 5 3,696

合計 27,139 78,668

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産に関する受取配当金の内訳は、以下のとおりであ

る。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

期中に認識を中止した金融資産 34 -

期末日現在で保有している金融資産 3,340 3,696

(2) 各年度の金融費用の内訳は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

支払利息

償却原価で測定する金融負債 28,983 44,849

リース負債 4,009 6,434

為替差損 24,806 8,430

その他 5,377 4,916

合計 63,177 64,631

（注）為替差損には通貨デリバティブの評価損が含まれている。
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32．その他の包括利益

各年度の「その他の包括利益」に含まれている、各項目別の当期発生額及び純損益への組替調整額並びに税効果の

影響は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

その他の包括利益を通じて測定する金融資産の
公正価値の純変動

当期発生額 △ 9,352 14,972

税効果調整前 △ 9,352 14,972

税効果額 232 △ 645

その他の包括利益を通じて測定する金融資産の
公正価値の純変動

△ 9,119 14,327

確定給付型退職給付制度の再測定

当期発生額 4,349 6,463

税効果調整前 4,349 6,463

税効果額 △ 1,213 △ 1,760

確定給付型退職給付制度の再測定 3,135 4,703

在外営業活動体の換算差額

当期発生額 133,710 174,861

組替調整額 △ 2,683 △ 946

在外営業活動体の換算差額 131,026 173,915

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の変動額の
有効部分

当期発生額 34,095 183,024

組替調整額 24,759 △ 6,970

税効果調整前 58,855 176,053

税効果額 10,394 △ 48,136

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の
変動額の有効部分

69,250 127,917

持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する
持分

当期発生額 36,683 △ 2,097

組替調整額 203 △ 3,090

持分法適用会社におけるその他の包括利益に
対する持分

36,887 △ 5,187
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33．連結キャッシュ・フロー計算書の補足情報

(1) 利息の支払額

営業活動によるキャッシュ・フロー及び投資活動によるキャッシュ・フローの「有形固定資産の取得による支

出」には、下記の利息の支払額が含まれている。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

利息の支払額 7,633 9,193

(2) 非資金取引

前連結会計年度及び当連結会計年度において実施された投資活動及び財務活動に関する非資金取引は、リースに

よる使用権資産の取得であり各年度における金額は「15．リース取引」に記載のとおりである。

(3) 財務活動に関する負債

各年度の財務活動に関する負債の増減は、以下のとおりである。

前連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

(単位：百万円)

財務活動に関する
負債

期首残高

財務キャッ
シュ・フロ
ーによる
変動

非資金変動

期末残高企業結合
及び処分の
影響額

新規リース
による
増加額

為替換算
差額

その他

短期借入金 117,100 102,097 - - 13,361 - 232,560

長期借入金(注) 2,075,387 591,173 44,331 - 27,676 2,353 2,740,923

社債 149,639 285,469 - - 3,059 170 438,338

リース負債(注) 329,782 △ 60,226 - 60,049 11,334 641 341,581

コマーシャル・
ペーパー

297,000 △ 198,000 - - - - 99,000

合計 2,968,910 720,513 44,331 60,049 55,432 3,165 3,852,403

(注) １年内に返済予定の残高を含んでいる。

当連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

(単位：百万円)

財務活動に関する
負債

期首残高

財務キャッ
シュ・フロ
ーによる
変動

非資金変動

期末残高企業結合
及び処分の
影響額

新規リース
による
増加額

為替換算
差額

その他

短期借入金 232,560 △ 186,077 - - 5,014 - 51,496

長期借入金(注) 2,740,923 △ 596,125 256,811 - 52,323 4,702 2,458,634

社債(注) 438,338 149,610 - - 5,703 △ 129 593,523

リース負債(注) 341,581 △ 80,590 757 179,198 16,691 37 457,674

コマーシャル・
ペーパー

99,000 △ 99,000 - - - - -

合計 3,852,403 △ 812,183 257,568 179,198 79,732 4,610 3,561,329

(注) １年内に返済予定の残高を含んでいる。



― 113 ―

34．金融商品

(1) 資本管理

当社グループは、中長期のグループ戦略及び企業価値の最大化を達成するために、最適な資本構成の実現・維持

に努めている。

当社グループが資本管理で重視する指標は、ネットD/Eレシオ（ネット・デット・エクイティ・レシオ）（※１）

である。当該指標は、継続的に経営者に報告され、モニタリングされている。

（※１）ネットD/Eレシオ＝ネット有利子負債（※２）/自己資本（※３）

（※２）ネット有利子負債は有利子負債総額から現金及び現金同等物、３ヶ月超の定期預金を控除したものであ

る。

なお、有利子負債は長短債務からリース負債を控除して計算している。

（※３）自己資本＝資本－非支配持分

前連結会計年度末及び当連結会計年度末におけるネットD/Eレシオは、それぞれ、1.06倍及び0.64倍となってい

る。

なお、当社グループが適用を受ける重要な資本規制（会社法等の一般的な規定を除く）はない。

(2) 財務リスク管理の基本方針

当社グループは、経営活動を行う過程において、財務上のリスク（信用リスク・流動性リスク・為替リスク・金

利リスク・商品価格変動リスク）に晒されており、当該財務上のリスクを軽減するために、一定の方針に基づきリ

スク管理を行っている。

(3) 信用リスク

① 信用リスク管理及び信用リスクに対する最大エクスポージャー

信用リスクは、保有する金融資産の相手先が契約上の債務に関して、債務不履行になり、当社グループに財務

上の損失を発生させるリスクである。

当社グループは、与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信

用状況を定期的に把握する体制となっている。

また、デリバティブ取引については、信用度の高い金融機関等とのみ取引を行っており、信用リスクに及ぼす

影響は限定的である。

なお、当社グループでは、営業債権及びその他の債権について特定の相手先グループに対して集中した信用リ

スクを負っている。

当社グループは、東京電力ホールディングス株式会社及びその関係会社、中部電力株式会社及びその関係会社、

Électricité de France S.A.及びその関連会社に対して営業債権及びその他の債権を保有している。

当該顧客に対する営業債権及びその他の債権は、前連結会計年度において営業債権及びその他の債権総額の

38.9％、20.9％、25.3％、当連結会計年度において営業債権及びその他の債権総額の34.1％、21.6％、24.8％で

ある。

貸出コミットメントの貸出未実行残高及び保証債務を除き、当社グループの信用リスクに対する最大エクスポ

ージャーは、連結財政状態計算書に表示している金融資産の減損後の帳簿価額であり、貸出コミットメントにつ

いては注記「37．コミットメント」に開示されている貸出コミットメントの貸出未実行残高、保証債務について

は、注記「38．偶発負債」に開示されている保証債務の残高が、当社グループの信用リスクに係る最大エクスポ

ージャーである。
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② 貸倒引当金の増減

各年度の貸倒引当金の増減は以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

貸倒引当金
を12ヶ月の
予想信用損
失に等しい
金額で測定
した金融資

産

全期間予想信用損失 貸倒引当金
を12ヶ月の
予想信用損
失に等しい
金額で測定
した金融資

産

全期間予想信用損失

営業債権

及びその

他の債権、

リース債権

信用リスク
が著しく
増大した
金融商品

信用減損
している
金融商品

営業債権

及びその

他の債権、

リース債権

信用リスク
が著しく
増大した
金融商品

信用減損
している
金融商品

期首残高 - 1,927 - - - 1,719 - -

繰入 - 1,456 - - - 1,955 - -

戻入 - △ 1,834 - - - △ 1,877 - -

その他 - 168 - - - 195 31 -

期末残高 - 1,719 - - - 1,991 31 -

③ 貸倒引当金に関する金融商品の帳簿価額

各年度の貸倒引当金に関する金融商品の帳簿価額（貸倒引当金控除前）は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

貸倒引当金を12ヶ月の予想信用損失に等しい金額で測
定した金融資産

46,985 53,557

営業債権及びその他の債権、リース債権
(全期間予想信用損失)

979,373 672,787

信用リスクが著しく増大した金融商品
(全期間予想信用損失)

- 35

信用減損している金融商品
(全期間予想信用損失)

- -

④ 信用リスクの分析

各年度における営業債権及びその他の債権、リース債権、貸付金の期日経過情報は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

期日未経過 1,026,305 726,192

期日経過30日以内 4 56

期日経過30日超90日以内 10 94

期日経過90日超 39 37

合計 1,026,358 726,379

営業債権及びその他の債権、リース債権、貸付金以外の貸倒引当金に関する金融商品においては、格付けに対

する集中した信用リスクはない。
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(4) 流動性リスク

① 流動性リスク管理

流動性リスクは、当社グループが期限の到来した金融負債の返済義務を履行するに当たり、支払期日にその支

払を実行できなくなるリスクである。

当社グループは、適切な返済資金を準備するとともに、金融機関より随時利用可能な信用枠を確保し、継続的

にキャッシュ・フローの計画と実績をモニタリングすることで流動性リスクを管理している。

② 非デリバティブ金融負債の流動性リスクの分析

各年度の非デリバティブ金融負債の流動性リスクの分析は、以下のとおりである。

前連結会計年度(2023年３月31日)

(単位：百万円)

帳簿価額
契約上の

キャッシュ・
フロー

１年以内
１年超
５年以内

５年超

非デリバティブ金融負債

営業債務及びその他の債務 670,069 670,069 670,069 - -

短期借入金 232,560 235,157 235,157 - -

長期借入金 2,740,923 2,911,157 700,861 1,196,990 1,013,305

社債 438,338 472,186 4,797 261,504 205,884

リース負債 341,581 355,893 58,796 137,608 159,489

非支配持分に係る売建
プット・オプション負債
(注）

164,082 195,670 - 195,670 -

合計 4,587,554 4,840,135 1,669,682 1,791,773 1,378,679

(注) 契約上、相手方が権利行使可能な最も早い日に行使されると仮定している。

当連結会計年度(2024年３月31日)

(単位：百万円)

帳簿価額
契約上の

キャッシュ・
フロー

１年以内
１年超
５年以内

５年超

非デリバティブ金融負債

営業債務及びその他の債務 660,759 660,759 660,759 - -

短期借入金 51,496 51,496 51,496 - -

長期借入金 2,458,634 2,699,187 416,314 1,334,687 948,186

社債 593,523 626,615 35,832 371,448 219,333

リース負債 457,674 482,075 98,937 199,044 184,092

非支配持分に係る売建
プット・オプション負債
(注）

178,877 206,363 - 206,363 -

合計 4,400,966 4,726,498 1,263,341 2,111,544 1,351,612

(注) 契約上、相手方が権利行使可能な最も早い日に行使されると仮定している。
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③ デリバティブの流動性分析

各年度のデリバティブの流動性リスクの分析は、以下のとおりである。なお、他の契約と純額決済されるデリ

バティブについても総額で開示している。

前連結会計年度(2023年３月31日)

(単位：百万円)

１年以内
１年超
５年以内

５年超 合計

為替契約
収入 29,196 20,410 2,282 51,889

支出 △ 20,559 △ 2,493 - △ 23,053

金利契約
収入 8,906 8,140 3,104 20,152

支出 △ 18 △ 48 △ 32 △ 98

商品契約
収入 1,524,832 406,020 7,528 1,938,380

支出 △ 1,450,290 △ 459,719 △ 560 △ 1,910,570

当連結会計年度(2024年３月31日)

(単位：百万円)

１年以内
１年超
５年以内

５年超 合計

為替契約
収入 32,214 17,418 5,967 55,600

支出 △ 3,682 △ 1,566 - △ 5,248

金利契約
収入 11,086 12,288 27,796 51,171

支出 - - - -

商品契約
収入 632,913 212,666 6,606 852,186

支出 △ 663,116 △ 197,825 △ 1 △ 860,943
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(5) 為替リスク

① 為替リスク管理

当社グループは主に燃料調達取引において、為替変動リスクに晒されている。そのため、先物為替予約等のデ

リバティブを活用したヘッジ取引により、為替変動リスクの軽減に努めている。

② 為替感応度分析

当社グループが前連結会計年度末及び当連結会計年度末において保有する金融商品について、他の全ての変数

が一定であると仮定した上で、日本円が米ドルに対して１％の円高になった場合の税引前利益に与える影響額は、

それぞれ△156百万円、1,148百万円、米ドルがユーロに対して１％の米ドル高になった場合の税引前利益に与え

る影響額は、それぞれ3,770百万円、165百万円である。

なお、機能通貨建ての金融商品及び在外営業活動体の資産及び負債を表示通貨に換算する際の影響は含んでい

ない。

(6) 金利リスク

① 金利リスク管理

当社グループは、主に長期借入金に関連する金利変動リスクに晒されており、この変動の影響を最小化するた

め、主に金利スワップ契約を締結してキャッシュ・フローの変動リスクを管理している。金利スワップ契約は主

に受取変動・支払固定の契約であり、長期借入金の変動金利支払分を受け取り、固定金利を支払うことによって、

変動金利の長期借入金を固定金利の長期借入金としている。

② 金利感応度分析

当社グループが各年度末において保有する変動金利の長期借入金において、他の全ての変数が一定であると仮

定した上で、金利が１％上昇した場合の税引前利益に与える影響は、以下のとおりである。

なお、金利スワップ契約等のデリバティブ取引によって金利が固定化された変動金利の長期借入金は含んでい

ない。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

税引前利益への影響額 △ 4,020 △ 2,713

(7) 商品価格変動リスク

① 商品価格変動リスク管理

当社グループは、商品価格指標に連動する長期の販売契約で電力等を販売し、長期の購買契約に基づいてLNGや

石炭等の原材料を調達しており、相場変動等による商品価格の変動リスクに晒されている。

当社グループでは、商品スワップ等のデリバティブの活用により、商品価格の変動リスクの緩和に努めてい

る。
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② 商品価格変動感応度分析

当社及びJERA Global Markets Pte. Ltd.において、商品価格変動リスクを計測するために、「VaR(Value at

Risk)」の手法を用いている。当該手法による数値は過去の一定期間の市場変動データに基づき、将来のある一定

期間のうちに被る可能性のある最大損失額を統計的手法により推定したものである。VaRは、市場リスクファクタ

ーの変化に関するデータの推移を混合したものであるため、実際の結果は、以下の算出によるものと大きく乖離

する可能性がある。

当社における前連結会計年度末及び当連結会計年度末のVaRは、それぞれ35,813百万円及び8,518百万円であ

る。

(手法：パラメトリック法／信頼区間: 95%(両側)／保有期間：１日間）

JERA Global Markets Pte. Ltd.における前連結会計年度末及び当連結会計年度末のVaRは、それぞれ922百万円

及び1,025百万円である。

(手法：モンテカルロ・シミュレーション法／信頼区間: 95%(両側)／保有期間：１日間）

(8) デリバティブ取引及びヘッジ活動

当社グループは、ヘッジ関係の開始時にヘッジ対象の数量とヘッジ手段の数量に基づいて適切なヘッジ比率を設

定している。

① キャッシュ・フロー・ヘッジ

当社グループは、キャッシュ・フロー・ヘッジとして主に外貨建取引のキャッシュ・フローを固定化するため

の為替予約取引、借入金に係る変動金利に伴うキャッシュ・フローを固定化するための金利スワップ取引、燃料

調達取引に係るキャッシュ・フローを固定化するための商品スワップ取引を指定している。

また、ヘッジの非有効部分及びヘッジの有効性評価から除外した部分に関して純損益として認識した金額は、

前連結会計年度及び当連結会計年度においてそれぞれ重要性はない。

② 在外営業活動体に対する純投資のヘッジ

当社グループは、在外営業活動体に対する純投資の為替変動リスクを回避するために、社債及び借入金、通貨

スワップを利用している。

また、ヘッジの非有効部分及びヘッジの有効性評価から除外した部分に関して純損益として認識した金額は、

前連結会計年度及び当連結会計年度においてそれぞれ重要性はない。

③ ヘッジ会計を適用しているヘッジ手段に係る帳簿価額

各年度のヘッジ会計を適用しているヘッジ手段に係るヘッジ種類別の帳簿価額は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

資産 負債 資産 負債

キャッシュ・フロー・ヘッジ

為替予約取引 16,085 3,475 31,654 -

金利スワップ取引 14,227 98 23,057 -

商品スワップ取引 691 33,246 1,632 1,280

小計 31,003 36,821 56,344 1,280

在外営業活動体に対する純投資のヘッジ

社債及び借入金 - 160,248 - 181,596

通貨スワップ - 23 58 -

小計 - 160,271 58 181,596

合計 31,003 197,092 56,403 182,876
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④ ヘッジ会計を適用しているヘッジ手段の想定元本及び平均価格

各年度のヘッジ会計を適用しているヘッジ手段に係る想定元本及び平均価格は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

区分 内容 種類 想定元本及び
平均価格

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

総額 うち１年超 総額 うち１年超

キャッシュ・
フロー・ヘッジ

為替予約取引 米ドル買い/
日本円売り

想定元本（百
万円） 754,621 68,275 588,774 60,136

平 均 価 格
（ 円 ／ 米 ド
ル）

123.53 134.74

金利スワップ
取引(注１)

支払固定・
受取変動

想定元本（百
万円） 665,038 634,333 965,948 901,470

平 均 レ ー ト
（％）

1.66% 1.46%

商品スワップ
取引(注２) －

想定元本（百

万円）
590,628 296,823 275,787 76,465

在外営業活動
体に対する純
投資のヘッジ

社債及び借入金 米ドル売り/
日本円買い

想定元本（百
万円） 160,248 160,248 181,596 181,596

平 均 価 格
（ 円 ／ 米 ド
ル）

133.54 151.33

通貨スワップ ユーロ売り/
米ドル買い

想定元本（百
万円） 5,658 - 12,584 -

平均価格（ユ
ーロ／ドル）

1.08 1.09

(注) １.ヘッジ対象である借入金の残高に応じて、想定元本が増減する契約を含んでいる。

２.商品スワップ取引は種類が多岐にわたるため、平均価格を算定することは実務上困難である。
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⑤ キャッシュ・フロー・ヘッジ及び在外営業活動体に対する純投資のヘッジのヘッジ手段のその他の資本の構成

要素及び損益

各年度のキャッシュ・フロー・ヘッジ及び在外営業活動体に対する純投資のヘッジのヘッジ手段のその他の資

本の構成要素及び損益は、以下のとおりである。

前連結会計年度(自 2022年４月１日至 2023年３月31日)

(単位：百万円)

その他の資本の
構成要素の金額

(税引後)

その他の
包括利益で認識
されたヘッジ
損益の金額

非金融資産の
取得価額への

組替額

その他の
包括利益から
当期利益への
組替調整額

組替調整額の
連結損益計算書
上の主な表示

科目

キャッシュ・フロー・ヘッジ

為替予約取引 9,091 37,475 △ 45,686 △ 628 売上原価

金利スワップ取引 10,084 16,791 - 1,121 金融費用

商品スワップ取引 △ 15,327 9,385 △ 73,332 17,398 売上原価

小計 3,848 63,652 △ 119,019 17,891

在外営業活動体に対する純投資
のヘッジ

社債及び借入金 △ 15,297 △ 9,439 - - -

通貨スワップ △ 1,274 △ 7 - - -

小計 △ 16,572 △ 9,446 - -

合計 △ 12,723 54,206 △ 119,019 17,891

当連結会計年度(自 2023年４月１日至 2024年３月31日)

(単位：百万円)

その他の資本の
構成要素の金額

(税引後)

その他の
包括利益で認識
されたヘッジ
損益の金額

非金融資産の
取得価額への

組替額

その他の
包括利益から
当期利益への
組替調整額

組替調整額の
連結損益計算書
上の主な表示

科目

キャッシュ・フロー・ヘッジ

為替予約取引 21,983 101,718 △ 86,384 △ 3,340 売上原価

金利スワップ取引 28,071 2,035 - △ 453 金融費用

商品スワップ取引 552 22,974 △ 5,875 △ 1,219 売上原価

小計 50,606 126,728 △ 92,260 △ 5,012

在外営業活動体に対する純投資
のヘッジ

社債及び借入金 △ 30,689 △ 15,391 - - -

通貨スワップ △ 444 53 - - -

小計 △ 31,134 △ 15,338 - -

合計 19,472 111,390 △ 92,260 △ 5,012
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(9) 金融資産及び金融負債の相殺

各年度における、金融資産及び金融負債の総額、相殺額、連結財政状態計算書上の計上額、及び取引相手先との

間の法的強制力のあるマスターネッティング契約又は類似契約の対象となっている金融資産及び金融負債の金額は

以下のとおりである。

前連結会計年度(2023年３月31日)

(単位：百万円)

認識した金融
資産の総額

連結財政状態
計算書で

相殺している
金融負債の総額

連結財政状態

計算書上の計

上額

連結財政状態計算書で相殺して
いない関連する金額 純額

金融商品 現金担保

デリバティブ資産 2,530,981 △ 530,315 2,000,666 △ 228,342 - 1,772,324

(単位：百万円)

認識した金融
負債の総額

連結財政状態
計算書で

相殺している
金融資産の総額

連結財政状態

計算書上の計

上額

連結財政状態計算書で相殺して
いない関連する金額 純額

金融商品 現金担保

デリバティブ負債 2,459,015 △ 531,189 1,927,826 △ 228,342 △ 82,727 1,616,757

当連結会計年度(2024年３月31日)

(単位：百万円)

認識した金融
資産の総額

連結財政状態
計算書で

相殺している
金融負債の総額

連結財政状態

計算書上の計

上額

連結財政状態計算書で相殺して
いない関連する金額 純額

金融商品 現金担保

デリバティブ資産 1,096,520 △ 170,234 926,286 △ 182,526 - 743,760

(単位：百万円)

認識した金融
負債の総額

連結財政状態
計算書で

相殺している
金融資産の総額

連結財政状態

計算書上の計

上額

連結財政状態計算書で相殺して
いない関連する金額 純額

金融商品 現金担保

デリバティブ負債 998,038 △ 170,234 827,804 △ 182,526 △ 34,174 611,104

なお、金融商品及び担保は、マスターネッティング契約又は類似の契約の対象であり、倒産その他の事由により

取引先が債務を履行できなくなる等の特定の状況が発生した場合にのみ相殺の強制力が生じるものである。
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また、ノーショナル・プーリングに関連して認識した金融資産及び負債の金額は以下のとおりである。なお、前

連結会計年度は該当がない。

当連結会計年度(2024年３月31日)

(単位：百万円)

取引の種類
認識した金融
資産の総額

連結財政状態

計算書で

相殺している

金融負債の総額

連結財政状態計算書
上に表示されている
金融資産の純額

現金及び現金同等物
ノーショナル・
プーリング

224,212 120,000 104,212

(単位：百万円)

取引の種類
認識した金融
負債の総額

連結財政状態

計算書で

相殺している

金融資産の総額

連結財政状態計算書
上に表示されている
金融負債の純額

社債及び借入金
ノーショナル・
プーリング

120,000 120,000 -
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35．公正価値測定

(1) 公正価値ヒエラルキーの定義

当社グループは、公正価値の測定を、それに使用したインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類している。

レベル１：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により測定した公正価値

レベル２：レベル１以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを使用して測定した公正価値

レベル３：重要な観察可能でないインプットを使用して測定した公正価値

公正価値の測定に複数のインプットを使用している場合には、その公正価値の測定の全体において重要な最も低

いレベルのインプットに基づいて公正価値のレベルを決定している。

公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、振替のあった各四半期の期末時点で発生したものとして認識してい

る。

(2) 経常的に公正価値で測定する資産及び負債

各年度における、経常的に公正価値で測定する資産及び負債の内訳は、以下のとおりである。

前連結会計年度(2023年３月31日)

(単位：百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産

純損益を通じて公正価値で
測定する金融資産

デリバティブ資産 624,619 1,370,908 5,139 2,000,666

その他 - - 4,002 4,002

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する資本性
金融資産

株式及び出資金 26,463 - 49,957 76,421

棚卸資産 - 67,151 - 67,151

合計 651,082 1,438,060 59,098 2,148,242

負債

純損益を通じて公正価値で
測定する金融負債

デリバティブ負債 372,935 1,549,325 5,565 1,927,826

合計 372,935 1,549,325 5,565 1,927,826

（注）前連結会計年度において、決済期間が近づき活発な市場があるとみなされるため、デリバティブ資産及び負債

の一部をレベル２からレベル１へ振り替えている。
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当連結会計年度(2024年３月31日)

(単位：百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産

純損益を通じて公正価値で
測定する金融資産

デリバティブ資産 252,108 670,495 3,682 926,285

その他 - - 1,341 1,341

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する資本性
金融資産

株式及び出資金 38,365 - 66,801 105,167

棚卸資産 - 69,914 - 69,914

合計 290,473 740,409 71,825 1,102,708

負債

純損益を通じて公正価値で
測定する金融負債

デリバティブ負債 172,942 654,005 856 827,803

合計 172,942 654,005 856 827,803

（注）当連結会計年度において、レベル１とレベル２の間における振替はない。
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経常的に公正価値で測定する資産及び負債の公正価値の主な測定方法は、以下のとおりである。

デリバティブ

取引先から提示された価格等によっている。また、トレーディング目的で実施するデリバティブ取引の公正価

値については、取引所価格又は取引対象物に関連した期末指標価格に必要に応じて利子率その他の変動要因を調

整した価格によっている。主にレベル２に分類している。

なお、重要な観察不能なインプットは主として、一部の燃料価格、相関係数、ボラティリティになる。

株式及び出資金

株式のうち活発な市場が存在する銘柄の公正価値は市場価格に基づいて算定しているため、レベル１に分類し

ている。また、株式及び出資金のうち活発な市場が存在しない銘柄で、観察可能なインプットを用いて測定した

銘柄についてはレベル２、公正価値を重要な観察不能なインプットを用いて第三者による鑑定評価、及び純資産

価値に基づく評価技法で算定した金額で測定した銘柄についてレベル３に分類している。

なお、重要な観察不能なインプットは主として割引率であり、公正価値は割引率の上昇（低下）により減少

（増加）することとなる。

使用した割引率は前連結会計年度末においては4.9％～16.0％、当連結会計年度末において5.3%～9.2%である。

棚卸資産

取引所価格又は取引対象物に関連した期末指標価格に必要に応じて利子率その他の変動要因を調整した価格に

よっており、レベル２に分類している。

レベル３に分類した資産及び負債については、公正価値測定の評価方針及び手続に従い、担当部署が各対象資産、

負債の評価方法を決定し、公正価値を測定している。

また、公正価値の測定結果については適切な権限者が承認している。

各年度におけるレベル３に分類された経常的に公正価値で測定する資産及び負債の増減は、以下のとおりであ

る。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

期首残高 112,448 53,533

利得又は損失合計 △ 918 6,465

純損益(注１) 421 1,933

その他の包括利益(注２) △ 1,339 4,532

購入 6,215 1,845

売却 △ 1,713 -

決済 △ 72,757 1,200

その他 10,259 7,924

期末残高 53,533 70,969

報告期間末に保有している資産及び負債について
純損益に認識された当期の未実現損益の変動(注１)

421 1,933

(注) １.連結損益計算書において、主に「売上収益」に含まれている。

２.連結包括利益計算書において、「その他の包括利益を通じて測定する金融資産の公正価値の純変動」に含ま

れている。
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(3) 償却原価で測定する金融資産及び負債

各年度における、償却原価で測定する金融資産及び負債の帳簿価額及び公正価値の内訳は以下のとおりである。

なお、長期借入金及び社債以外の償却原価で測定する金融資産及び金融負債の公正価値は帳簿価額と近似してい

るため含めていない。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

長期借入金（※） 2,740,923 2,727,146 2,458,634 2,450,863

社債 438,338 428,242 593,523 587,434

（※）１年以内に返済予定のものを含めている。

上記の金融資産及び負債の公正価値の主な測定方法は、以下のとおりである。

長期借入金は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割引いて算定する方法によっ

ており、レベル２に分類している。

社債は、新規に同様の社債を発行した場合に想定される条件により算定しており、レベル２に分類している。

(4) その他

当社グループにおいて、非支配持分株主に付与している子会社持分の売建プット・オプションは、その行使価格

の現在価値を金融負債として認識するとともに、非支配持分の認識を中止し、その差額を資本剰余金として認識し

ている。

当社グループが非支配持分株主に対して付与した子会社持分の売建プット・オプションは、行使価格の現在価値

で測定されており、前連結会計年度末及び当連結会計年度末における帳簿価額は、それぞれ164,082百万円及び

178,877百万円であり、連結財政状態計算書上のその他の金融負債（非流動負債）に含まれている。

36．関連当事者

(1) 関連当事者との取引

当社グループと関連当事者との取引は以下のとおりである。なお、当社グループの子会社との取引は連結財務諸

表上消去されているため、開示していない。

関連当事者との取引条件については、市場実勢を勘案して価格交渉の上で決定している。

前連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

（単位：百万円）

種類 名称 取引内容 取引金額 未決済残高

株主 中部電力株式会社 保証債務(注) 600 －

株主の子会社
中部電力ミライズ

株式会社
電気・ガスの販売 1,751,279 162,589

株主の兄弟会社

東京電力

エナジーパートナー

株式会社

電気・ガスの販売 3,489,019 324,081

(注) 「38．偶発負債」に記載のとおりである。



― 127 ―

当連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

（単位：百万円）

種類 名称 取引内容 取引金額 未決済残高

株主 中部電力株式会社 保証債務(注) 680 -

株主の子会社
中部電力ミライズ

株式会社
電気・ガスの販売 1,543,499 137,575

株主の兄弟会社

東京電力

エナジーパートナー

株式会社

電気・ガスの販売 2,481,349 214,842

(注) 「38．偶発負債」に記載のとおりである。

(2) 経営幹部に対する報酬

各年度の経営幹部に対する報酬は、以下のとおりである。

（単位：百万円）

前連結会計年度

(自 2022年４月１日

至 2023年３月31日)

当連結会計年度

(自 2023年４月１日

至 2024年３月31日)

報酬及び賞与 389 390

合計 389 390
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37．コミットメント

(1) 資産の取得に係るコミットメント

各年度における、資産の取得に係るコミットメントは、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

有形固定資産の取得 295,622 164,002

無形資産の取得 403 2,348

(2) 貸出コミットメント

当社グループは、持分法適用会社等に対して貸出コミットメントを行っている。

各年度における、当該貸出コミットメントに基づく貸出未実行残高は以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

貸出コミットメントの総額 39,858 2,546

貸出実行残高 20,269 2,546

差引額（貸出未実行残高） 19,588 -

38．偶発負債

各年度の偶発負債は、以下のとおりである。

保証債務等

ジョイント・ベンチャー、関連会社及びその他の会社における金融機関からの借入金について当社グループが行

っている保証及び保証類似行為また、契約の履行に対する保証債務は、以下のとおりである。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

借入金に対する保証債務

ジョイント・ベンチャー 44,549 38,367

関連会社 1,030 2,435

その他 3,844 10,778

合計 49,423 51,580

契約の履行に対する保証債務

ジョイント・ベンチャー 16,089 19,921

その他 38,656 45,328

合計 54,746 65,250

（注）保証債務には中部電力株式会社(以下「保証会社」)が行っている保証債務が含まれている。保証会社に損失が

生じた場合には当社グループがこれを補填する契約を締結していることから、当社グループが保証債務を負担

した場合と実質的・経済的に同等の効果をもたらすものとして記載している。

(保証会社別の内訳)

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

中部電力株式会社 600 680

（注）なお、当連結会計年度末において、保証実行により重大な損失が発生する可能性の高い保証はない。
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39．追加情報

（武豊火力発電所における火災事故について）

当社連結子会社であるJERAパワー武豊合同会社の保有する武豊火力発電所において、2024年１月31日に発生した

火災事故の影響により発電所の運転を停止しており、設備の除却や燃料調達等による費用が生じている。

なお、当連結会計年度の親会社の所有者に帰属する当期利益に与える影響は軽微である。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 935,918 2,097,343 2,782,518 3,710,727

税引前四半期(当期)利益 (百万円) 250,582 423,499 493,168 577,450

親会社の所有者に帰属する
四半期(当期)利益

(百万円) 178,477 291,262 338,937 399,628

基本的１株当たり
四半期(当期)利益

(円) 8,923.88 14,563.12 16,946.88 19,981.41

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

基本的１株当たり四半期利益 (円) 8,923.88 5,639.24 2,383.76 3,034.53
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(2023年３月31日)

当事業年度
(2024年３月31日)

資産の部

固定資産 2,679,300 3,022,263

電気事業固定資産 1,293,567 1,219,281

汽力発電設備 ※１ 1,284,244 ※１ 1,212,393

新エネルギー等発電設備 170 -

新エネルギー等発電等設備 - 233

業務設備 ※１ 8,669 ※１ 6,170

貸付設備 483 483

附帯事業固定資産 ※１,※６ 17,496 ※１,※６ 15,436

固定資産仮勘定 34,264 19,305

建設仮勘定 34,216 19,242

除却仮勘定 48 62

投資その他の資産 1,333,970 1,768,240

長期投資 32,840 48,265

関係会社長期投資 1,150,017 1,622,898

長期前払費用 11,972 14,893

前払年金費用 1,998 2,230

繰延税金資産 137,141 79,953

流動資産 1,708,096 1,144,134

現金及び預金 411,948 333,761

売掛金 620,249 385,283

諸未収入金 71,466 9,111

貯蔵品 392,498 236,914

前払費用 9,168 6,297

関係会社短期債権 164,355 119,511

雑流動資産 38,410 53,253

合計 4,387,396 4,166,397
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(単位：百万円)

前事業年度
(2023年３月31日)

当事業年度
(2024年３月31日)

負債及び純資産の部

固定負債 1,855,379 1,763,247

社債 439,662 564,999

長期借入金 1,352,559 1,145,081

長期未払債務 3 -

リース債務 7 4

関係会社長期債務 6,707 6,478

退職給付引当金 45,269 42,158

雑固定負債 11,170 4,526

流動負債 1,452,563 1,121,382

１年以内に期限到来の固定負債 ※２ 613,775 ※２ 297,670

短期借入金 150,000 7,500

コマーシャル・ペーパー 99,000 -

買掛金 296,458 328,819

未払金 17,443 7,969

未払費用 35,694 40,097

未払税金 ※３ 45,096 ※３ 115,633

預り金 16,764 884

関係会社短期債務 ※４ 145,894 ※４ 312,539

諸前受金 3,812 7,653

雑流動負債 28,622 2,615

負債合計 3,307,942 2,884,630

株主資本 1,156,686 1,282,040

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 1,055,721 1,055,721

資本準備金 25,000 25,000

その他資本剰余金 1,030,721 1,030,721

利益剰余金 965 126,319

その他利益剰余金 965 126,319

繰越利益剰余金 965 126,319

評価・換算差額等 △77,232 △274

その他有価証券評価差額金 △371 654

繰延ヘッジ損益 △76,861 △928

純資産合計 1,079,453 1,281,766

合計 4,387,396 4,166,397
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② 【損益計算書】

(単位：百万円)
前事業年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

営業収益 6,170,959 4,432,634

電気事業営業収益 5,588,663 3,981,072

他社販売電力料 5,294,696 3,902,862

電気事業雑収益 293,727 77,970

貸付設備収益 239 239

附帯事業営業収益 582,296 451,562

ガス供給事業営業収益 561,996 448,671

その他附帯事業営業収益 20,299 2,891

営業費用 6,160,792 4,240,140

電気事業営業費用 5,546,816 3,810,481

汽力発電費 4,947,792 3,527,420

内燃力発電費 7 -

新エネルギー等発電費 2,404 -

新エネルギー等発電等費 - 4,473

他社購入電力料 492,008 189,423

販売費 1,563 1,674

貸付設備費 19 19

一般管理費 44,219 44,490

接続供給託送料 3,899 1,573

事業税 55,102 41,476

電力費振替勘定（貸方） △201 △73

附帯事業営業費用 613,975 429,659

ガス供給事業営業費用 593,318 427,265

その他附帯事業営業費用 20,657 2,393

営業利益 10,167 192,494

営業外収益 12,466 29,575

財務収益 10,154 22,293

受取配当金 ※１ 8,435 ※１ 9,444

受取利息 ※１ 1,718 ※１ 12,849

事業外収益 2,312 7,281

固定資産売却益 51 107

為替差益 - 172

雑収益 2,260 7,002

営業外費用 47,574 36,605

財務費用 16,991 29,065

支払利息 ※１ 15,874 ※１ 28,675

社債発行費 1,117 389

事業外費用 30,582 7,540

為替差損 29,680 -

雑損失 902 7,540

当期経常収益合計 6,183,425 4,462,209

当期経常費用合計 6,208,367 4,276,745

当期経常利益又は当期経常損失（△） △24,941 185,464

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △24,941 185,464

法人税、住民税及び事業税 167 20,784

法人税等還付税額 △1,372 -

過年度法人税等 － △2,675

法人税等調整額 △24,701 42,000

法人税等合計 △25,906 60,110

当期純利益 965 125,354
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【電気事業営業費用明細表】

前事業年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

区分

汽力
発電費

内燃力
発電費

新エネルギー等
発電等費

他社購入
電力料

販売費
貸付
設備費

一般
管理費

その他 合 計

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

役員給与 － － － － － － 421 － 421

給料手当 27,602 － 496 － 435 － 6,662 － 35,196

給料手当振替額(貸方) △695 － － － △1 － △49 － △746

建設費への振替額(貸方) △246 － － － － － △46 － △292

その他への振替額(貸方) △449 － － － △1 － △3 － △454

退職給与金 － － － － － － 3,977 － 3,977

厚生費 5,281 － 85 － 70 － 1,142 － 6,580

法定厚生費 4,317 － 79 － 65 － 920 － 5,382

一般厚生費 964 － 6 － 5 － 222 － 1,198

雑給 34 － － － － － 16 － 51

燃料費 4,548,964 － － － － － － － 4,548,964

石炭費 939,651 － － － － － － － 939,651

燃料油費 984 － － － － － － － 984

ガス費 3,588,625 － － － － － － － 3,588,625

バイオマス燃料費 16,765 － － － － － － － 16,765

助燃費及び蒸気料 1,495 － － － － － － － 1,495

運炭費及び運搬費 1,442 － － － － － － － 1,442

廃棄物処理費 22,530 － － － － － － － 22,530

消耗品費 9,486 － 0 － 2 － 250 － 9,738

修繕費 96,431 － 7 － － － 373 － 96,812

補償費 1,579 － 6 － 588 － 1 － 2,175

賃借料 3,889 － 37 － － － 3,397 － 7,323

委託費 26,287 － 1,666 － 380 － 13,762 － 42,096

損害保険料 8,194 － － － － － 25 － 8,219

普及開発関係費 － － － － － － 4,304 － 4,304

養成費 － － － － － － 663 － 663

研究費 － － － － － － 1,566 － 1,566

諸費 44,222 － 92 － 88 － 4,604 － 49,007

諸税 22,984 － 1 － 0 19 1,363 － 24,370

固定資産税 22,059 － － － － 16 53 － 22,129

雑税 925 － 1 － 0 3 1,310 － 2,240

減価償却費 122,084 － 11 － － － 3,509 － 125,605

普通償却費 122,084 － 11 － － － 3,509 － 125,605

固定資産除却費 8,143 7 － － － － 7 － 8,158

除却損 2,651 － － － － － 5 － 2,656

除却費用 5,492 7 － － － － 1 － 5,502

共有設備費等分担額 990 － － － － － － － 990

共有設備費等分担額(貸方) △2 － － － － － － － △2

非化石証書関連振替額 △54 － △0 － － － － － △54

他社購入電源費 － － － 492,008 － － － － 492,008

新エネルギー等電源費 － － － 0 － － － － 0

その他の電源費 － － － 492,007 － － － － 492,007

建設分担関連費振替額(貸方) － － － － － － △73 － △73

附帯事業営業費用分担関連費
振替額(貸方)

△162 － － － － － △1,707 － △1,869

接続供給託送料 － － － － － － － 3,899 3,899

事業税 － － － － － － － 55,102 55,102

電力費振替勘定(貸方) － － － － － － － △201 △201

合 計 4,947,792 7 2,404 492,008 1,563 19 44,219 58,800 5,546,816
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当事業年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

区分

汽力
発電費

新エネルギー等
発電等費

他社購入
電力料

販売費
貸付
設備費

一般
管理費

その他 合 計

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

役員給与 － － － － － 388 － 388

給料手当 27,406 1,171 － 580 － 7,317 － 36,476

給料手当振替額(貸方) △466 － － △1 － △146 － △615

建設費への振替額(貸方) △130 － － － － △134 － △265

その他への振替額(貸方) △335 － － △1 － △12 － △349

退職給与金 － － － － － 617 － 617

厚生費 5,526 186 － 102 － 1,436 － 7,252

法定厚生費 4,445 164 － 90 － 1,041 － 5,742

一般厚生費 1,080 22 － 11 － 395 － 1,510

雑給 25 － － － － 7 － 32

燃料費 3,110,483 － － － － － － 3,110,483

石炭費 735,461 － － － － － － 735,461

燃料油費 19,354 － － － － － － 19,354

ガス費 2,335,571 － － － － － － 2,335,571

バイオマス燃料費 15,349 － － － － － － 15,349

助燃費及び蒸気料 3,335 － － － － － － 3,335

運炭費及び運搬費 1,411 － － － － － － 1,411

廃棄物処理費 20,437 － － － － － － 20,437

消耗品費 11,563 1 － 1 － 302 － 11,869

修繕費 126,362 18 － － － 535 － 126,916

補償費 1,564 59 － － － 0 － 1,624

賃借料 4,992 106 － － － 3,112 － 8,211

委託費 27,148 2,650 － 847 － 15,558 － 46,205

損害保険料 8,594 － － － － 67 － 8,661

普及開発関係費 － － － 0 － 4,346 － 4,346

養成費 － － － － － 985 － 985

研究費 － － － － － 1,265 － 1,265

諸費 40,573 238 － 143 － 5,513 － 46,468

諸税 21,721 1 － 0 19 1,496 － 23,239

固定資産税 20,909 0 － － 16 48 － 20,974

雑税 812 0 － 0 3 1,448 － 2,265

減価償却費 115,385 41 － － － 3,544 － 118,971

普通償却費 115,385 41 － － － 3,544 － 118,971

固定資産除却費 5,439 － － － － 157 － 5,597

除却損 848 － － － － 108 － 956

除却費用 4,591 － － － － 49 － 4,641

共有設備費等分担額 832 － － － － － － 832

共有設備費等分担額(貸方) △14 － － － － － － △14

非化石証書関連振替額 53 △2 － － － － － 51

他社購入電源費 － － 189,423 － － － － 189,423

新エネルギー等電源費 － － 141 － － － － 141

その他の電源費 － － 189,282 － － － － 189,282

建設分担関連費振替額(貸方) － － － － － △3 － △3

附帯事業営業費用分担関連費
振替額(貸方)

△210 － － － － △2,014 － △2,224

接続供給託送料 － － － － － － 1,573 1,573

事業税 － － － － － － 41,476 41,476

電力費振替勘定(貸方) － － － － － － △73 △73

合 計 3,527,420 4,473 189,423 1,674 19 44,490 42,977 3,810,481
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他

資本剰余金

資本剰余金

合計

その他

利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 5,000 1,250 1,187,435 1,188,685 45,135 45,135 1,238,821

当期変動額

その他資本剰余金から

資本金への振替
95,000 △95,000 △95,000 －

その他資本剰余金から

資本準備金への振替
23,750 △23,750 － －

剰余金の配当 △37,964 △37,964 △45,135 △45,135 △83,100

当期純利益 965 965 965

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 95,000 23,750 △156,714 △132,964 △44,169 △44,169 △82,134

当期末残高 100,000 25,000 1,030,721 1,055,721 965 965 1,156,686

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

評価・換算

差額等合計

当期首残高 390 93,445 93,835 1,332,656

当期変動額

その他資本剰余金から

資本金への振替
－

その他資本剰余金から

資本準備金への振替
－

剰余金の配当 △83,100

当期純利益 965

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△761 △170,306 △171,068 △171,068

当期変動額合計 △761 △170,306 △171,068 △253,202

当期末残高 △371 △76,861 △77,232 1,079,453
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当事業年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他

資本剰余金

資本剰余金

合計

その他

利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 100,000 25,000 1,030,721 1,055,721 965 965 1,156,686

当期変動額

当期純利益 125,354 125,354 125,354

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － － － 125,354 125,354 125,354

当期末残高 100,000 25,000 1,030,721 1,055,721 126,319 126,319 1,282,040

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △371 △76,861 △77,232 1,079,453

当期変動額

当期純利益 125,354

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
1,025 75,933 76,958 76,958

当期変動額合計 1,025 75,933 76,958 202,312

当期末残高 654 △928 △274 1,281,766
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっている。

(2) その他有価証券

市場価格のない株式等以外のものは、時価法（売却原価は移動平均法）により評価し、その評価差額は全部純

資産直入法によっている。

市場価格のない株式等は、移動平均法による原価法によっている。

２．デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法によっている。

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法

燃料貯蔵品については、総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）によっている。

４．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産及び無形固定資産は定額法によっている。

５．引当金の計上基準

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

いる。

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっている。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしている。

過去勤務費用は、その発生時に全額を費用処理することとしている。

６．収益及び費用の計上基準

当社の収益は、主に電気の供給による収益である。

顧客に対して供給する電気の料金やその他の条件については、各相手先との契約に定めており、当該契約に基づ

いて顧客に電気を供給する履行義務を負っている。電気の供給は、契約期間にわたり行うものであり、電気の供給

という履行義務の充足に従い、一定の期間にわたり収益を認識している。

７．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理及び振当処理によっている。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・燃料スワップ取引、金利スワップ取引及び為替予約取引等

ヘッジ対象・・・燃料調達債務及び借入金の支払金利等

(3) ヘッジ方針

当社の業務範囲のうち、実需取引に基づくキャッシュ・フローを対象に、市場変動等による損失回避又はコス

トの低減を図る目的で、デリバティブ取引を実施している。
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(4) ヘッジ有効性評価の方法

燃料スワップ取引及び金利スワップ取引については、ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変

動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動を比較して有効性を評価している。なお、ヘッジ

に高い有効性があると認められる場合、有効性の評価を省略している。

為替予約取引については、リスク管理方針に従い、原則として為替予約の締結時にヘッジ対象と同一通貨建に

よる同一期日の為替予約を振当てているため、その後の為替相場の変動による相関関係は確保されていることか

ら、有効性の評価を省略している。

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結財務諸表における会計処理の方法と異なっ

ている。

(重要な会計上の見積り)

前事業年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

繰延税金資産の回収可能性

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

(単位：百万円)

当事業年度

繰延税金資産(純額) 137,141

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報については、連結財務諸表注記「４．重要な

会計上の判断、見積り及び仮定 （繰延税金資産の回収可能性）」に同一の内容を記載しているため、記載を省

略している。

当事業年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

繰延税金資産の回収可能性

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

(単位：百万円)

当事業年度

繰延税金資産(純額) 79,953

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報については、連結財務諸表注記「４．重要な

会計上の判断、見積り及び仮定 （繰延税金資産の回収可能性）」に同一の内容を記載しているため、記載を省

略している。

(表示方法の変更)

（貸借対照表及び損益計算書関係）

「電気事業会計規則」（1965年通商産業省令第57号）が改正されたため、「新エネルギー等発電設備」を「新エ

ネルギー等発電等設備」、「新エネルギー等発電費」を「新エネルギー等発電等費」としてそれぞれ表示してい

る。

なお、当該改正に関する電気事業会計規則附則の定めにより遡及適用は行っていない。
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(貸借対照表関係)

※１．固定資産の工事費負担金等の受入れによる圧縮記帳額(累計)

前事業年度
(2023年３月31日)

当事業年度
(2024年３月31日)

電気事業固定資産 57,779百万円 57,779百万円

汽力発電設備 57,757百万円 57,757百万円

業務設備 22百万円 22百万円

附帯事業固定資産 203百万円 203百万円

※２．１年以内に期限到来の固定負債の内訳

前事業年度
(2023年３月31日)

当事業年度
(2024年３月31日)

社債 ‐ 30,000百万円

長期借入金 613,279百万円 267,089百万円

長期未払債務 ‐ 19百万円

リース債務 0百万円 1百万円

雑固定負債 495百万円 560百万円

※３．未払税金の内訳

前事業年度
(2023年３月31日)

当事業年度
(2024年３月31日)

法人税及び住民税 ‐ 19,193百万円

事業税 41,392百万円 14,797百万円

消費税等 3,496百万円 81,416百万円

その他 207百万円 226百万円

※４．関係会社に対する事項

前事業年度
(2023年３月31日)

当事業年度
(2024年３月31日)

預り金 10,200百万円 258,678百万円
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５．保証債務

(1) 借入金に対する保証債務

前事業年度
(2023年３月31日)

当事業年度
(2024年３月31日)

JERA Barossa Pty Ltd 62,083百万円 81,217百万円

PE Wheatstone Pty Ltd 26,474百万円 26,224百万円

JERAパワー武豊合同会社 19,704百万円 16,440百万円

JERAパワー横須賀合同会社 ‐ 14,012百万円

JERAパワー姉崎合同会社 ‐ 6,774百万円

男鹿・潟上・秋田Offshore Green Energy合同会社 ‐ 6,552百万円

その他 10,417百万円 15,799百万円

合計 118,679百万円 167,019百万円

(2) その他契約の履行に対する保証債務

前事業年度
(2023年３月31日)

当事業年度
(2024年３月31日)

JERA Energy America LLC 18,099百万円 22,533百万円

MC GFS Participation Company Limited 17,576百万円 20,414百万円

JERA Global Markets Pte.Ltd. 13,258百万円 13,524百万円

Tokyo Timor Sea Resources Pty Ltd 9,729百万円 11,459百万円

その他 4,756百万円 6,148百万円

合計 63,419百万円 74,080百万円

(注)上記(2)には中部電力株式会社（以下、「保証会社」という。）が行っている債務保証が含まれている。保

証会社に損失が生じた場合には当社がこれを補填する契約を締結していることから、当社が保証債務を負担

した場合と実質的・経済的に同等の効果をもたらすものとして記載している。

（保証会社別の内訳） 前事業年度 当事業年度

中部電力株式会社 600百万円 680百万円

※６．損益計算書に記載されている附帯事業に係る固定資産の金額

前事業年度
(2023年３月31日)

当事業年度
(2024年３月31日)

ガス供給事業 専用固定資産 17,401百万円 15,356百万円

他事業との共用固定資産の配賦額 38,200百万円 36,717百万円

合計額 55,601百万円 52,073百万円
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(損益計算書関係)

※１．関係会社に対する事項

前事業年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

受取配当金 8,311百万円 9,232百万円

受取利息 1,519百万円 4,543百万円

支払利息 2,844百万円 6,914百万円

(有価証券関係)

子会社株式等及び関連会社株式等は、市場価格のない株式等のため、子会社株式等及び関連会社株式等の時価を

記載していない。なお、市場価格のない株式等の子会社株式等及び関連会社株式等の貸借対照表計上額は次のとお

りである。

(単位：百万円)

区分
前事業年度

（2023年３月31日）
当事業年度

（2024年３月31日）

子会社株式等 975,733 1,311,487

関連会社株式等 127,330 127,330
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前事業年度
(2023年３月31日)

当事業年度
(2024年３月31日)

繰延税金資産

税務上の繰越欠損金 61,893百万円 38,954百万円

減価償却費損金算入限度超過額 22,828百万円 19,920百万円

税務上の繰延資産損金算入限度超過額 16,195百万円 14,953百万円

その他 54,377百万円 28,275百万円

繰延税金資産小計 155,294百万円 102,103百万円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 － －

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △17,986百万円 △16,626百万円

評価性引当額小計 △17,986百万円 △16,626百万円

繰延税金資産合計 137,308百万円 85,476百万円

繰延税金負債

関係会社株式の税務上の簿価修正 － △2,765百万円

固定資産圧縮記帳積立金 － △1,065百万円

未収還付事業税 － △1,044百万円

その他 △166百万円 △648百万円

繰延税金負債合計 △166百万円 △5,523百万円

繰延税金資産純額 137,141百万円 79,953百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因となった主

要な項目別の内訳

前事業年度
(2023年３月31日)

当事業年度
(2024年３月31日)

法定実効税率 － 27.9％

(調整)

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 － △1.36％

評価性引当額の増減 － △0.73％

外国子会社合算税制 － 0.97％

税効果未認識項目 － 5.71％

その他 － △0.08％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 － 32.41％

(注) 前事業年度は、税引前当期純損失であるため注記を省略している。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

主な履行義務である電気の供給については、顧客との契約に基づき通常１ヶ月程度で債権を回収している。なお、

その他の収益を理解するための基礎となる情報は、注記事項「(重要な会計方針)６．収益及び費用の計上基準」に記

載のとおりである。
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④ 【附属明細表】

【固定資産期中増減明細表】

(単位：百万円）

区分

科目

期首残高 期中増減額 期末残高

期末残高の

うち土地の

帳簿原価

（再揚)

摘要

帳簿原価
工事費

負担金等

減価償却

累計額

差引

帳簿価額

帳簿原価

増加額

工事費

負担金等

増加額

減価償却

累計額

増加額

帳簿原価

減少額

工事費

負担金等

減少額

減価償却

累計額

減少額

帳簿原価
工事費

負担金等

減価償却

累計額

差引

帳簿価額

電気事業

固定資産
9,117,619 57,779 7,766,271 1,293,567 49,518 - 122,403

230,779

0 229,377 8,936,358 57,779 7,659,297 1,219,281 342,627 (注)

(81)

汽力発電

設備
9,083,667 57,757 7,741,665 1,284,244 48,250 - 118,809

230,583

0 229,292 8,901,334 57,757 7,631,182 1,212,393 342,143 (注)

(81)

新エネル

ギー等発

電等設備

182 - 11 170 104 - 41 - - - 286 - 52 233 -

業務設備 33,286 22 24,594 8,669 1,164 - 3,552 195 - 84 34,255 22 28,062 6,170 -

貸付設備 483 - - 483 - - - - - - 483 - - 483 483

附帯事業

固定資産
38,894 203 21,194 17,496 4 - 2,065 - - - 38,898 203 23,259 15,436 294

固定資産

仮勘定
34,264 - - 34,264 34,542 - - 49,501 - - 19,305 - - 19,305 4,380

建設

仮勘定
34,216 - - 34,216 33,536 - - 48,510 - - 19,242 - - 19,242 4,380

除却

仮勘定
48 - - 48 1,005 - - 991 - - 62 - - 62 -

区分

科目
期首残高

期中増減額

期末残高 摘要

増加額 減少額

長期前払

費用
11,972 3,120 199 14,893

(注) 「期中増減額」の「帳簿原価減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額である。
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【固定資産期中増減明細表(無形固定資産再掲)】

（単位：百万円）

無形固定資産の種類
取得価額 減価償却

累計額
期末残高 摘要

期首残高 期中増加額 期中減少額

電話加入権 3 - - - 3

地上権 656 - - - 656

地役権 22 - - 2 20

借地権 114 - - - 114

電気ガス供給施設利用権 3,531 519 - 2,503 1,548

水道施設利用権 9,217 - - 9,140 77

電気通信施設利用権 5 - - 2 2

ソフトウェア 29,335 3,618 - 23,776 9,178

商標権 51 - - 45 6

合計 42,940 4,138 - 35,470 11,608
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【減価償却費等明細表】

(単位：百万円)

区分
期末

取得価額
当期
償却額

償却
累計額

期末
帳簿価額

償却
累計率[%]

電
気
事
業
固
定
資
産

有
形
固
定
資
産

建物 620,580 6,520 560,430 60,150 90.3

汽力発電設備 612,827 6,306 555,461 57,365 90.6

業務設備 7,753 214 4,968 2,785 64.1

構築物 973,374 10,020 738,567 234,806 75.9

汽力発電設備 973,318 10,019 738,554 234,763 75.9

業務設備 56 1 13 43 23.2

機械装置 6,886,245 98,348 6,304,589 581,655 91.6

汽力発電設備 6,881,398 98,262 6,300,691 580,707 91.6

業務設備 4,847 86 3,898 948 80.4

備品 23,553 790 20,294 3,258 86.2

汽力発電設備 20,203 692 17,578 2,624 87.0

新エネルギー等
発電等設備

13 0 0 12 6.1

業務設備 3,336 96 2,715 620 81.4

リース資産 9 1 3 5 37.6

汽力発電設備 5 0 2 2 51.0

業務設備 4 0 0 3 21.7

計 8,503,763 115,682 7,623,886 879,877 89.7

無
形
固
定
資
産

商標権 51 5 45 6 87.5

電気ガス供給施設利用権 3,651 158 2,456 1,194 67.3

水道施設利用権 9,217 58 9,140 77 99.2

電気通信施設利用権 0 0 0 0 38.5

地役権 22 0 2 20 10.2

ソフトウェア 32,926 5,489 23,766 9,159 72.2

計 45,870 5,711 35,411 10,459 77.2

合計 8,549,634 121,393 7,659,297 890,336 89.6

附帯事業固定資産 38,395 2,065 23,259 15,136 60.6

(注) 期末取得価額及び期末帳簿価額には、土地等の非償却資産は含まれていない。



― 147 ―

【長期投資及び短期投資明細表】

（単位：百万円）

長
期
投
資

そ
の
他
有
価
証
券

株
式

銘柄 株式数 取得価額
貸借対照表
計上額

摘要

パンパシフィックエネルギー㈱ 72,500,800 7,571 7,571

Intertrust Technologies Corp. 1,898,614 3,059 3,329

富士石油㈱ 6,839,920 3,414 3,242

㈱ウエストホールディングス 935,000 3,679 2,691

鹿島石油㈱ 3,180,000 1,590 1,590

その他 11銘柄 1,241,405 395 450

計 86,595,739 19,710 18,874

諸
有
価
証
券

種類及び銘柄
取得価額
又は

出資総額
貸借対照表計上額 摘要

（投資ファンド）

WiL STRATEGIC PARTNERS II, L.P. 1,217 1,082

その他 ２銘柄 79 60

計 1,296 1,143

その他の
長期投資

種類 金額 摘要

社内貸付金 198

雑口 28,048

計 28,247

合計 48,265

【引当金明細表】

（単位：百万円）

区分 期首残高 期中増加額
期中減少額

期末残高 摘要
目的使用 その他

退職給付引当金 45,269 453 3,565 42,158

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。

(3) 【その他】

該当事項なし。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 株券不発行

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 単元株制度は採用していない。

株式の名義書換え

取扱場所
東京都中央区日本橋二丁目５番１号
株式会社ＪＥＲＡ

株主名簿管理人 該当事項なし。

取次所 該当事項なし。

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 該当事項なし。

単元未満株式の買取り 該当事項なし。

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができ
ない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。
公告掲載URL https://www.jera.co.jp/

株主に対する特典 該当事項なし。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、上場会社でないため金融商品取引法第24条の７第１項の適用がない。

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度 第８期（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）2023年６月29日関東財務局長に提出。

(2) 四半期報告書及び確認書

事業年度 第９期第１四半期（自 2023年４月１日 至 2023年６月30日）2023年８月10日関東財務局長

に提出。

事業年度 第９期第２四半期（自 2023年７月１日 至 2023年９月30日）2023年11月13日関東財務局長

に提出。

事業年度 第９期第３四半期（自 2023年10月１日 至 2023年12月31日）2024年２月13日関東財務局長

に提出。

(3) 訂正発行登録書

2023年４月17日関東財務局長に提出。

2023年６月２日関東財務局長に提出。

2023年７月27日関東財務局長に提出。

2024年２月９日関東財務局長に提出。

2024年２月20日関東財務局長に提出。

2024年５月29日関東財務局長に提出。

(4) 発行登録追補書類及びその添付書類

2023年４月20日関東財務局長に提出。

2023年６月13日関東財務局長に提出。

2023年６月13日関東財務局長に提出。

2023年11月30日関東財務局長に提出。

2024年２月29日関東財務局長に提出。

2024年４月18日関東財務局長に提出。

2024年６月７日関東財務局長に提出。

2024年６月７日関東財務局長に提出。

(5) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(特定子会社の異動)の規定に基づく臨時報告書

2023年７月27日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(特定子会社の異動)の規定に基づく臨時報告書

2024年２月20日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の監査報告書

2024年６月26日

株式会社ＪＥＲＡ

取締役会 御中

ＥＹ新日本有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 関 口 茂

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 前 川 和 之

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 前 田 康 雄

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ＪＥＲＡの2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結財政

状態計算書、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結持分変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結財

務諸表注記について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条により規定

された国際会計基準に準拠して、株式会社ＪＥＲＡ及び連結子会社の2024年３月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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Parkwind NVに係るのれんの評価

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

連結財務諸表注記「７．企業結合」及び「14.のれん

及び無形資産」に記載されているとおり、当連結会計年

度において、株式会社ＪＥＲＡ（以下、「会社」とい

う。）は、子会社を通じて、ベルギーの洋上風力発電事

業者であるParkwind NVの株式の100％を257,147百万円

で取得し、同社及びその子会社を連結子会社としてい

る。会社は、取得対価に含まれる識別可能な資産及び引

き受けた負債の認識及び測定を実施し、のれんを計上し

た。2024年３月31日現在、Parkwind NVの取得に関する

のれんの金額は126,875百万円である。

のれんは、毎期及び減損の兆候を識別した時に減損テ

ストが実施される。会社は、当連結会計年度末日におい

てのれんの減損テストを実施した。

会社は、のれんを含む資金生成単位グループにおける

回収可能価額を処分コスト控除後の公正価値により測定

している。処分コスト控除後の公正価値の測定に用いら

れる将来キャッシュ・フローは、将来の事業計画を基礎

とし、市場参加者の予想を織り込むことで見積もられ

る。

将来キャッシュ・フローの見積りにおける重要な仮定

は、将来の販売電力量の計算要素となる風況、建設工事

費及び割引率である。

回収可能価額の見積りにおける上記の重要な仮定は不

確実性を伴い経営者による判断を必要とすることから、

当監査法人は当該事項を監査上の主要な検討事項と判断

した。

当監査法人は、Parkwind NVに係るのれんについて、

主として以下の監査手続を実施した。

・欧州洋上風力発電事業を取り巻く環境について、経営

者に質問した。

・将来キャッシュ・フローについて、取締役会によって

承認された事業計画との整合性を検討した。

・将来キャッシュ・フローに含まれる将来の販売電力量

について、以下の手続を実施した。

・電力販売契約書を閲覧した。

・経営者の利用する外部の専門家の評価レポートを閲

覧するとともに、専門家の適性、能力及び客観性を

評価した。

・将来の販売電力量の計算要素となる風況について、

外部機関の公表データと比較した。

・将来キャッシュ・フローに含まれる建設工事費につい

て、以下の手続を実施した。

・当連結会計年度までに発生した建設工事費の実績値

と比較し、見積りに係る仮定を評価した。

・2024年３月に会社グループが落札した欧州洋上風力

発電事業において会社が見込む建設工事費と比較し

た。

・当監査法人のネットワーク・ファームの評価専門家を

関与させ、経営者が使用した評価モデル及び割引率を

検討した。割引率について、当該専門家が外部情報に

基づいて設定した許容範囲と比較した。

繰延税金資産の回収可能性

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

会社は、2024年３月31日現在、連結財政状態計算書

上、繰延税金資産を93,381百万円（資産合計の1.1％）

計上している。連結財務諸表注記「19.法人所得税」に

記載のとおり、当該繰延税金資産の繰延税金負債との相

殺前の金額は335,347百万円であり、繰延税金資産の主

要な残高は株式会社ＪＥＲＡの税務上の繰越欠損金に係

る繰延税金資産38,954百万円である。

連結財務諸表注記「４.重要な会計上の判断、見積り

及び仮定」に記載のとおり、会社は税務上の繰越欠損金

及び将来減算一時差異のうち回収可能と判断した部分に

ついて繰延税金資産を計上している。繰延税金資産は、

将来の課税所得の見積りに基づいて回収可能性を判断し

ており、当該課税所得の見積りは、経営者が作成した経

営計画を基礎として行われている。

経営者による課税所得の見積りにおける主要な仮定は

販売電力量と燃料価格の見通しであり、電源構成や電力

需給バランスの変化及び将来の経済情勢の影響を受ける

ため、経営者による主観的な判断や不確実性を伴う。

以上から、当監査法人は当該事項を監査上の主要な検

討事項に該当するものと判断した。

当監査法人は、株式会社ＪＥＲＡにおける繰延税金資

産の回収可能性を検討するため、主として以下の監査手

続を実施した。

・一時差異及び税務上の繰越欠損金の残高について、税

務の専門家を関与させて検討した。また、その解消見

込年度のスケジューリングについて検討した。

・将来の課税所得の見積りについては、その基礎となる

取締役会によって承認された経営計画との整合性を確

認した。

・経営者の経営計画策定の見積りプロセスの有効性を評

価するため、過年度の経営計画と当連結会計年度の実

績を比較した。

・経営計画の策定に当たって採用された主要な仮定の合

理性を評価するため、以下の手続を実施した。

・電力需要の実績と将来の見通しについて外部機関が

公表している統計、需要想定及び会社の発電計画と

比較をした。

・会社の燃料価格変動の見通しについて、先物価格と

の比較をした。

・将来課税所得の見積りの不確実性を評価するため、そ

の基礎となる経営計画に一定のストレスを織り込んだ

場合の影響について検討した。
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その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役の責任は、その他

の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

経営者の責任は、国際会計基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤

謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及

び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、国際会計基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責

任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手する。

・連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう

か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結

財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し

た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかど

うかを評価する。

・連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査意見に対して責任を負う。
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監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備

を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人

の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害

要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を

監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると

合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬

及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等（３）【監査

の状況】に記載されている。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管している。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていない。
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独立監査人の監査報告書

2024年６月26日

株式会社ＪＥＲＡ

取締役会 御中

ＥＹ新日本有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 関 口 茂

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 前 川 和 之

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 前 田 康 雄

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ＪＥＲＡの2023年４月１日から2024年３月31日までの第９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ＪＥＲＡの2024年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

繰延税金資産の回収可能性

会社は、2024年３月31日現在、貸借対照表上、繰延税金資産を79,953百万円（資産合計の1.9％）計上している。

「注記事項（税効果会計関係）」に記載のとおり、当該繰延税金資産の繰延税金負債との相殺前の金額は85,476百万

円であり、繰延税金資産の主要な残高は税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産38,954百万円である。

当該事項について、監査人が監査上の主要な検討事項と決定した理由及び監査上の対応は、連結財務諸表の監査報

告書に記載されている監査上の主要な検討事項と同一内容であるため、記載を省略している。
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その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役の責任は、その他

の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手する。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除

外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会

計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備

を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人
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の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害

要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監査上の

主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されている場合

や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に

見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

＜報酬関連情報＞

報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管している。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていない。
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